
様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室戸所得)I 教育総務課 施設係 匹I9 I 

事|比較的広域でありながら私立幼稚園がなh埴生地区にお
1'::1いて幼児が身近に幼児教育を受けられるよう、また、公立

副議て招益五諒詑JE?222詩話諸!手段!幼稚園の運営と幼稚園施設の維持修繕

ま l切な運営と維持・修繕を行う。

埴生幼稚園施設管理運営事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 529，000 527，721 

支 光熱水費 422，798 413，116 

出内 警備委託料 376，000 375，840 

I:..~ その他 1，183，202 1，008，623 

4E2ヨh 計 2，511，000 2，325，300 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 1/2 111，000 92，360 
源割

地方債内合
訳 その他 使用料 2，162，000 1，521，520 

一般財源 238，000 711，420 

..g- 計 2，511，000 2;325;300 

人件費概算 |人工数(官~凧烹副官見|有 I I封切| 一般

21入園希望者の入国許可実績 50人

活動指榛または成果指標

1 1定員に対する入園者数(3月末現在)
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49.0% I 54.0% 

希望者全員|希望者全員

52人

31修繕要望の対処件数

l00.0% I 100.0% 
全件(30件) 1全件(36件)

29件 1 34件

96.7% 94.4% 93.8% 

I m 1目的の妥当性 |妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。
妥..~""":"""，，，，'..............;............I.............................1

r::.::..;:~.~...~.:::;;，.:'.;:~~1 ……r学.校教.背.器:.苧校.保.健安全活花ーより、芋校百設置者で'ai)る市野関写子.右さEiてな.与で
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|I 1==1..11=1 I'~ 1 ;:1I;'~.:--:r v." ~ ::::::I~.:I:. I """5C::::! ¥，.. ()I . .ro.J Iおり、妥当である。
性 1......，.・H ・....・H ・-・“ ....・H ・-・…・・・・1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 概ね達成している|幼稚園からの施設修繕要望に概ね応えている。
有 t…...・H ・..…......・H ・.......……...，.............................，

効 l類似事業の存在 |存在しない|近隣に幼稚園はない。
性ト……………………“M ・M ・1.............................1

上位施策への貢献度|貢献している l身近で容易に幼児教育を受けられる体制を整えており、貢献している。

実施主体の適正化 |適正である|公立学校運営の包括的警少、認められていない。点検・修繕や警備等、民間に委
I ~/J~ .::t:. I 't' V"" ~ . .l.L. .ILI 1.lle!.lL ¥.， OI.)'o.J Iねた方川刃J率的なものは委清右しており、適正である。

効~，........;;.......:.................， .......I.............................1 也 事品
r~ .. ::~~.~~:::~.;..::..I....::;~.:::..:....r幼稚薗使・科:1ま'~'T山陽ïF重何回市芋:~，.tあて売あの薮育.・保育;f三蘭干名刺市者賓担.額.. 

率 i受益者負担の適正化|適正である| m r円I..x..:nu:-= ~"J=V"" .，I.I!2.ll... ILI.1 .tJa...l..L '-Ul..J'o.J Iを定める規則」に基づき算定しているため適正である。
性 L………-……円…H ・H ・.;1....・M ・-…・…….....I.'!1

コスト効率 適正である l修繕は基本的に、複数の業者から見積りを徴し、比較検討して発注しており、適正である。.ト
少子化・核家族化の進行と共働き世帯の増加により、近年の園児数は90人の定員に対し、 6割を下回る状態が続いている。
しかし、小野田地区の倍の面積がある山陽地区において幼稚園は、厚狭の真珠幼稚園と埴生の埴生幼稚園の2園のみであ
る。この2園が遠く離れていることや、埴生校区に片働きの海上自衛隊員とその家族が住む大きな宿舎があり、近くに幼稚園

課題 と小学校と中学校がまとまって立地していることで、子育てに関し安心感を与えていることから、今後も入園需要が見込まれる。
したがって、当面は、このまま存続させることが適当と考えられる。園児数が定員を大きく割り込んでいることについては、将来
園舎を改築する場合に定員を見直し改修する。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

学務係 匹仁田平成28年度事務事業評価シート|諜・局宮・所(係)I 学校教育課

学校保健安全法に基づき、埴生幼稚園に園医及び園歯 対象 埴生幼稚園児
事科医を置き、園児の健康管理を行う。

手段 医師及び歯科医師に業務委託する
概業

意図要 幼稚園における健康管理を行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

園児健康診断委託料 243，680 225，564 

支
出'

内
訳

dロL 計 243，680 225，564 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 256，000 225，564 

合、計 256，000 225;564 

人件費概算 !入工TF)|人件15L||習|叶国副 一般 r---;~ l 
活動指標、または成果指標 間

一
以
一
以1 1医師及び歯科医師数

100.0% I 100.0% 

21医師及び歯科医師の延べ来園回数 3回 3回

3 

.目的の妥当性 |妥当である|法律で学校医の設置が義務付けられており、妥当である。
妥ト…-……ム…・・……;，;..1.............................1

|当 f.~.:~体関与台妥当性|妥当である|市が設置している幼稚園であり妥当であるo
J 性[.............，...... :;;: .. :..，............;...1.............................1 

己|対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象は埴生幼稚園の園児であり、妥当である。

有 l.~，~空明 ;;!?.TJT|里町円常開:I:!l!H=rゴ21.:.?と，""(乃
効 |類似事業の存在 .1存在しない

~斗伝言二記長説|説こ石;五r~伝説議選;;品目み伝説じぷ主;
Fn実施主体の適正化 |適正である|埴生幼稚園の学校医を市が選任するものであり、適正である。

効 d・M ・-…ー...….....・H ・-・1…..…:;1.............................1
率、， .1受益者負担の適正化|適正である|市が設置している幼稚園の園児であり弘、市の費用負担は適正である。
性性r 、Iト“………….“………….“…….“山….“山.“.“…….“….山…“….. “.汁一!

コスド効率 ¥、 |適正である|園医報酬及び検診を受けた園児人数分のみ費用が発生するものであり、適正である。.. 
「ヘ

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所得)I 教育総務課

申項目(施策)

幼児教育の充実

総務係 匹I4 I 
Ji頃百l基本事葉7

21 教職員の資質及び専門性の向上

私立幼稚園振興事業

.....，私立扇荘園lia;幼児教育の推進に重要な役割を果たして
ま|いることに照らし、私立学校振興助成法に基づき、私立幼

毒|稚園の教育条件の維持向上を図るため、市私立幼稚園 |手段|市私立幼稚園連盟を通じて、各私立幼稚園教員の研修経費を助成
|連盟を通じて私立幼稚園を運営する学校法人に教員の

要|研修参加に必要な経費を助成する。 I意図|幼稚園教員の専門性の向上を通じた私立幼稚園の教育条件の維持向上

t 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

私立幼稚園運営費補助金 648，000 648，000 

支
出

内
訳

AEb2h L 計 648.，000 648，000 

人件費概算

歳 入 予算現額〈円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他!

一般財j原 648，000 648，0001 

4E-ヨh 計 648，000 648，0001 

一般 経常

活動指標または成果指標

1 1研修を受講した教員の延べ人数
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教員一人当たりの年間研修受講回数
21 

(研修を受講した教員の延べ人数/教員総数)

95.0% I 79.0% 
2回 1 2回

2回 1 1.8回

3 

100.0% 1 90.0% 

I "，>ll-7"O ... ~"2: IJ;lJ.:rL私宵の一翼を担ラ私立幼稚園の教員の専門性の向上を支援する事業であり、妥
目的の妥当性 |妥当である|

L:.~.~.~~~.=.:::::'.~'............ .I....~.~..~.~~:~....I当である2
2 妥 • ~…H・M・-…・…………・・ト… l 

1~~..ú. J~aa l="， m.ili ，I.A.. 1 ~lll~~"?! I教育基本法により、市には私立学校教育の振興に努める義務があり、私立学校振興助成法に
当、1自治体関与の妥当性|妥当である|l 、 1 T< => '-'-'.)'<>J 1より、市は私立学校を経営する学校法人等に補助金を支給できることになっている。性 1....……......…H ・H ・.....;，......1..............・M ・...........1

.対象(受益者)の妥当性l妥当である|私立学校振興助成法に基づいており、妥当である。

目標達成度 達成している|助成した私立幼稚園すべてで教員を研修に参加させている。
有 t....，.................，.......，..............1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量-二記長編|長証~~.~.~~.1通説込;量五五-語長i二五三三五五福CEi:孟
適正である l教育基本法に基づき、市には助成等の方法により幼児教育の援奥に努める義務があるため、適正である。

コスト効率

受益者負担の適正化|適正である|予算の範囲内で助成しており、適正である。
............................................1.............................1.................................................................................................................................................，.................... 

J 

適正である|研修費の一部を助成するものである。

...... 
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今の方後
計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局回室・所(係)I 教育総務課 施設係

中項目(施策)

義務教育の充実

学校施設管理運営事業

ー，小・中学生が安全で、良好な環境の中で学び、成長できる
芸|ようにするため、小・中学校の施設の適切な運営と維持・

概|修繕を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 20，512，292 20，509，292 

島支 光熱水費 70，957，761 70，411，637 
出

修繕料 22，695，754 22，695，754 
内
訳 警備委託料 37，993，000 37，967，144 

その他 40，908，193 40，010，548 

合計 193;067，000 191，594，375 

-轟 入 予事事面(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
訳内合

その他 使用料 2，406，000 

一般財源 190，661，000 

dE』2 計 193，067;000 

匹巳日

決算額(円)

1，998，180 

189，596，195 

191，594，375 

工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1-k- 1 1 .A."，.i曙.， 1
人件費概算 | 4.511 2山，1叫 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 !目標
1全件(1，539件)I全件(1，629件)I I全件(1，664件)I達成

1 1修繕要望の対処件数 r- 1，376件 r 1，475件 1 r 1.511件 l 度
89.0% I 90.5% 

2 

3 

目的の妥当性: ド |妥当である l教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。
妥 f....... ... .:.. .... .:....;..~... .............1..... ........................1. 

r.~~::j:~~.:;;;.::-;，.:~~~l …I学校教育活:.苧校保.健安.杢荏とまり、事稜.め.設置著で志器市野関:写.子.答さEk':な.ろ;:z:
ヘ当 l自治体関与の妥当性|妥当である lI ~./~ r~I.;:III::'J.7~~.~ =::11.:1:. I PC;;::::J ¥，. UI.，)"a.J Iおり臥、妥当であるo

、υJ性 ト"………..…....………..…....  ………..…..………..…..…..………..一..…..……….町…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..…..吋寸η

:1対象C受益者)の妥当性l妥当である l市が所有管理する施設であり弘、妥当であるo

有 i同?空惇翌存 I.~.~~~とご!?|?????労骨烹烹士Tfj57.
効 |類似事業の存在 |存在しない

性五掃員二伝説|説'c~.~~~.l婦長房長通信おおら、説じみ;
1 ';o:.".-.....+."2' 1公立学校運営の包括的委託は、認められていない。点検・修繕や警備等、民間に委

実施主体の適正化 |適正である|
効 iト"…………..山………..山….，……..山....…………..……..….目....ιん.二;

率 I受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により仇、市が全額を負担する必要があり、適正である。
性 }トトい"山………..山…..…………..山…..山…..山..… .日……..…....山………..山…..山....…………"山…...山………..…....…………..山…"山..イ | 

|コスト効率 I 適正である|修繕は基本的に、複数の業者から見積もりを徴し、比較検討して発注しており、適正である。

課題

，今の後方

向性

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室町所得)I 教育総務課

中項目(施策)

義務教育の充実

"""，， 1学校施設の維持管理においては、施設に不具合が生じ
主lた際、元通りに修繕するより、造り直した方が利便性の向
議|上や維持費の低減を実現できる場合がある。そのときは、
要|修繕せずに改修する。

歳 出 予算現額〈円) 決算額(円〉

工事請負費 11，294，000 11，163，311 

支
出
内
訳

aEι 3 計 11，294，000 11，163，311 

人件費概算

施設係 回三ヨ

学校施設小規模改修事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国産支出金

財 県支出金
j原割

地方債内合
訳 その他

一般財源 11，294，000 11，163，311 
dEbコ. 計 11，294，000 11，163，3111 

一般 経常

活動指標またほ戒菓福覆→ H26 1 H27 

全件(57件)I全件(55件)

40件 I 41件1 I校舎等の不良箇所の改修件数

70.2% I 74.5% 

2 

通並
田

3 

|目的の妥当性 l妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。
、妥トM・M・...……........….....，...1.............................1

r，:;:;;:;.:.;:~~..~.;~;，.~.;.;cr..“・.......…......・H・.1辛校教育'法了苧校.保.健安全活にまり、平校百設置者でiある.市野関写子.名どEï三百ろ;:z=
当 i自治体関与の妥当性|妥当である|
性 ~..~..~t:."::~:J:=.~~:::~.:.~~..I....~.~..~.::.~~....1 お弘妥当主長生旦

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 概ね達成しているl改修目標件数に対し、実績は4分の3程度に止まっている。
有 t..・H ・..………………・…I

効 |類似事業の存在 |存在しない

|性|斗伝言二ぷ証言|説仁三;;ぶ|ぷ説通局長G3Lb;説こそ弓;
実施主体の適正化 |適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。

|効 t~;;;~.;~.;~;;;.;~..I....;;;，;:;.~~;....1
:率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。
性 l………・…・…H ・H ・-…H ・M ・.1.… l

-コスト効率 適正である l複数の業者から見積もりを徴し、比較検討して発注しており、適正である。

.い
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 教育総務課 施設係

事|長年の使用により老朽化している校内放送設備を順次更
業l新し、円滑な学校運営を行えるようにする。平成28年度
概|は、出合小学校の放送設備を更新する。

要

学校放送設備更新事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

校用器具費 1，188，000 887，760 国庫支出金

支
出
内

財 県支出金
源割

地方債内合
ー訳 訳 その他 地減公益事業 1，188，000 

一般財源

d回』 計 1，188;000 887，760 dE企ヨ‘- 計 1;188，00Q 

人件費概算
l人工数(人役)I人停葺(P:))I r 
|0.051  288，7161 1 

活動指標または成果指標 H26 

1台 I 1台

1 I放送設備を更新する台数 完了 | 完了

100.0% I 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。

匹1 12 1 

決算額(円)

887，760 

887，760 

臨時

言弘通伝説伝説|込宅五五|学夜薮昔話:草餅薩安杢落とまり:苧隣組著守脇市部郁子右主~k前ぞI ~ 1~)"~I;::t:;J~V~ :>C.=I 1.:1:.， I 3'  ===1 ¥，. 01..)'0.) Iおり、妥当である。
性ト......…………………1.............................1

l対象〈受益者)の妥当性l妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 達成している|設置は完了しており、達成している。
、有 t..................."....，~.................I 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 fエ雨量二ぷ言語|議日芯|語通房長説試み伝説三日;

実施主体の適正化 |適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。
効、 f……………………・，.............................，

、率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額負担する必要があり、適性である。
性ト………"……M ・M ・……1.............................1

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 |適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。.ト

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 教育総務課 施設係

.，.，.，長年の使用により老朽化している学校電話設備を順次更
芸|新し、円滑な学校運営を行えるようにする。平成28年度
概|は、赤崎小学校の電話設備を更新する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

校用器具費 594，000 594，000 

支
出
内

i 訳

~dE』ヨ 計 594，000 594;000 

学校電話設備更新事業

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 594，000 

合 言十 594，000 

回コヨ

決算額(円)

594，000 

594，000 

!入エ数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1_ 1 長一一一I _rn~ I 人件費抑算 I 0叫 288，7叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 1 H27 1 I H28 1呂標 J

1. 1台 I 2台 I I 1台 |達成

1 1電話機設備を更新する台数 | 完了 | 完了 I I 完了 l 度
100.0% I 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。
妥ト........・H・..…...・H ・....・M ・...・H ・..1.............................1

r~.~~.;~~~...;;;.;:;，.:.~..I....~.……・…・・・・・T学.校教育活:.辛校課薩安全荏に王り、事校お設置.者で~~市部.関写干る:::2::k::な.ヨぞ
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|
性 |……・……"…...・M・..…I....~.=.……・…・|お.~.~.;妥当豆島ゑ9..........・H・.....・H・...

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 達成している|設置は完了しており、達成している。
! 有 r….....・H ・..…・……・・…".....1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性潟両員二伝説|説モ.~.~~..I説謀長扇子LG38; 誌にそ;;z;
実施主体の適正化 |適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。

効 t...……….. ……… .. … .. …....……… .. …...……… .. … .. …...…… .. … .. …...…. 

率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により札、市が全額負担する必要があり、適性である。

|性 t;.x~;;~..;..:..................I....~iË.~~~....l
|コスト効率 一 |適正である|複数の業者から見積りを徴し、比較検討して発注しており、適正である。

課題

今の後方

向性

特記
l 事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 教育総務課

中項目(施策)

義務教育の充実

施設係 匹I14 I 

小学校遊具補修・更新事業

事|遊具は体育の授業や休憩時間の遊びに使われ、子どもたちの
|日々の学校生活に欠かせない設備となっている。事故を防ぎ、

業l安全に使用することができるよう、修繕を行い、また、老朽化によ
概|り、補修では対応できない遊具は更新する。体育の授業で使用
要|する遊具が未設置の学校については新設する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 1，500，000 1，500，000 

支 工事請負費 1，505，520 1，505，5201 

出内

訳

.g-ヨ 言十 3，005，520 3，005，520 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 地域公益事業 1，505，520 1，505，520 

一般財源 1，500，000 1，500，000 

合 計 3，005，520 3，005，520 

l 人件費概算 |人工数(人引人件?7221|官~ I無 II会計種別|特会(小型)I 臨時

活語指標言正面市裏福覆一

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 官Z=J I H28 |目標 1

14遊具 I 19遊具 I I 12遊具 |達成
立遊具......T.....i"9遊真H ・H ・1 r…12遊真......1度

1 1修繕する遊具の数

100.0% 

21更新又は新設する遊具の数
• • • • • • • 
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3 

目的の妥当性 |妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。

妥 | ・ ・・・ 4・ ・ I....~.:. .::;:;...I凶・校教・背存辛校-保薩安査活γ王り:苧夜繍置著であ・器市部閣写子紅~rf否決
言|空???男性..I....~~.~:~~....I.;.P.:i幻虫色R : 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が所有管理する器具であり、妥当である。

目標達成度 |達成している|修繕、工事は完了しており、達成している。
有}…H ・H ・.........…...・H ・-……斗・…....・H ・...・H ・.......1.....…・

効 |類似事業の存在 |存在しない

性斗員長二記長副長福山.~.~~..1掃員長選肩子ぷ3Li:員長こそお;
ー実施主体の適正化 |適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である0，

l効 1..・H ・-……………ム…1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額負担する必要があり、適性である。
性 l… … ………………1.............................1

コスト効率 適正である|競争入札や、複数の業者から見積もりを徴し、比較検討して発注しており、適正である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

..... 

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室副所(係)I 教育総務課

中項目{施策)

義務教育の充実

施設係 INol 15 I 

学校施設屋上改修事業

.，.".1学校施設の屋根や屋上が老朽化して雨漏りがし、軽易な
芸|修繕では直せないため改修するロ平成28年度は、本山小
概|学校普通特別教室棟(1棟)の屋上を改修する。

要

J 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 8，60.1，0.0.0. 8，20.8，0.0.0. 

支'
出

内
訳

ぷZ』2 計 8，60.1，0.0.0. 8，20.8;0.0.0. 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財内 割合

県支出金

地方債

訳 その他

一般財源 8，60.1，0.0.0. 8，20.8，0.0.0. 

合 計 8，60.1，0.0.0. 8，20.8，0.0.0. 

人件費概算 !人工数(慌|人件関~I 官|無|恒到 一般 臨時

H26 

3棟
通覇福諌言正面市栗福覆 H27 

2棟

1 1屋根又は屋上を改修する棟数
"
M
苅

…了…
n
J

…告元…∞

…
了
一
川

辺
見
…
∞

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である l教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。
妥 F..;ò..ò~......ò....ò..':.......ò'， ............I.............................1r .. ~.::i:~;..;;;.:::;;，.:;_:;:.:I.... ;，.-:;; . .::...;...・r学-校教.育活:--苧1安保種安査活にまり、平校.あ設置著で-あ:6市部閣写子右主Ek.li三で
当 l 自治体関与の妥当性|妥当である|
性 ~.~~~~~~.・H・.......・H・-・・……;:~:l..:.:・H・..………1.お.?.~.;妥当豆島ゐ..

|対象C受益者)の妥当性l妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

有 i???? |明忠三|今f;J:去と??戸.ピ民
F 効 |類似事業の存在 |存在しない
|一性 ト....・H・...…・・……………l………........……・1

上位施策への貢献度|貢献している|教育環境を整備するものであり、貢献している。

実施主体の適正化 |適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。
効 1'...……・....・M ・..…........……1..・H ・.......................1
-率 I受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額負担する必要があり、適性である。
性 1;....・M ・..………い…川

コスト効率 適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課局室・所(係)I 教育総務課 施設係

中項目(施策)

事|学校扇衰の建物の多くは建築夜語字瓦王経過しており、
品|老朽化に伴い外壁モノレタル材が剥離、落下する可能性
ま|がある。モノレタノレ材が落下することにより、子どもや学校関

室|係者へ重大な事故が発生する危険性があるため、改修工
1事の事前調査を行う。

義務教育の充実

学校施設外壁改修事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

調査委託料 1，404，000 1，404，000 国庫支出金

!支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1，404，000 

.g. 計 1，404;000 1，404，000 4ロ2ゐ 計 1，404，000 

人件費概算 l人工刊号[人件12;611÷官tl無|恒画 一般

七十一言動指標または成果指標 H26 H27 

1 I外壁調査する施設数

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。

匹I16 I 

決算額(円)

1，404，000 

1，404，000 

臨時

妥}・ 1.............................1
r~.~:;.，:.;:~~..;;;.~~.~.~:l ………r学.授薮育活:--苧.務課健安全器に王り、革校:の設.置者でお各市京関写子苔さEk';な.与で

ふ当 l自治体関与の妥当性|妥当である|1~ 1'1-.I 1"r I :;:JII/:J7.~~~ .;;;;;;;;t .I .J.. 1 ，!'.;I#o.===I .....Ul . .I"oJ Iおり、妥当であるR
、性 i………一....・..…………・十 | 

lぺ‘ I対象(受益者)の妥当性| 妥当である l市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 達成している|調査は完了しており、達成している。
有 r 寸

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 ii通ぶぷ言語ド五c~.~.~~.l泌総長話おおおよ貢献山下五;
実施主体の適正化 |適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。

効 ト…・，…………・ん……日・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額負担する必要があり、適性である。
性 L………H ・H ・..…………1.............................1

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室温所得)I 教育総務課 施設係

中項目(施策)

義務教育の充実

小・中学校普通教室扇風機設置事業

事|授葉市丙暑さを和らげるため、小・中学校の全普通教室
業|に扇風機を年次的に配備する。平成28年度は、小学校の
概|全ての普通教室に2台ずつ配備した。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 2，363，000 1，659，320 
支
出
、内

訳

J、
~コh 言十 2，363，000 1，6!"i9，3201 

歳入 J 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
瀬割

地方債内合
訳 その他

一般財源・ 2，363，000 
dEeコ" 計 2，363，000 

人件費概算 |人工数(官~入件記~，官l ，無|匝到 一般

活動霜標または成果指標 H26 

1 1小学校の普通教室1室ごとの配備台数

21中学校の普通教室1室ごとの配備台数

3 

、.目的の妥当性 妥当である|夏場の学習環境の改善を図るものであり、妥当である。
妥 t......・....・H・...…・…・・"・...........，.............................，

当 }自j治台{体本関与の妥当性| 妥当である|市の施設に配備するものであり弘、妥当である。
性 トト.…占

対象(受益者1の妥当性| 妥当である|児童生徒が多くの時間を過ごすすプ室であり弘、妥当である。

右 l目目?ザ門I~号空~:翌円宅号守里 :..1 空努?とピ三史I.!計明T計!里Rf?r!F男明2哩???Zピ:sI?♂於弘I?，巴，二，手黙丹とピご点:
| 効 I類似事業の存在 |存在しない
、性 1...・H ・-……・…...…・・・・・ムM ・M ・l

上位施策への貢献度|貢献している|教育環境の改善を図るものであり、貢献している。

実施主体の適正化 適正である|市の施設に配備する機器を購入するものであり、適正である。

i lF寺子相手512515Ei祥子51;255房長設計五千汚;:
コスト効率 適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

..... 

匹I17 I 

決算額(円)

1，659，320 
1，659，320 

臨時

周風機の風が行き届く所は涼しさを感じることができるが、各教室2台では教室全体に風は行き届いていない。計画どおり、
平成30・31年度に1教室に2台ずつ追加配備をしていく。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

[J雪



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課暗室・所(係)1 教育総務課 施設係 回三日
中項目(施策)

義務教育の充実

特別支援学級(肢体不自由)階段移動用リフト整備事業

杢| 詑ZZEL115?ZZ品目LZま?35ぶ|対象|下肢の不自由により、常時、車いすを使用している生徒。

義|室移動が多いこ同人・介助者の安全を確保するため、|手段|階段移動用リフトを借入れ、整備する。
要|階段移動用リフトを借入れる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具借上料 600，000 500，000 国庫支出金

支 財、 県支出金
|出

内
源割

地方債内合
訳 訳 その他

一般財源 600，000 500，000 

.g. ヨ 計 600，000 500，000 tE』Z 計 600，000 500，000 

人件費概算 | 人 工 翫 矧 人件25JJ|官|無|恒画 一般 臨時

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 I階段移動用リフトの使用日数

2 

3 

盲目的の妥当性 1 妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。
、妥 I・M・.....…・…….............ベ|
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|学校教育法により、学校の設置者で、ある市が関与することになっており、妥当である。

| 性 F...……H ・H ・-…………・・;.1・............................1
対象(漫益者)の妥当性|妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 概ね達成している|登校日のうち、 9割程度の日数で階段移動用リフトを使用しているため、概ね達成しているロ
} 有 t..・H ・...・・......・・........…・……・・1

効 I類似事業の存在 |存在しない

性!エ雨量二伝言語|長示日;ヨ|長語通話子以およ員長日ヨ;
実施主体の適正化 l適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。

効ト………………....・H ・.1....… l 
| 率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法に机市が全額負担する必要があり、適性である。

性~........:.....................;.， .;;....';...I.............................1

|コスト効率 |適正である|複数業者の見積もり合わせを経て発注しており、適正である。

課題

今の向方後性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局宮・所得)I 教育総務課 施設係

事ク、、ラワンドの東側を走る道路の道路肩にガード、パイプを設

業l置し、グラウンド東側の防球ネットを延長し、通行の安全

概l性を高める。

要

歳 出 1 予算現額(円) 決算額(円) I 

工事請負費 4，963，000 4，428，0001 

支:
出
内
訳

』E』Z 計 4，963，000 4，428，000 

旧厚腸中学校グラウンド、東側ガードパイプ等設置事業

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債内合
訳 その他

一般財源 4，963，000 

dE』I 言十 4，963，000 

人件費概算: |人工数(洗いうま怨~ 1官 i1無|恒画 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 I設置工事

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。

匹I19 I 

決算額(円)

4，428，000 

4，428，000 

臨時

i151HH房長特I2725Z:155今日王子予告示日持551151251;22255:
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 達成している|工事は完了しており、達成している。

i l持者台湾二""]"...ぉ~~~:~::l
.上位施策への貢献度|貢献している|教育環境を整備するものであり、貢献している。

実施主体の適正化 適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。
効 「い"…………..山………..山…..…….叫山...………..山…..……..一....…-

率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により弘、市が全額負担する必必、要があり、適性である。

l注|:T!L い I....~Æ.~;;~....I
|コスト効率 1適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

i課題

今の向後方性

特記
事項

.. 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課喝・室・所得)1 教育総務課 施設係

事|有帆小学校パソコン教室の空調音請は故障し古いため
業|補修する部品が無く、修理が出来ないため、仮設山陽総
概|合事務所で使われていた空調機器を移設する。

要

歳 出; 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 478，000 475，200 

支
出
内
訳

dE』コ 言十 478，000 475，200 

エアコン移設取付事業(有帆小学校)

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 478，000 

4E』コ 計 478，000 

匹亡日

決算額(円)

475，200 

475;200 

人件費僻 |人工数(矧人件131611官|無|同問| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 .. .. H26 1 H27 1 I H28 1目標 l

I I I I 完了 !達成
1 1取付工事 r .... .... I I f 完了 l 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|教育環境を良好な状態に維持する必要があり、妥当である。
妥 t..............・M・...…・・….........….1.............................1.

当 |自治休関与の妥当性| 妥当である|学校教育法により札、学校の設置者である市が関与することになつており弘、妥当である。
性ト"…………..……..…....………..….....……….“…….目….日.………….“一.“.…………..…..一……….“一..“…………白……...斗.

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当でで、ある。

冒目目標達成度 |達成している l工事は完了しており、達成している。
ト有 1............・H ・...…・・……..1..……H ・H ・......….::..1.

効 l類似事業の存在 |存在しない

性辺誠副長言語|説ぷヨ|季五議員長選伝子ZG芸品五長両日高;
実施主体の適正化 I適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。

効 i…....・.....・M ・.................……1.............................1
率 l受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額負担する必要があり、適性である。
性 1...;;..;;……....・H ・………1.............................1

コスト効率 適正である I複数業者の見積もり合わせを経て発注しており、適正である。

.レ
課題

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

笠i



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 学校教育課

歳 出 予算現額(円) 決算祖(円)

機械器具借上料 749，000 748，440 

l 支出尚

訳

，合 計 749，000 748，4401 

学務係 匹仁田

意図|外部講師及び教職員が共用で使用するパソコンを整備する

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 749，000 748，440 

.g. 言十 749，000 748，440 

λ件費概算 !人工数(淵人件記~I 想見|無|匝到 一般 | 経常 | 

3 

若覇指標子言正面蔵栗福標一 お
一
冶

H
一引

幻
一
冶

H
一引

1 I共用パソコン整備台数 …台…

m

M
A
H
v
m
n
H
U
 

M

必
吐
い

nu

目

噌

E
4

+
E
E
E
E
E
+
a
E
a
-

"

"

虻

川

ムロ…

nu

…ιu
…nu 

"
A
せ

"
n
U

-
噌

E
4

2 

l 妥 l:~.~の妥当性 |妥当である l.~部講師や教職員が研修計即する共用パソfンを整備するも行?、空当である。

，当|自治体関与の妥当性|妥当である|市が主体的に行う事業であり、妥当である。
位 内ト..・・"が………・ャ・...・ m ・....'.，....1.............................1

対象C受益者)の妥当性|妥当である|小・中学校の教員であり、妥当である。

有 I:~円?目13~空空.空 .. …..........~....I 空PX;と巳"(1.，\三乏刀:三三刀T三汀'..I.~，竺1/三ケ~y::r三?雪!雪閉任とr土竺雪で?三.竺翌存?竺'7-1/1土:三Ä~~千竺門空空竺.三空主で.了三?
h 効 !類似事業の存在 1存在しない

性 [ti~議二五言語長|説CE;:訂以詞ZJ両手記局長五二戸;ぷJ言言語ぷ品;ぷ王寺弘長二LI:込みζ
実施主体の適正化 適正である|市が学校と連携し、主体的に行う事業であり、適正である。

効 r……....・M ・……………"1・ 1

|ぐ率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。
性~……………:…………1........… l

|コスト効率 |適正である|入札により、リース業者を選定しており、適正である。.ト
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)1 学校教育課 学務係 匹亡日

ネットワーク内のパソコン等の機器を管理システムを使用

事|して集中管理し、安定した運用を行えるようにする。また
業|老朽化したネットワーク機器の修繕及び交換を行う。

概
ぷ要

対象|小中学校に配置済みのパソコン

手段

lネットワーク配下のパソコン等の機器を集中管理及び監視す
意図|

lることで、安定稼働を支援する。

教育系ネットワーク保守事業(ハードウェア)

歳 t 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 613，000 285，964 

支 修繕料 200，000 173，340 
出

設備保守委託料 1，005，000 1，004，400 
訳内

dロL 計リ 1，81s，000 1，463，7041 

歳 入 予算現韻(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

地方債
内会
訳 その他

一般財源 1，818，000 1，463，704 

ぷE』3 計 1，818，000 1，463，704 

人件費概算 |人工数(入問寸

若草6指標、言自孟蔵栗詣覆
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 有2"7ー] I H28 1目標

19校 I 19校 I I 19校 |達成

19校 I 19校 II 19校 l度1 1ネットワーク接続校数

33.3% I 100.0% 

21ネットワーク機器等管理作業者数

肱
川
同
一
明

山
一
人
…
人

向
山
一

2
…2

皿
m

一…
川
一
以
…
は

3 

.目的の妥当性 | 妥当である|学校運営が円滑に行えるように、ネットワーク管理等を行うものであり、妥当である。
妥 h・M・-・山.....・........・...・H ・H ・...…1.............................1
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|市が主体的に行う事業であり、妥当である。
性】1.....……………………..1.............................1

l対象(受益者)の妥当性|妥当である|小・中学校及び学校教育課であり、妥当である。

目標達成度 |達成している lすべての学校が安定的にネットワークに接続されており、達成されている。
有 ドモ， "…“川-…-…"…"ト"・…・・…・・・…・・・・…l
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1........・M ・M・-ー. .・・・・・・・・..・7・..・I・...・…...................1

r"~ 二平二!二;;・ 7ζ1 …r諮.杏許:00'1め下宿報活用「龍-'ちあ両王」友.びn教育環.境あ整備jl'でも.苔聾する草案で.あ......
よ位施譲与の真献昆|真帆むヰlr貢献尻市二

実施主体の適正化 I概ね適正である情報管理課と連携し、迅速かっ効果的なネットワーク管理を整備する必要がある。
効 f…....................…・…・…....1.............................1.
率 |受益者負担の適正化1適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。
性 ~.;......…・・……...・H・“…川..1.............................1.

コスト効率 概ね適正である

平成26年度に情報管理課の職員が学校教育課へ異動。サーバ管理、大規模なネットワ}ク障害等の対応を'情報管理課と
連携して行える体制を整えた。

課題
しかしながら、通常業務においても専門的な知識や経験が必要なため、担当者が病気等で長期欠勤になった際の補完対応
が難しい。
また、現地作業においては、 2人でベアとなり行う業務が多く、現状は教育委員会内の他課職員の協力を得て行ってし唱。

今の後方九
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.レ

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 学校教育課 学務係 ~口

中学校ノ4ソコン教室維持管理事業

事|中学校は現学習指導要領において、パソコンを利用した
業|授業が義務付けられたため、平成24年度にパソコン教室
概|用に最新osを整備した。

要

中学校

生徒が利用するパソコンをリース契約により管理

生徒がパソコンを活用した授業を受けられる環境整備

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具借上料 7，846，000 7，845，012 

支
出
内
訳

ぷE』3 言十 7，846，000 7，845，012 

歳 人 予算現額(円) 決算額(円)

国産支出金

源財 、割 県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財源 7，846，000 7，845，012 

dロ』 計 7，846;000 7，845，012 

100.0% 1 100.0% 

t~~ 1 人件費概算 !入誠九まいでご~I 官|無 I l::竺l
若覇指標Lま7諒成栗指標 7

一
台
…
台
一
肌
一
与
え
…

E

U
一
日
…
性
…
M
一
枝
…
校

，τ-噌
i
u
噌

i
H
U
H山
-

可

d
H
弓

4

・t-
n
d

一つゐ…
H
U

一
…

6
一
台
一
台
一
肌
一

E
一E

M
一
日
…
昨
日
一
校
…
校

1
1
-
唱

i
m
-
-
"
U
H
J
-
円

i
"
弓

t

t
'
・
η
L
町
内

L
F
h
u
一

山

1 1パソコン設置台数

21授業での使用実績のある学校数

3 

目的の妥当性 妥当である|中学校における学習指導要領に沿った情報教育環境の整備で、あり、妥当である。

i i|副長伝説|言語三五五日;副長日伝説説説明汚;
|対象(受益者)の妥当性l妥当である|中学校の生徒及び教員であり、妥当である。

i目標達成度 、 |達成している|すべての中学校で安定的に稼働しており、達成されている。
有トH ・H ・...・H ・......・..…“....・H ・..日|……………・……J.

効 |類似事業の存在 |存在しない

性， ~…………・…………|…H・H・...・H・.......・M・ '1・搭I許盲め・「情・報活用・龍芳あ・間王液・び「薮菅環・境あ整備Jf・ども・杏賀子る-事・業で芯......
上位施策への貢献度|貢献している| 口

l lりγ 貢一献レ之いる百

.実施主体の適正化 1適正である|市が学校と連携し、主体的に行う事業であり、適正である。
効 lv・-…?……….............;1.............................，
率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。
性ト……………………1.............................1

イ|コスト効率 | 適正である|入札により業者決定しており、適正である。.ト
課題

¥今の向方後性、 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)1 学校教育課 学務係

宅...，市丙示中学校に給食室註17箇所あり、?ち12箇所で調
芸|理している。安全安心な学校給食が提供できるよう、これ
概|らの施設を適切に維持管理する。

要

歳 出 1 予算現額(円) 決算額(円).

消耗品費・燃料費・修繕料 17，989，000 15，544，293 

支出 手数料・保険料 905，200 808，383 

内
校用器具費 703，000 673，488 

訳

-g. ヨ 計 19，597，200 17，026，164 

学校給食管理事業

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

源財内 割合
県支出金

地方債

訳 その他

、 一般財源 19，597，200 

4E』コ 計 〉 1O，597;200 

匹仁日

決算額(円)

17，026，164 

17，026，164 

人件費概算 i人工数(人?;i人T1281|宝?| 無 II会計種別| 一般 | 経常 | 

活動指標、または成馬諒て | 官互7一一1I H28 |目標 l

1 1修繕または更新件数(5万円以上) :p.p.征士........約二:||::二日夜.......僅;

21食中毒の発生件数
.6i:.........+.........ö.~:...........1 I詳

100.0% 100.0% 100.0% 1良い

3 

目的の妥当性 妥当である

ilH五円安部I::三主主任務員労話55;:Eiさ51115日長..二二..........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 達成している|学校給食の提供による食中毒は発生していない
、有 1"・H ・..…・・・・・"・・・?・・・・・ 1 

1、効 |類似事業の存在 |存在しない
、性ト… ;;.;......"...，...........1 
γ々 1上位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である
効トい“…………….“……………..………..………..……..……………..山……..山……..山…..…..…………..山……..山……..山…………..山……..………..山…..山..…………..山……..山…………..………..………..…….“…
率↑受益者負担の適正化| 適正である|教育基本法により弘、市が全額を負担する必必、要があり札、適正である

|性.~………………………，1.............................1 
'.1コス、ト効率、 1検討が必要|老朽化が進んでいるため、計画的な大型備品等の更新が必要.. 
各学校とも施設や備品が老朽化しており、それに伴い、毎年、故障や破損が生じている。このため、給食センタ ができるま
での問、こまめに点検し、丁寧な取り扱いをする。

課題

の今向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

圏



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室町所(係)I 学校教育課 学務係 回三日

小学校タブレット端末整備事業

平成27年度に老朽化が進んだパソコン教室のパソコン等 対象 小学校
機器の整備を行った。整備に先立ち、小学校にアンケ
ト等を行った結果、調べ学習が主な活用用途で、あったた

手段 各小学校に無線環境を整備し、 1校につき約20台を設置
事 め、今後の授業への汎用性等を考慮し、タブ、レット型のパ

業 ソコンを購入した。

概
要

意図
IT化が急速に進展する中で、時流に即したIT教育環境を整
備する

歳 γ 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 一亨事事麗(円)、決算額(円)

機械器具借上料 13，987，000 13，986，432 国庫支出金

支
与出

内

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 訳 その他
、、

一般財漉 13，987，000 13，986，432 

dEh 3 計 13;987，000 13，986，432 d回』 言十 13，987，000 13，986，432 

人件費概算 一般 臨時

川活動指標または成果指標一 H26 

1 1タブ、レット端末の整備台数

21タブ、レット端末を授業で活用した回数

3 

妥 l 目的の妥当性巾........;..1き当であるI.~の「警育?百七!こ同けた環境整竺タ年芝百Jlf基づいており、妥当である。
当、|自治体関与の妥当性| 妥当である|市が学校と連携して、計画的に整備していく事業であり、妥当である。

性 国象(長益者)出妥当証|妥当である|小学校の児童及び教員であり、妥当である。

有 l.~空空界里............一一l 竺県三.~.~~..1子守:271f.空f士ござ烈:堂開.5ZZKZ民主250主主警.民投，I?，警慢とさ.1t¥{)工

効 |類似事業の存在ぃ I存在しないr"………… .. 山…….. 山….“山..…!………….. 叩司"凹……….. 山…….. ……….山……"山…....門山…ニ山:I~目一……………..…………….“……….目一….目一.目.

主官施帝河貫献官町|貫献口F右|り、貢献している

効 l害警さ竺竺型正化ー...I....~~犬舎る...1学空ニ二ズ宇戸ま主主主が主性的に行う事業であり、適正である。
率ヘ I受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。

| 住lコスト効率 I適正である|入札により納入業者を選定しており、適正である。

課題

今の向後方性

特記
事項

.レ
タブ、レット端末をいかに授業で使いこなししていくかがポイントとなる。学校に対する支援策として、教育委員会による定期的
な研修の機会を設け、活用例を示すなどして、活用の促進に努める。
今後、小学校においてプログラミングが必修化されることも検討されているため、国の動向を見ながら計画的に学校におけるI
T化を進めていく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局室・所(係)1 学校教育課 学務係 匹仁日

小中学校教育系ネットワークサーバ管理事業

アクァィブデ、イレクトリサーバは、教育系に接続しているパ 対象 小中学校
ソコンの集中管理を行うために必要なサーバであり、ユー

概事業

ザ認証、グループポリシーの適用などを管理している。ま 手段 市の情報管理課にサーバを設置
た、グノレープウェアサーバの機能も搭載しており、教育系
ネットワークの管理には必須の重要なサーバで、ある。
このサーバを平成26年度から5年のリース契約で整備す

要
る。 意図 サーバを通じて、小中学校のパソコンを集中管理する

歳 出 l 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具借上料 653，000 652，536 

支
出
内
訳

dE』ヨ 言十 653，000 652，536 

歳、入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ

地方債
内合
訳 その他

一般財源 653，000 652，536 

dE』2 計 653，000 652，536 

人件費概算 i人工数(人?:円宮山|官|無|匝画 一般 経常

活覇指標または成果指標

• • • • • • • • • • 
ロ
一
校
…
校

U
5
1
9
 

・↑・圃唱，‘"噌
t田直:
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:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

;
 

向。一一
。ι
一…
H

一…• • • • • • • 
・1 1サーバにより管理している学校数

100.0% 

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|サーバを経由して、学校のパソコンを管理することは必須であり、妥当である。
妥 }…………・..………十…・・・ l 
当 |自治休関与の妥当性| 妥当である|市が主体的に行う事業であり弘、妥当である弘o

性 f卜卜ト"…一.一←J
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内小中学校及び学校教育課であり弘、妥当である。

'目標達成度 |達成している|教育系内すべてのパソコンを集中して管理することができており、達成している。
有 r 、寸

盈_j類似事業の存在 uL主主ム主~

性 Iエ雨量二伝言?長|五福山;五|議杏許菌庁官報活甫龍芳あ両王〕友ffr薮育環噴あ整備1日織す若草 案であ
l |り、貢献している。

| |実施主体め適正化 |適正である|情報管理課と連携しながら実施しており、適正である。
効~:…?・……"・......・....…H・H・ 1.............................1

J 率 1受益者負担の適正化| 適正である|教育基本法により弘、市が全額を負担する必必、要があり弘、適正である。
| 性 l卜"……………..……….“…….“….“...……川….→イ→←..ト，.一.日.一一!一….

l::iコスト効率 | 適正である|入札により業者決定しており弘、適正である。

...... 
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)I 学校教育課 学務係 匹I21 I 

学校用プリンター整備事業

意図 i現在と同等の機能を有するインクジェットのプリンターへ買い
換えをすることにより、経費を削減する

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具費 511，000 211，248 

支
出

内
訳

dE』Z 計 511，000 211，248 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

財

国庫支出金日

県支出金
j原割

地方債内合
訳 その他

一般財j原 511，000 211，248 

dロ~ 計 511，000 211，248 

人件費概算 |人工数(慌|人件関~ I官|無|陸封 一般 経常

活動指標または成菓子面覆勾
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 有吉一寸 I H28 l目標

二

通並
日

1 1インクジェットプリンターに更新した学校数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|プリンターを買い変えることにより、経費の削減を図るものであり、妥当であるロ
妥 t........~... ・M・-…・…・………1.............................1・

当 I.~自ヨ治体関与の妥当性| 妥当である I市が学校ニ一ズや使用状況等を踏まえて、計画的に整備してしい、火く事業であり弘、妥当である。
l 性 }トトトト"……....…………..……..……..山"………….“……..山….，山.“...一...一一"………..….町….日…-

|対象(受益者)の妥当性i妥当である/判j、中学校であり弘、妥当であるo

者|里子空明 |黙;1...--Cl.t竺l.!~:..?，守二竺貯今rzff:円三I.t万
効 1類似事業の存在 |存在しない
性 ト)・・・H ・M ・........・H ・.....・......・I・-・…・・・…・・....・.....・n諮・ぷヰ盲め・n育報活用官元-ぁ-問主政ぴ「・教育環-境あ整備iJl'・E・も・杏賀子る草業宅・ぁ…・

上位施策への貢献度|貢献している| 口
| |り、貢献しているn

ト謝極垂体の適到b←|一適'1E=である-1学校去一三時踏ま先で制喜一主体的伝行ラ事業でありオ直壬である。
効 ， ~…一一…….......…....… 1............................. ，

、率 |受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。
性 l'..，.・…-一………..……..;1.............................1

コスト効率 適正である|見積合わせにより管理業者を選定しており、適正であるロ

課題

、

今の向後方性 事業の終了
改善
時期

.レ

I.':~' 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局・室・所(係)I 教育総務課 総務係

中項目 L施策)

義務教育の充実

幼保・小連携事業

事|市内すべての幼稚園・楳育園・小学校の代表者を集めた
~I幼児育成協議会を開催し、小学校区ごとに幼保・小の交
まl流組織を作り、教職員の相互訪問、情報交換や幼児・児
童|童の交流活動を行うことの必要性・方法などについて講

l演等行い、今後の取り組みについて協議を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出

内
訳

dロ~ 計 。 。

歳入 予算現額(円〉

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

aEbZ • 計 。

匹E日

決算額(円)

。
l人工数以役7口件費市円 |交付税 I&m: I 長一一一1

人件費概算 I 0叫 2札吋 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27. I I H28 1目標 l

I 45回 I 45回 I I 45回 |達成
1 1小学校と幼稚園との交流回数 {……節目…-γ

2 

良い. 
3 

l目的の妥当性 |妥当である|幼児教育・義務教育の内容・方法を充実させるものであり、妥当である。
妥ト………・M ・..……1.............................1
当 ↓自治体関与の妥当性|妥当である|小学校学習指導要領等に記載されている。
性トー-…………………;.1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|小学校学習指導要領等に記載されており、妥当である。

目標達成度 達成している|各校区で交流活動が行われており、目標を達成している。
有 1..・-…・・・?・H ・M ・...・H ・...“・H ・H ・-・・叶…・…・・…・・・・・・・・ 1

効 l類似事業の存在 |存在しない 1 L 

性ト………………“.......1ー | 
三 |上位施策への貢献度|貢献している|生活指導の内容・方法の充実を図るものであり、貢献している。

実施主体の適正化 I 適正である|市内の小学校を対象としており適正である。
‘効}……………………1.............................1
率、|受益者負担の適正化|適正である|幼児期の児童の心身の成長を助けるものであり、適正である。
性 L………………….1.............................1

d コスト効率 適正である

.い
課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 教育総務課 総務係

事|小・中学校における理科教育の充実を園石?とめ、国の補
業|助制度を活用し、理科の授業で使用する実験器具等を整

概l備する。

要

歳 出 r 予算現額(円) 決算額(円)

校用器具費 4，652，000 4，487，261 

I.'~ 内

訳

合計 4，652，000 4，487，261 

理科教育設備整備事業

歳入 予算現額(円)

国庫支出金 112 2，255，000 

財 県支出会、
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財調 2，397，000 

dロ~ 計 4，652;000 

匹I25 I 

決算額(円)

2，255，0001 

2，232，261 

4，487，261 

人件費概算 l l人工数(入計|人常24|ヨ~I 有 I I会計種別| 一般 | 臨時

活動指標または成果指標

1 1実験器具等を整備した学校数

H26 

全校

19校

100% 

36弘

21国が設定した整備水準に対する到達割合 1 35% 

97.5% 

3 

H27 

目的の妥当性 妥当である|市の財産となるものを整備するものであり、妥当である。
妥 t，....."....o..…・...........・…・….1........'....................1

当 l自治体関与の妥当性 l妥当である|理科教育を充実させるものであり、妥当である。
性}……・…よ………………..1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である l・すべての小・中学校で理科の授業が行われており、妥当である。

目標達成度 達成している|理科教育備品の充実を図るものであり、貢献している。

i|持者討を;:，.......'1"..仔:~~~~:~::l::
上位施策への貢献度|貢献している|理科教育の方法の充実を図るものであり、貢献している。

|実施主体の適正化 |適正である|市の財産となるものを整備するものであり、市が行うことは適正である。
効}………u…...・...………1.............................1

| 率 |受益者負担φ適正化|適正である|教育基本法等により、市立学校における義務教育は無償とされており、適正である。

性 rコスト効率;一一 三 |適正である|競争入札や複数業者の見積もり合わせを経て発注しており、適正である。

課題

今の向方後性

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
、時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 学校教育課 学務係 INol 23 I 
中項目(施策)

義務教育の充実

教育課程の特例関連事業

家庭での生活習慣の改善や、授業開始前のモジューノレ 対象 児童生徒
事 学習の実施により、児童生徒の学習意欲・基礎学力の向
業 上を図る。 手段 朝の授業開始前に、モジューノレ学習を行う
概
要 ヤ意図 基礎的な学習を反復継続することにより、基礎学力の向上を図る|

歳出 予算現額(円) 決算額C円) 歳入' 予算現額(円) 決算額(円〕

消耗品費 1，100，000 1，068，102 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 1，100，000 1，068，102 

d同』 言十 1;100，000 1，068，102 4E』2 計 1，100，000 1，068，102 

人件費概算 |人工数〔人?:i人需 一般 | 自 | 

活動指標、または成果指標 H26 H27 

小・中学校の年間モジューノレ学習実施回数(1校
小175中176 小175中176

小175中176 小175中176
あたり) ............................. .......................ー.....

100% 100% 

「モジュール学習を行うことで全児童生徒が集中 小12中6 小12中6
............................. ............................. 

2 して取り組めていると思うか」との質問に「そう思う」 小11 中5 小12 中6

と回答した学校数 小92%中83%
............................. 

小100弛中100%

100% 100% 
-・・・・・・・................................................... 

3 朝食を食べて登校する児童生徒の割合 99.0% 98.7% 
-・・・・・・・・・・・・・・・・・........................................ 

99.0% 98.7% 98.5% 

.目的の妥当性 | 妥当である |基礎的な部分を反復継続することにより、基礎学力の向上を図ることを目的としており、妥当である。
妥 l………….......………1.............................1
当 11自当j治台体関与の妥当性| 妥当である|全小中学校を対象に平成1口7年度から継続実施しており弘、妥当である。
性 • ~トト"山…….. 山.. 山….. 山….. 

対象(受益看)の妥当怯| 妥当ゼある|小中学校の児童生徒を対象とじており札、妥当であるo

l ヶλU目標達成度、 |達成している|継続していくことが基礎学力の向上に繋がると考えている
有ト…………………・…..1.....・H ・..…・.....・H ・...1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 lト卜…?
ウ 主位施策六坊貢献度一悶献じでしF吋吋学方向j:.主主1活舌改普プロ吋デ先王訪ク同=環どι町しじ一捜施~bじでおり吹て貢寵献責じ民でし崎苛o 一一一

実施主体の適正化 |適正である|教育委員会が主導し、各学校で日々取り組んでおり、適正である。
効 F…-…-…“・......-<-."'・・ャ........…1.............................1
率}受益者負担の適正化|適正である|教育内容・方法の充実に資する事業であり、受益者負担は発生しない。
性 t…………・……...・H ・-…・1.............................1

|コスト効率 適正である|紙代等の消耗品費のみであり、適正である。.. 
課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

国



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課骨回室・所(係)I 学校教育課 学務係 回三日
中項目 f施策)

義務教育の充実

心ときめき教室開催事業

士目次代を担う児童生徒の創造住や主体性、社会性及び豊
喜|州人間性を育成するために、豊富な知識や経験、技術

概|を有する保護者や地域の人々に対して、教育活動協力 |手段|学校が教育活動協力者に講師を依頼。市が報酬等を支払う
i者となってもらうように依頼し、授業をより多彩で活発にす
|る。 I意図|児童生徒の創造性や主体性、社会性等を育成する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 418，000 306，000 国庫支出金

支 消耗品費 200，000 66，860 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 618，000 372，860 

合 1 計 618，0001 372，860 合 計 618，000 372，860 

人件費概算 !四(守~人件13;81| 習|無|国副 一般 | 経常 | 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標、または成果指標 H26 I 官デ寸 1. H28 1目標 1

75回 1 75回 1 I 75回 |達成

1 I心ときめき教室開催回数 69回 1 80回 1 I 70回 l度

92.0% I 106.7% 

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|多様な授業を展開し、ふるきと教育の推進を図るものであり、妥当である。
妥 }…M ・M ・...……........…山斗 | 

当 i自治体関与の妥当性| 妥当である|市が学校と連携し、推進してしい、てく事業であり札、妥当である。
性}ト.一………..…..山.

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|小中学校の児童生徒を対象としており弘、妥当である。

| 若l.~.~竺烹.空空空努黙?号.男ι; 人........1肘竺幣?胃}ipx;L..仕rと三fごポ~，竺:プi~l : 
効
性

類似事業の存在 1存在しない

エ半面長-二記長品五|長示日;;五|薮脊丙蓉;芳・器百充実苓;特芭あ右授業を濯閉じで.c.，ぞ菌あ施策r;::搭%あでおり:
| |一貫一融レキいる。

実施主体の適正化 |適正である|地域の方が講師となり、ふるさと教育を推進するものであり、適正である。

I効 t:;…………………………1""..:::::.':':::::'..:::...1
率1受益者負担の適正化|適正である|市が設置している小中学校であり、市が費用負担することは適正である。

| 性 トH・H・...…………....~I・-…・・・… | 
lコスト効率 |適正である|一人あたりの講師謝金は3000円から10000円程度であり、過大なコストではない。.. 

〆

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 学校教育課 学務係

中学校教科書改訂に伴う教師用教科書・指導書購入事業

匹I25 I 

平成28年度に教科書が改訂されることに伴い、改訂され 対象 中学校の教職員
事 る全科目の教員用教科書及び指導書等を購入する。な

概要業

お、購入数は、教科書は教科担任1人に1冊、指導書等 手段 改訂に伴い、必要な指導書等を購入する
は各学年に1セットずっとする。

意図
教員用教科書及び指導書を活用することにより、学習指導要
領に沿った適切な指導を行えるようにする。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 5，043，000 5，042，351 

支
J 

出

訳内 i 

dE』3 計 、5;043，000 5;042;351 

歳 入 予算現額(円〕 決算額(円)

l財
国庫支出金

県支出金
源割

地方債
内合
訳 、その他

一般財源 5，043，000 5，042，351 

dロ』 計 5，043，000 5，042，351 

|人工数(人引人件1221|官|無|也到 一般 臨時人件費概算

い 活動指標または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26. 1 市互すーっ I H28 l目標 l

...1....・M ・-…・・…・・…・I1.… 352庇…l達成
352冊|度1 1教科書の購入冊数

192セット

21指導書等の購入セット数 192セット

100.0% 通普

3 

I :w. 1目的の妥当性 |妥当である|学習指導要領に沿った指導を行うために指導書は必要であり、妥当である。
妥 1，.......:..，............:...，................1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である 14年に一度教科書が改訂されるため、その都度購入する必要があり、妥当である。
性 F........…………………1・・・・ ...........1 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内中学校の教員であり、妥当である。

目標達成度 達成している|すべての中学校に予定冊数を配布できており、達成されている。
有 t....・・ } ….， 
効 |類似事業の存在 l存在しない

世斗議み:副議~~~~Ii録画ぶ返品五;j説記長芸品る芸員長
1実施主体の適正化 1適正である|市が主体的に行う事業であり、妥当である。

効 I…一…一....・-…………・|・・....… .1
率 l受益者負担の適正化|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である。

|性|ぷ 11-|||コスト3カ率 1適正である|教科書及び指導書は固定単価であり、適正である。.. 
課題

今の向後方性 事業の終了
改善
時期、

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)1 学校教育課 学務係 匹I27 I 

こども市民教育推進事業

事|市戻両ftに行っている面前講座を子供用にアレンジし、
~I本市の特色や公共の仕組み等を子ども達に教えることに
毒|より、公助の精神や生まれ育ったふるさとへの誇り・愛着
要|心を醸尽していく。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 100，000 32，952 

支
出
内
訳

dE』ヨ 計 100，000 32，952 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財j原 100，000 32，9521 

4回』 計 100，QOO 

人件費概算 i人瑚tti人件12L||官 lI無 II会計判 一段 |ふ|

Vi"""IIJの特色や公共の仕組み
妥当である|I .!:1". ====1 ¥"， Ul.J"r:J Iり、妥当である。

自治体関与の妥当性|妥当である|市が実施する事業であり、妥当である。

※上段:目標中段:実績下段:達成率
若動指標よまたは成果指標

• • • • • • • • 
-
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1 1講座を実施する学校数

21実施講座数

W
河

-

"

D
一
回
一
回

n
u
-
-
e
D

山

t
i

o
z
t
4
 

!
 

2
一
回
一
回

n
u
-
凋
圭
山

1
J

叩
一

2
…⑤

125.0% 1 117.0% 

3 

対象{受益者)“の妥当性| 妥当である|全ての学校を対象として意向調査を行い、手挙げ方式で講座を実施しており、妥当である。

目達成している|今年度はすべての学校で48講座を実施しており、達成している。
-・・・・・・・....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・...............................・...................................................................................................................................................................

類似事業の存在 存在しない|一般市民向けの出前講座が存在するが、児童生徒向けには存在しない。

上位施策への貢献度|貢献している|教育内容・方法の充実に貢献している。

実施主体の適正化 |適正である|市が実施する事業であり、適正である。

受益者負担の適正化|適正である|教育内容・方法の充実に資する事業であり、受益者負担は発生しない。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー...........‘・・・・・・・..................・ ...................................................................................................................•...................................•••.............•....... 

適正である|職員が行うためほんんど費用がかからず、費用対効果は大きい。

課題

l 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 学校教育課 学務係 匹I28 I 

本市では、従来より地域教育ネットの組織を通じて、学校 対象 小中学校
支援ボランティア等の協力を得て、地域教育資源の活用
や聞かれた学校運営を展開してきた。また、学校評議員

事 制度も設けて、地域の声を学校運営に反映させる取組も 手段
学校運営協議会(コミュニティ・スクール)を設置し、その運営
補助として消耗品費を助成

概業 推進してきたところである。今後は、保護者な情、地報域交住換民・情、
学校、教育委員会が密に連携し、定期的

要 報共有・協働の推進を図り、地域と一体となった学校運営
をさらに発展させていくため、学校運営協議会を指定設 意図 地域の声を取り入れ、地域と一体となった学校運営を目指す
置して、コミュニティ・スクールを展開していく。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入

学校運営協議会補助金 190，000 190，000 国庫支出金

支 財 県支出金

出内
j原割

地方債
内合

諒; 訳 その他

一般財源

Azbョh 計 190，000 190;000 aEEコh 計

.， a且L' • t円、 EE EaL=a. ，、

人件費概算

活動指標ま正直読栗福覆

1 10校
学校運営協議会(コミュニティ・スクール)の設置
校数 (::::::::::::::::::::::::::::f二二議.....

21会議の開催回数 (::::::::::::::::::::::::i:::::::鑓..........1

3 

妥・号竺竺雪空竺.;............I....!府三:ザ~...1塑烹空竺空空き空芝、王子受雪ヱモ空:

予算現額(円)

190，000 

190，000 

一般

| 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市が学校と連携し実施していく事業であり、妥当である。
性 ι L……………・…………・・・1・・…・・ 『

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内小中学校が対象であり、妥当である:

決算額(円)

190，000 

190，000 

経常

有 i里.特性更"勾・ 慢性主主|竺惇竺持全努害.と主主-C(J)今竺正明全宣言:1t日空.17.黙日lj.?:
効 |類似事業の存在 I存在しない

斗3:._f主主ζ長長子二芸ぷ孟二仁二平ζ二三ζ二l噛暁主主惇とな三五芝草模革審~旗開.じ之主:じ出芯ζたB均5
Ir1¥苛Ih柿字首，、¥、uυ11'冨聞1:1璽1;" 1 巨ヨ陶.1，-(し、t、l

十人 1""" ー 'J~品 .v." ..Þ""C.~Jf~~，;x. I .?"'C.1W"l..-'、. ""'1しでいる，

訪J照男主{;$:O)適時..;....1.追(主である|市が主体的に行う事業であり、適正である。

率、、l受益者負担の適正化|適正である|市内小中学校に対しての事業であり、適正である。
性、村町…………"………1.............................1

.コスト効率 心 I適正である

.レ
課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

[J雪

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜M局M室・所(係)I 学校教育課 学務係 回三日

やまぐち型地域連携教育推進事業

平成27年度からの県の新規事業として、「やまぐち型地 対象 市内小中学校及び学校教育課
域連携教育推進事業」が創設された。これは、県内各市

手段 学校教育課にcsコンダクターを1名配置する事町が実施しているコミュニティ・スクーノレの運営を支援して
業いくため、各市町にcsコンダクターを1名配置し、県と各 csコンダクタ が各学校を定期的に訪問し、先駆的な取組
概市町が情報共有し、連携のうえ、地域と一体となった学校

意図
事例や運営上の課題、改善点などの情報を把握し、それを会

運営をより一層推進していく。
議等を通じて各学校にフィードパックすることにより、各学校間要 csコンダクターの配置に必要な人件費や会議参加の旅
で情報共有出来る仕組みを構築し、本市のコミュニティ・ス

費、消耗品購入費等は県から全額補助がある。
クーノレの水準を向上させていく

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報酬・共済費 2，581，000 2，566，768 i 国庫支出金

支 報償費 18，000 12，0001 財 県支出金 100% 2，699，000 2，619，254 
|出

旅費 17，000 18，200 
源割

地方債l、内' 内合

. 

訳‘ 需用費 20，000 19，826 訳 その他

役務費 3，000 2，460 一般財瀬

aロ』 計 2，699，000 2，619，254 合計 2，699，000 

E 且 Ja . hL~担
人件費概算 |人エホ人役l 人件間~ I宝女児|無|恒画 一般

活動指穣言正は成巣指標

11csコンダクターの学校等訪問回数

( H26 

2 

3 

目標達成度 I概ね達成してし泊|氾執り戸ゼ反映e'ir，Jt!l械と一体となった字校漣宮をおこなって11'
| …………1];':，.嘉要諦震1ごみるれ…

類似事業の存在 |存在しない

2，619，2541 

臨時

エ福属議二五黄.説'1 言説-cモ.~.~:;.V平手花通語通説遍・1説・逗五議Jおご長じぞおお宅抗議日;;ζ -
実施主体の適正化 I適正である|市が主体的に行う事業であり、妥当である。

1受益者負担の適正化 l適正である|市内小中学校に対しての事業であり、適正である。
-・・・・・・・・・..........よ........................1・・・・...............・.........・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....・........................................................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..........

課題

、

今の向後方性

、.コスト効率 適正である|全額県の補助事業であり、適正である。

..... 

事業の終了

特記 | 
|平成29年度から、県の直接事業となる。

事項 l 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱喧・所得)I 学校教育課 学務係 匹目

学校図書館図書整備事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳、入 予算現額(円) 決算額(円)

図書購入費(小学校) 315，000 315，000 国庫支出金

支 図書購入費(中学校) 369，000 369，000 財， 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 ※ 684，000 684，000 

一般財源
、

合計 6s4，000 684，000 4ロ~ 計 684;000 684;000 

人件費概算 一般 | 臨時 | 

活動指標、または成果福事: H26 1 H27 

1 1図書標準率を満たす学校数(小学校)
13校 1 13校

戸務ここ|二議干
21図書標準率を満たす学校数(中学校) し-竺--MI--土一一一--T----z-;j3i-----

3 

妥|目的の妥当性 |妥当である閉聖子酔間町字夜間やすため、計闘悶に予算措置していくべきもので、女
..'l.~.~:…M・...………・山・.:...I....~.~..~…・…...1.当-立あIる品・

当1自治体関与の妥当性|妥当である|市が計画的・主体的に行う事業であり、妥当である。
性.……円……………1..... .::.:.:.::..=.::.::.:....r~:.:T;....:... 

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内4、中学校の学校図書館図書の整備であり、妥当である。

有 旧標達成度・..;......"・|翌ね空成して1t'Q

効 |類似事業の存在 |存在しない

性}諸説二編議長|長記モ'~'~;;"I語辰五議員長説伝説説じぞみ;
効手足空性の空主化...I....~仔虫色 l市が主体的に行う事業であり、適正である。
率 |受益者負担の適正化|適正である|市内小中学校であり、適正である。

→トl込え下弱言 ...."'....."'.:1 .. 虫記E-示込十

.レ
図書標準率の維持向上を図る。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

間※…援基金繰入金

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)I 学校教育課 学務係 匹I31 I 

コミュニティ・スクーノレ導入促進事業

埴生小・中学校が平成28年4月1日にコミューアイ・スク
対象 埴生小・中学校

ノレに指定されたのを機に、国の研究指定コミュニティ・ス
事 クーノレ導入事業を利用し、保護者や地域住民、教職員が

手段
学校運営協議会の企画・運営、委員の研修費、消耗品費を

業 学校運営協議会を通じて小中合同の教育活動の構想、
概 連携カリキュラム編成等の研究を支援する。 助成 i 

埴生小・中学校の合同学校運営協議会の企画、運営を通し要
意図十

て、地域とともにある学校づくりを進める

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 40，000 40，000 国庫支出金 113 60，000 60，000 

支 費用弁償 63，800 63，800 
出

消耗品費 80，000 80，000 
内
訳

財源割
県支出金

地方債
訳内合

その他

一般財源 2/3 123，800 123，800 

dロ』 計 183，8001 183，800 dE』Z 計 183，800 183，800 

入件費概算 i 入閣人間人f112L|| 宝~I 無|也副 一般 経常

活動指標または成某福事--- H26 

1 1小・中個別の学校運営協議会の延べ開催回数

21小・中合同の学校運営協議会会議の開催回数

3 

目標達成度 |達成している|小中合同の字夜連官協議や管荷風行彦会を実施して、地域と二一体どなった字放漣冨
......I..~・........................・士ζとがヱ怠.達成」工心るn...

類似事業の存在 |存在しない

上位施策への貢献度|貢献している|地域と一体となった学校運営を展開していくため、法律に基づき実施しており、貢献しているロ

実施主 側適到し1----3ruE論ι|車山国益主俸制こ行盟業主制J証主泊。

、

課題

今の後方、

向性

特記
事項

受益者負担の適正化|適正である|市内小中学校に対しての事業であり、適正である。

コスト効率 適正である|市2/3 国1/3の補助事業であり、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局面室・所得)I 学校教育課

ーー，教職員の研修補助は資質を向上させる観点から大変重
喜|要であり、本市では、従来から単市で教員研究等の事業
国|を実施している。また、指導主事については、その専門性

重|と年々増大するニーズに対応するため、適正な人員配置
lを行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

、報償金 90，000 57，000 

支 消耗品費 67，000 46，712 
出

普通旅費 46，200 15，600 
内
訳 指導主事負担金 27，000，000 27，004，975 

i 教職員研修補助金 300，000 259，512 

4E』ヨ 計 27，503，200 27;383，799 

学務係 匹仁司

教職員の資質向上関連経費

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財調 27，503，200 27，383，799 

合 計 27，503，200 27，383，799 

人件費概算 |人工数(ttlぺ 1宝?|無 1 1会計種別| 一般 | 経常|

活動指様、または成果指標 H26 

8回

1 1研修派遣した教職員数 8回 7回

E
m
一

明

川
一
人
…
人

α
一3
…3

川
一
人
…
人

α
一3
…321指導主事配置人数

100.0% I 100.0% 

3 

目的の妥当性 |妥当である|ル亘年使にI ，!;I#..::::::j.... l.Jr"raJ Iり、妥当である。

ヨ自治体関与の妥当性|妥当である|教職員の資質向上のため、市が主体的に行う事業であり、妥当である。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内小中学校教員及び学校教育課指導主事であり、妥当である。

E 達成している|予算の範囲内で、適正に実施しており、達成している。

目日4、日，山_._I.T--一，戸一.山】 ' 適正である|義務教育の充実を図るため市が主体的に行つてしい、てく事業で、あり弘、適正でで、ある。

効 .......~トトト"………….. … .. ………… .. …… .. …… .. … .. 一一f一.
率‘|受益者負担の適正化|適正である|義務教育の充実に資する事業であり、受益者負担は発生せず、適正である。
性、ト..・-…....・-……………1.............................1

.コスト効率 1 適正である .. 
課題

、て今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

瞳



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室E 所得)I 学校教育課 学務係 匹仁司

事|市内児童・生徒め事力向上と教職員の授業力向上を目
業|指して、指導主事の学校訪問回数は増大しており、それ
血|に伴う業務分担量はオーバーワークしてし沼状況である。
芸|また、県からの調査等の事務量も年々増加しており、業務

l量に似合った適正配置が必要である。

指導主事配置事業(現行人数確保のための増加分)

歳 出 予算現額(同) 決算額(円)

指導主事負担金 9，000，000 8，850，207 

支
，出
h 肉

訳

合計 9，000，000 8，850，207 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 9，000，000 8，850，207 

合 言十 9，000，000 8，850，207 

人件費概算 |人工訟役)iTrl|官|無|国到

100.0% I 100.0% 

一般 | 臨時 | 

活動指標、または成果指標

1 I指導主事増員数
• • • • 

-

U
一
人
…
人

H
一1
一1:
 
:
 
:
 
:
 

:
 

お
一
人
…
人

E
4・
-

噌

'
A
U
噌

E
A

J
 !
 
• • • • • • • • 

・

2 

良い

3 

目的の妥当性 妥当である|学校への指導・支援を行うための体制整備のため、妥当である。
妥 t....，..・H ・...・・・M ・M ・-……・・…・叶….........................t
当
性性;fト卜いい.勺円叩円.“..……..叱..……..………..…….一………-一……〕川..…………..……..……..…....…………..……..…....………….“……..…....………….一……..一..“…………..…….“……..…..斗 | 

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|学校教育課配置であり、妥当である。

目標達成度 達成している|業務量を踏まえて、適正な人員配置をしていく必要がある。
有 1...'.'.........，.....，....................'.1
効 l類似事業の存在 |存在しない

主|エ説員二伝言説|福山;主義貰あ資質問盟国る三左官:児董宝淀あ薮育環都世紀繋消防であザ:貴・献
二一一:I~..~n~ ""'l"oo -".~~"'~ I .T"".II-'''......... ..." c:v 1-6..ヱいるu

i実施主体の適正化 | 適正である l義務教育の充実を図るため市が主体的に行つてしい、てく事業であり弘、適正であるロ
J 効 rιh.山………..山…..山.町.山 “………叩…←?円山…..山………..山…..……..…....……川……"…….日玖u山山山..…貝uベ.

| 率 |受受j益者負担の適正化化I適正である l義務教育の充実lにこ資する事業であり弘、受益者負担は発生しない。
性 t;.;.::~!..;.……………….:.:1.............................1.

，:1コスト効率 | 適正である

指導主事は日中、学校等へ外出していることが多く、事務仕事は帰庁後に行うため、恒常的に時間外勤務を行っている。学
、校教育課では市の行政職員との事務分担を見直し、課として業務の効率化を図っているが、指導主事が行う専門分野は行
政職では対応が難しい。県からの調査事務なども膨大で、本来の教職員を指導するという業務にも支障が生じている。業務

課題 量を踏まえて、適正な人員配置が必要である。今後も、 l名の増員確保に努める。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

一向性
時期

.. 

圃



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局室・所得)I 学校教育課 学務係 匹I34 I 

英語教育推進事業

ALT(外国語指導助手)を2名雇用して小中学校に派遣
対象|児童生徒・教員1し、教員と連携した授業を実施して英語教育の充実を図

事|る。なお、平成26年度までは業者委託により1名のALT
業|を配置していたが、平成27年度からALT2名を市職員と

雲|して直接雇用したo

意図|英語を母国語とするALTと触れ合うことで、英語に親しむ

歳 出! f 予算現額(円) 決算額(円) 歳'入 予算現額(円) 決算額(円}

外国語指導助手報酬 4，800，000 4，800，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内
訳

源割dE』2 地方債
訳内

その他

一般財j原 4，800，000 4，800，0001 

.g. 言十 4，800，000 4，800，000 dロ』 計 4，800，000 4，8OO，0001 

人件費概算 |人ヱ数(人間人f間~ I甘い II会計判 一般 |臨時|

活動指標示言正面蔵栗福事

11ALT派遣日数 183日 290日

78.回 I 100.0% 

「子ども達の外国語に対する理解が深まった。教 I.....:.~.~沼.~..?....I....A~..~~.士 6
21師にとって授業づくりの役に立った。」と回答した| 小12中5 I 小12中6

学校数 r;j"~.ïöö五..持説n~ïöö.%.市188五

3 

日一、

課題

今ぬ向後方性

園

目的の妥当性 | 妥当である|英語叡宵の推定、異文化に対すゐ児草生徒の交流恵融ぞ体験恵欲の醐成を凶Qこと刀当
-….....I....~.~..~.~:.::-:....I.~弘..寄.当:立ゐ~"・.......

自治体関与の妥当性|妥当である|市が学校と連携し実施する事業であり、妥当である。

達成している|前年度同様派遣日数の増加を達成でき、多くの成果があった。

存在しない

エ極通量二・記長議長"1長証じモ.~.~;;.l兆二;A7212i-i-弱志良工有青函iZ量子255宗主ま言語じそ-l:z;
実施主体の適正化 、|適正である|英語教育の推進のため、市が主体的に行う事業であり、適正である。

受益者負担の適正化|適正である|義務教育の充実に資する事業であり、受益者負担は発生しない。

コスト効率 適正である

..... 
導入2年目で、あったが、初年度同様、期待以上に効果的に運用できている。 ALT2名の人柄や意欲によるところも大きいが、
学校に行ったアンケートで、は、いずれも建設的な意見が多く、もっと学校に来て欲しいという要望が多い。 ALT配置は長年の
課題で、あったが、雇用形態を見直し英語教育の体制を大きく変えたこの事業は、児童生徒や教員への恩恵が大きく、費用対
効果的にも非常に多くの成果があった。ー

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局・室・所(係)I 学校教育課 学務係 匹目

学校司書配置事業

..;"..，全ての小中学校へ学校司書を一人ずつ配置して、学長

案|図書室の利用促進や図書の授業への活用、学校聞の図

概l書の相互利用等を推進する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

人件費 34，722，000 34，721，358 

支出 、

内
訳

dEL 3 計 34，722，000 34，721，358 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 34，722，000 34，721，358 

-4E』ヨ 計 ，34，722;000 34，721，358 

人件費概算 1入工数(ttl 人?出hil 宝~I 有 I I会計種別| 一般 | 臨時 l
活動指標、または成栗福標

1 I図書支援員配置人数

お
一
山
…
は

H
下
土

r

211:f三間貸し出し冊数

l00.0% I 100.0% 
170，250冊 I187，000冊

・・....
186，149冊 I188，087冊

109.3% I 109.3% 

3 

目的の妥当性 |妥当である|学校図書を有効活用するための支援体制の充実であり、妥当である。

r"~……………'1辛.校苛書.め-前置あ遁主1E王朝H彦.等を遇iCそ支.援貰あ資.質.め.両王を困る;{;お守あち:…・
自治体関与の妥当性|妥当である|市I ..!:><. ~ .... LJr . .re..J I妥当でああ

1....~.~.=~..~....1笥審議ドIf薮貰菟・許若宥じぞ~.\.t)著在窟周て平蔵宮古平:度...荏斯符互若-:-臨時職貰11)'
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|町

| |名)しており、妥当である。

里ザ空空円片?竺ぶ .~.:..........J 空黙骨三vど吹叶，，三乏到:ヨ三オT三~..l.~~烹~tJ('竺~lfc'.翌竺q&，1BI雪空?去T仕切ヒ1...11&空門ÌI~士?円 f;:::ど竺~.竺空史雪;t三プfでT史T史男竺~J:ff竺:竺子ß.X;1...-Cと三-C~
類似事業の存在 |存在しない

上位施策べの貢献度|貢献している|学校の教育環境整備の充実に貢献しており、貢献している。

概ね適正である|司書或いは教員免許を有している者なので、任用形態の検討が必要。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

.い

園



様式1号(事務事業評価}

平成28年度事務事業評価シート|課マ局・室・所得)I 学校教育課 学務係 匹I46 I 

JFA心のプロジェクト「夢の教室」事業

JFA(日本サッカー協会)の協力を得て、スポ ツ界の現 対象 中学2年生
役選手やOB/OGを夢先生として学校に派遣し、「夢の教

事 室Jを開催して、子どもたちが夢を持つことのすばらしさや 手段 夢先生を市内中学校に派遣して「夢の教室」を開催

概業
夢の実現に向かっていこうとする気持ちを育てる。

優れたスポーツ選手に触れ合う機会を設け、夢に向かって努要 意図
カする心を育む

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 20，000 

支 夢の教室事業委託料 2，980，000 2，980，000 
出
内
訳

~ 計 3，000，000 2，980，000 

康 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他 ※ 3，000，000 2，980，000 

一般財源

dロ~ 計 3，000，000 2，980;000 

人件費概算 i人工数(人町人件1221|宝?|有 II会計種別| 一般 | 臨時 | 

活動指標、ま正市蔵栗:指標

1 1実施クラス数

H26 H27 

20クラス

ス
一
%

ラ一
n
J

h
ノ

E
n
u

i
y
u
-
n
U
 

M
A

一l
4
 

2 

3 

目的の妥当性 l妥当である|各中学校から、継続的に実施してほしい意見がある。
妥 t…...・H ・-・円…・M ・-…・…・・・..，.............................，

| 当、.I自治体関与の妥当性|妥当である|市と日本サyカー協会が契約を締結して実施するものであり、妥当である。
性二ト……-……………i……、1.'.，.........................1I い T"l対象(受益者〕の妥当性l妥当である|l :'~~I.L. I .!;If...:::=::J .....v;"'.O.J Iであり、妥当である。

!日|目標達成度 l達成している|対象とする市内中学2年生の全てのクラスにおいて実施しており、達成している。
仁有~ト…………-……...…1.............................，
1-:-:-効ー翻反事業百存荘一一一h搾じ在E了 I
性~..・M・..…H ・H・...........……-…1............................. ，

I上位施策への貢献度|貢献している|スポーツによるまちづくり推進計画における実施事業としており、貢献している。

|実施主体の適正化".I適正である|市と日本サッカー協会が契約を締結して実施するものであり、適正である。
ぺE明 "...................;....~.... ...... .......;.・・・.1.............................1
ム卓卓 |受益者負担の適正化| 適正である|市内中学校生徒が対象であり弘、適正である。
性 '. .~十宇}ト?ナ円.円そ

!hコスト効率、 |適正である|実施時期を集中させるなどして、必要最低限の費用で計上しており、適正である。.ト
課題

i今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

間※まちづく り 魅 力 基 …



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮置所得)I 学校教育課

.本つ市の予告蚕遍言更の衛生面と老朽化の課題解決のため、
事|衛生面に優れたドライ方式の新しい給食施設を整備し、

業|平成30年2学期の供用開始を目指す。平成28年度は建|手段|衛生面に優れたドライ方式の新しい給食施設を整備する。
概|築主体工事外3工事、工事監理業務委託、厨房機器購

要|入4件を発注した。 1意図|全ての児童生徒に安全な学校給食を安定的に提供する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

監理委託料 3，800，000 3，800，000 

支 工事請負費 577，500，000 577，500，000 
出

機械器具費 511，272 511，272 
内
訳 消耗品費 216，148 207，794 

その他 2，095，453 1，172，293 

'@ヨh 計 、584;122，873 583，191，359 

人件費概算

学務係 匹仁司

学校給食共同調理場建設事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/2 100，382，000 100，382，000 

財 県支出金 。 。
源割

地方債 95% 373，300，000 372，600，000 
内合
訳 地方債 100% 98，300，000 98，300，000 

一般財源 12，140，873 11，909，359 

dEb2 • 計 584，122，873 583，191;359 

H26 

一般 臨時

活動指標ま正面雨期寝

完了

、H27

1 1基本設計・実施設計

uwm 

…了一
n
J

Z

元…∞

21建設工事の進捗状況

3 

妥当である|学校給食法に給食を実施するよう努める旨、規定されており、妥当である。

自治体関与の妥当性|妥当である|市の施設を整備するものであり、妥当である。

対象(受益者〕の妥当性|妥当である|全ての児童生徒及び教職員に対して給食を提供寸るためのものであり、妥当である。

適正である|市の施設を整備するものであり、適正である。
............................................1......・・・・・・・・・・・・...........‘・....................................................................................................................................................................

コスト効率

受益者負担の適正化|適正である|学校給食法により、市が全額を負担することになっており、適正である。

適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

.... 
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局直個所得)1 学校教育課 学務係 INol 36 I 

学校医、学校薬剤師設置事業

事|辛校再雇安全法に基;づき、小中学校に学校医、学校歯
業|許医及び学校薬剤師を置き、児童生徒の健康管理を行

Iつ。
概'
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円〉

学校医等報酬 15，011，000 15，011，000 

支
出
内白
訳

¥合計・ 15，011，000 15，011，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

;頂 r 割合 地方債、
訳内

その他

一般財源 15，011，000 15，011，0001 

4E』2 計 15，011，000 15.，011，0001 

人件費概算 !人工数(淵人件25;61|鷲見|無|国到

100.0% I 100.0% 

一般 I--~什

活動指標、または成果指標 1 H26 1 H27 

I 58人 I 58人

1 I配置した学校医、学校歯科医、学校薬剤師の数 1 58人 1 58人

2 

3 

目的の妥当性 l妥当である|法律で学校医の設置が義務付けられており、妥当である。
妥:ト...・H ・..….......・…....，・M ・-…..1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市が設置している学校であり、妥当である。
性 I…H ・H ・-………んい…1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象は市が設置する小中学校の児童生徒・教員であり、妥当である。

l目標達成度 達成している|児童生徒等の適切な健康管理を行っており、達成している。
有ト…...・H・------hun-------hum--・1
:効 |類似事業の存在 1存在しない
I 1性主 iι一一…………..……………..………..………..……..…...……………..………..山………….，山…….“………..……..…..誌λふ一……"……………..山…………..…………..………‘"…….“….“.“……………..……….“………..……..….“..……..…山….“山山…-“山…..山.“.“……..山斗..

上位施策への貢献度|貢献している|学校教育の推進に寄与しており、貢献している。

|実施主体の適正化 l適正である|学校医を市が→括して選任するものであり、適正であるo

v 効~;…………i……......・H・ ...1.............................1

率 |受益者負担の適正化j適正である|市が設置している小中学校の児童生徒であり、市が費用負担することは適正である。
性ト……?…-…?………・.1.............................1

|コスト効率 |適正である|各校あたりの配置人数は適正である。

、 市内では耳鼻科医、眼科医の確保が困難となっている。眼科医については山口大学医学部から派遣してもらっているロ

課題

今の向後方性' 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.ト

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室園所得)I 学校教育課 学務係

事|学校保健安全法第百条百元手時健康診断)、第13条(児
業l童、生徒の健康診断)及び第15条(教職員の健康診断)
概|に基づき、児童・生徒及び教職員の健康診断を行う。

要

歳 、出 予算現額(円) 決算額(円)

児童生徒・教職員健
13，231，000 11，836，575 

康診断委託料
支
出
内
訳

.A. 計 13，231，000 11，836，575 1=1 

児童生徒及び教職員健康診断事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財
県支出金

源内 割合 地方債
訳 d

その他

一般財源 13，231，000 
dロ』 計 13，231，000 

匹亡己

決算額(円)

11，836，575 
11，836，575 

人件費概算 i 人工数(人間人件記hil 三~I 無 I I会計種別| 一般 | 経常 | 

活動指標、または成果指標

児童生徒・教職員一人あたりの健康診断実施回
数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 古 T寸 I H28 1目標 1

1回 1 1回 1 I 1回 |達成

l回 r 1回 1r 1回 l度

21児童生徒検診受診率 1........ -i-6~:6~.....+.......i6.Õ:.6~........1 I ;;;-j:.~.......~ 普通

3 

目的の妥当性 |妥当である|法律で検診の実施が義務付けられており、妥当である。
妥:ト…-…M ・M ・..…………1.............................1.
当 }自治体関与の妥当性| 妥当である|市が設置している学校であり、妥当である。
性ト…ん………………| ↓ 
;ふ|対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象は市が設置する小中学校の児童生徒・教員であり、妥当である。

有 t~空空常い.....:.......::..1計三，~.~~..L~き竺仔????計三だ，JtP.Jtと:'(1."壬
効 |類似事業の存在 |存在しない

性同品芸品:1品川副長i長i当是正副主伝子長

実施主体の適正化 |適正である|法律により市が実施するものであり、適正である。
効 ιF"".u.，.:，..;u.......，..:..:...............，I.............................1l ‘ l …r市.が設置じで~.\右京市.辛穫の克董.生徒 -i教買であち、市部費.用賀.担.子る.三日ま遇.主.守
率 |受益者負担の適正化|適正である|I?J.IJ.L.-~..~."}=~"".~.I.l..，; ILI I ，IJ，!2...ll.-..... ~.ro.J Iある。
性 ~.u..……............・M・....……1.............................1

.コえト効率 |概ね適正である|各検診項目の委託料は市内統一単価であり、適正である。

..... 
、

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

学務係 匹亡E平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 学校教育課

児童生徒の体育の振興を図るため、小・中学校の体育連 対象 小・中学校体育連盟

事業
盟を通して、小学校の水泳競技大会や陸上競技大会、中
学校の県体予選等を開催する。また、両体育連盟にに対 手段 体育連盟への業務委託及び補助金交付

概 して補助金を交付して運営を支援する。

要 意図 児童生徒の健やかな心身の育成

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

小学校体育連盟委託料 940，000 

支 小振学興校費補・中助学金校体育 841，000 
】出 J

.g- 言十 1，781;000 1，289，5811 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 1，781，000 1，289，581 

d回L 言十 1，781，000 1;289，581 

人件費概算 |入工強情q人件15:J|官~ I 無 I~竺| 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

陸上競技大会、水泳記録会の実施回数
1 1 (陸上大会は台風のため、各小学校で記録会を

行い記録を持ち寄る通信制での実施となった)

21中学校における県体予選の実施回数

2回

w而
-

川
一
囲

内
v
一ワム

2回

100.0% 

3 

目的の妥当性 |妥当である|体育行事の充実及び体育振興を図ることができ、妥当である。
妥 J トH ・M ・.....“…...........………...1.............................1

喜|白子空間?の妥当空I妥?である|問手興のさ?、市が主体的に合う事警で空り、妥当主る。

l対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内小中学校の児童生徒が対象であり、妥当である。

有l.~開村 .I~，竺?とご'.~.:~I烹/FJIWï:日ヲ吹雪:1.1幣立Tft
効 I類似事業の存在 |存在しない
性 トマ……....・...・・円………1..……・…...・H ・-………..寸'1

上韓施集込の箕献農昆ぞ|仁」貢献し之いるる叫一_12.忍ポ~，判χ辺lにこヰよる町4ζ出こ繋がる事業=之eありT翼南融良し之いるM

実施主体の適正化 適正である l市が主体的に行う事業であり、適正である。

卜効 r“川…P

?率 |受益者負担の適正化|適正である|対象が市内小中学校の児童生徒であり弘、市が費用負担することは適正であるo

性 U.::;.~~~........................L~:;.:: .. ~.:::~.-j糊・釜Jま・;山陽本開市ぶ:甲事夜倖育腹興補筋益斐府要綱ïE墓写苦支国じで百
lコスト効率 |概ね適正である|i Il.IYLI....CO'~...L.1- ....ur.r~1 り、適正である。.. 

. 
課題

r 今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項 i



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課帰・室・所得)I 学校教育課 学務係 INol 40 I 
中項目(施策)

義務教育の充実

特別支援教育支援員配置事業

事|ノーマライゼーシヨンの理念の広司王り厄孟り全ての学校に
:!:I特別支援学級が設置されており、通常学級においてもL
毒IE、ADHDなど集団生活に適応できない児童生徒が増
要|カ町いる。こうした児童生徒を支援するため、特別支援

l教育支援員を配置する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

保険料 123，000 116，980 

支 !特業別務支委援託教料育又開

出
7，369，000 6，229，440 

内
訳

~ 計 7，492，000 6，346，420 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合 地方債

訳 その他

一般財源 7，492，000 6，346，420 

dEE3 h 計 7，492，000 6，346，420 

人件費概算 l人醐ttl 凧閉山部~I 有 I I会計種別| 一般 |一|

活動指標、または成果指標 H26 .1 H27 

14人 1 15人

1 1特別支援教育支援員の人数 14人 1 15人

100.0% I 100.0% 

2 

3 

.目目的の妥当性 | 妥当である l配慮が必必、要な児童を支援し、学級運営の安定化を図るため、妥当であるロ
妥 日↓ι}ト.“山………..山…..……..山....……….“山….“山..………..“……ム….“……….“山….“山…..山..“……….“…..、h一川川.“…山….“…-“.r~'~~i~~"~~~~.~'~'T"'~'~'~…………..……..…....…………..……..…....……...T県費要:窃あ.翻寵員.ぞ精.え.な下部努:iこ苅じ.そで市費1::1.~支.援買を濯潤「じ:補完じぞおちケ.
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|
性 ~:…...…-…-….................↓…・・・…H・H・....……|来車交良否o …・・…・

対象f受益者)の妥当性|妥当である|個別支援が必要な児童生徒であり、妥当である。

目標達成度 |達成している|支援が必要な児童生徒が増加しているため、その状況や学校ニ守鞍蕗まれ
.I.. ~~~~.~..~.~..~~~..L註頭的~L~毘軍士ゑ必要点長吾旦…有

効 |類似事業の存在 |存在しない|県補助事業は平成27年度で終了となった0

1生ト-……・-……........…1.............................1
トιトキ働蹄勾翼献底ー貢献はLムる一特別雄教育晴雄に貢ー酷凶ムる

|実施主体の適正化 |適正である|市が主体的に行う事業であり、適正である。
効 Jド…………………↓・H ・M ・....................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|市が設置している小中学校の児童生徒であり、市が費用負担することは適正である。
性}……………………1.............................1

コスト効率じ |適正である|非常勤雇用で勤務時聞記制限しており、経費は必要最小限であり、適正である。

.レ
支援の必要な児童生徒は増加傾向にある。そのため、学校の状況等に応じて適正な支援員を配置し、支援体制の強化に努
めでして。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

圏



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課帰・室・所(係)I 学校教育課 学務係 匹I41 I 

特別支援補助教員配置事業(単市分1名)

士『近年、 LD、ADHDをはじめ様々な要因により集団生活に
主|適応できない児童が増加しており、きめ細やかな配慮が
歪|必要である。個別指導を要する児童がいる学級の集団指
~I導を一人の担任がするには限界があり、補助教員の配置
吉主lが不可欠になっている。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

保険料 16，000 6，920 

支 特別支援補助業務委託料 2，400，000 1，150，800 
出
内
訳

dEhコh 計 2，416，000 1，157，720 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債内合
訳 その他

一般財源 2，416，000 1，157，720 

dE』コ 計 2，416，000 1，157，720 

|瓦工数マ~入件号制 |す|有 1 1会計種J.llj1 一般 | 臨時 | 

活動指標、または成果指標f

1 I特別支援補助教員数

H26 I H27 

1人 I 1人

1人 I 1人

100.0% I 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|配慮が必要な児童を支援し、学級運営の安定化を図るため、妥当である。

5 r:~:~~~~持挙区[::22252:!??j耕三王子百;主主五五::::::::::;:::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|個別支援が必要な児童生徒であり、妥当である。

上位施策への貢献度!貢献している|特別支援教育の推進に貢献している。

目適正である|市が主体的に行う事業であり、適正であるo

受益者負担の適正化|適正である|市が設置している小中学校の児童生徒であり、市が費用負担することは適正である。

コスド効率 適正である|非常勤雇用1名であり、過剰な配置もしていない。.. 
、課題

、

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

圏



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局呈・所(係)I 総務課 法制係 匹仁日

いじめ防止対策推進事業

平成25年9月に「いじめ防止対策推進法」が施行されたこ|対象 市、小中学校
とを受けて、教育委員会において「いじめ防止基本方針」

事業

が策定された。その基本方針では、いじめ対策を推進して 学校に「いじめ対策委員会」、教育委員会に「いじめ問題対策
いく機関として、学校に「いじめ対策委員会」、教育委員会
に「いじめ問題対策協議会」・「いじめ対策本部」、市長部 手段

協議会」・「いじめ対策本部」、市長部局に「いじめ調査検証委
員会」を設置し、答申を行う性格を有する機関である「いじめ概

局に再調査を行う機関として「し、じめ調査検証委員会」を 対策本部」と「再調査委員会Jを附属機関として条例化する要
設置することとなっており、重大事案が発生した際に迅速
に対応するため、「いじめ調査検証委員会Jを附属機関と

意図
条例化することにより、その役割を明確化し、いじめの重大事

して常設化した。 案に迅速に対応出来る体制の整備を行う

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 人 予算現額(円)

委員報酬 50，000 。 国庫支出金

支 財 県支出金
出

|内
源割

地方債
内合

訳、 訳 その他

一般財源 50，000 

合 E十 50，000 。 4口与 言十 50，000 
口..円、 . .. ，、

人件費概算 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 1いじめ調査検証委員会開催回数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|いじめ対策推進法の施行により、組織の設置が図られている。
妥『い"一……..山…….. … .. …....……… .. ….“ .. …… .. … .. …...……… .. … .. 山.“.. …… .. … .. ….日.目…….. … .. 山...……….. … .. … .. 日…….. 山.. …...…… .. 山.. …...叶.
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|いb、じめ対策推進法に基づき、市が主体的に行う事業である。
性 |トトトト"……….. … .. ………..… .. ….“. … … … … … -… -… 十 | 

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|いじめ問題を対象としており、妥当である。

1目標達成度
有 1......;......，..，..........................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 1.....…….…“…叫…eト.….………….. …"'"1 
主位施策πの貢献度|賢官究じでし寸針v'じめ問題の解決ーにつなが呑事業でお君主

実施主体の適正化 適正である|市、教育委員会、学校が主体となって行うものであり、適正である。

il労務みEEIE56E!手当45555;:二二.....

課題

今の後方

向性

特記

事項

コスト効率 適正である|事務事業の過程において、無駄はない。.. 
計画どおり事業を進めることが適当 1==1 

決算額(円)

。
。

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課，局・室園所(係)I 学校教育課 学務係 匹I42 I 

41項百I基本事葉7
71いじめ根絶に向けた指導体制の充実

スクールソーシャルワーカ一等緊急派遣事業

世『在吾福祉士や臨床心理士、精神保健福祉士等の専門性

事|の高いアドバイザーを委嘱して学校等に派遣し、カウンセ L'''';' rn. I 
概|リングや教育相談を行う。また、児童相談所等を交えた対|手段|学校の要請に応じ、スクールソーシヤノレワーヵ一等を派遣する

|策ケース会議等に派遣し、対応方針を立て、これに基づ E l 

要|いた支援を協働して行う。 I意図|専門家の助言を受けながら、いじめや不登校対策等を推進する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 、歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 1，182，000 983，350 国庫支出金

支 旅費 100，800 71，200 財 県支出金 2/3 726，000 726，000 
出

保険料 40，000 34，600 
内
訳

j原割
地方債

内訳 合
その他

一般財源 1/3 439，000 363，150 

4E2ヨ民 計 1，322，800 1，089，150 dEEコh 言十 1，165，000 1，089，150 

目 E 且 Je . ...~ー
人件費概算 |人工数(告|人件担~ I官|無|同匂| 一般 | 経常 | 

活動指標7、主主I孟戒菓子言語 H26 H27 

学校要望によるスク一ノルレソ-シヤルワ一カ-の緊 r………..………..“………..…..……….目.……….“..“….“.
115印9回

急派遣回数 しし.“一……..…..….目.日……….日….“.目……….日….目一.目.日……….日….日…...………..…..….日.目……….目….“…J.“.l i 

学校要望によるスクールカウンセラーの緊急派遣 1...........・H ・..……..t
21~~~..=:E..'._a-...Q.I........' ，..../"'/..... '-/ "/~/t:!f\VI' .1.a. I I 56回

回数

3 

目的の妥当性 |妥当である|いじめ対策推進法の施行により重点的に取り組んでして課題であり、妥当である。
妥}……・…・…・…….....・M ・..，1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である l市が関係機関と連携しながら行っていく事業であり、妥当である。

性日記長長雨量当証|言語.~;;:;...I専門前克断宅支援部沼、戦児萱主従卒ぞの保護著段獲じでU鴻あでおり:宴
| |当である。

有 I目標達成男 1 

効 1類似事業の存在 | 存在する |スクーノレカウンセラーは学校に定期配置されている(県事業)。
性:…………………....十 1.............................1fトJ，J.4kfstr.ご二;-平 r:;;・…“二……..W'Eお苅:策.推進.法:資国rE関:子:;~;:法葎等ゐ施.行iこまりヌ.:jニ7じy=.ジ干7じザニ芳二・め-

I 円引凶子Jι且肌皿寸J 〓皿比ムιι|一果だすマてき役割1ま増じておりて貢献じてFる。

効 雪施主性の適正化 .I....~.~で空る I.~・県が連携のうえ、実施していく事業であり、適正である。

|?|出御 適時|適…|受益相ール;: h.".，i..，.，.o..'.:'.;，，...;:;.......，;....，.;....;;I.............................1 
|コスト効率 ， I適正である|県の補助事業を活用しており(市1/3、県2/3)、適正である。

....... 
子どもの貧困に関する法律が施行され、学校を貧困対策のプフットホームと位置づけ、よりきめ細やかに子供や保護者の相
談に応じる体制を整備することが求められている。今後、県と連携し、必要に応じてスクールソーシャルワーカ一等の派遣回
数を増やすなどしていく。

，課題、
、'"

へ、今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



目

平成28年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)I 学校教育課

tいじめの「早期発見」、「早期対応」、「未然防止」の観点か
事|ら、いじめ防止対策推進法に基づき、本市においても「い
業|じめ防止基本方針」に則り、市の実情に応じた組織的ない
概|じめ対策を推進するo 1 
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 96，000 70，000 

支 委員報酬 30，000 。
出
内 l

訳

dE』ヨ 言十 126，000 70，000 

'E  且且ι.，. 4~n. 、. E ，zLE誼置，~、

人件費概算

，活動指標、または成巣指標 H26 

_1 Iいじめ対策委員会の開催回数

21いじめ問題対策協議会の開催回数

財

j内原 割合

訳

寂入

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

合計

H27 

38回

39回

103.0% 

2回

2回

100.0% 

0回
31いじめ問題調査委員会の開催回数(随時開催) 1......…………j"....…・01曲……・1

様式1号(事務事業評価)

学務係 匹1 43 1 

予算現額(円) 決算額(円)

126，000 70，000 

126，000 70，000 

一般 |経常臨時|

100.0% 1 I 100.0% 

目的の妥当性 妥当である lいじめ対策推進法の施行により、組織の設置が義務付けられており、妥当である。

ilH:持労組::2225E15115Eちj54551g訪日:25255:::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市内小中学校が対象であり、妥当である。

ι 目標達成度 概ね達成している|各校年2回開催を目途としているが、年1回開催の学校があり、目標を達成できなかった。

有 r………・…・・……・…"・叶・
効 I類似事業の存在 l存在しない

l主将説ぶ晶子長:ぷ斗説説雇通Jぷ手当局長L;;zq;
実施主体の適正化 |適正である|市及び学校が主体として行う事業であり、適正である。

効}……………………↓ l
率 |受益者負担の適正化l適正である|受益者負担は発生しない。
性ι...・M ・-………・・………1.............................1

J |ヨネト効率 適正である|市いじめ対策委員委員会設置要綱に基づいており、適正である。

.レ
課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 教育総務課 総務係 匹I8 I 
中項目(施策)

31高等学校・高等教育機関との連携・活用I1 

私立高等学校等振興事業

世 E私立手夜が公教育の推進lど重憂記蚕割を果たしているこ
主|とに照らし、私立学校振興助成法に基づき、学校法人等
霊|が設置する私立学校の教育条件の維持向上を図るため、
重|私立学校を設置する学校法人等に学校の運営費と施設

市内在住の生徒が通学する私立学校を経営する学校法人等

手段|学校の運営費と施設整備費の一部を助成

l整備費を助成する。 教育条件の維持向上、在学生徒の就学上の経済的負担の軽減等

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

学校法人運営費補助金 1，890，000 1，800，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出、

内
源割

地方債内合
訳 訳 その他

一般財源 1，890，000 

.g. 計 1;890，000 1，800，000 4E』3 計 1，890，000 

人件費概算 |人工数(淵人件記号~ I想見|無|匝副 一般

活動指轟または成果指標

1 I助成金の該当校数/申請校数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 官「つ I H28 1目標
1校 1 1校 1 I 1校 |達成

1校 1 1校 1 I1校 1度

普通

決算額(円)

1，800，000 

1，800，000 

経常

I 'DI':lll:-r.:;...t._ "Z I~え宵釆1ι十の維持向上や在籍幼児・児童生徒の就学上の経済問責担の軽減等が、私
自的の妥当性 ι |妥当である l f ム h 

妥 l…“………...…..........I....~.~..~.~~:~....I立ナ校の健全な発達f~役:J.Lつ」とに繋.控ゑ主払..妥当:吉良弘.
r~.::~;:~;..~..:::: :.:ri.:;.;:.l …・・T薮育基末冨k王日， i吊正iifl.圭辛校薮育の振興に努める義務があり、私立学校振興助成法に

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|1 1==I /~1't' I*J -:T v-': :!il，; .::=I .:J:. 1 "ÞÇ~ ¥，.01.)'0) Iはより弘、市は私立学校を経営する学校法人等に補助金を支給できることになつている。
性ト“……….“…..“………..…..“……….“….日………..….“….“……….“….“…..……….“….“…..……….日….日….日………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..………..…..…+.

対象(受益者)の妥当f性生|概ね妥当である|助成している学校法人とそうでない学校法人があり、整理が必要である。

目標達成度 達成している
有 ，t..・H ・H・..…・・・…・…・・・・…・........，.，.............................，

効 |類似事業の存在 | 存在する |山口県も助成している。
性ト.........“………・山….......十 | 

課題.

今の後方

向性

LE雪

よ位施策への貢献度|貢献している|市内に私立高校があることで、市内在住生徒の進学の選択肢を広げており、貢献している。

I ''''''CT"~''_''' I教育基本法に基づき、市γはロムA 府市+ル 1.，... l- I，， ~I 占~+骨=-宣言~+r-四，~町、ムヲ官

需主1*0)空pqlpf空空|惑が.争続投法王強長;
受益者負担の適正化|適正である

コスト効率 適正である

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 教育総務課 総務係 匹仁己
中項目(施策)

31高等学校・高等教育機関との連携・活用 12

事|市丙両・中学校で、普麗の授業では体験できない、山
業l口東京理科大学の人的・物的資源を活用した高度な実
概|験を授業で体験できる機会を提供する。

要

手段|山口東京理科大学の教員による実験を中心とした授業

意図|小・中学生の科学に関する興味や関心と学習意欲の育成

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 84，000 58，500 国庫支出金

支 財 県支出金

出内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 84，000 

合計 84，000 58，500 dE』Z 計 84，000 

人件費概算 l入閣で|人需22i[管見|無 I~到 一般

活動指標または成果指標

1 1講座の実施校数

アンケートで、実験や講座を「よく理解できたJ又
21 

は「理解できた」と回答した児童生徒

3 

※上段:目標中段:実績下段・達成率

H26 I 市計一つ I H28 1目標
18校 I 18校 I I 18校 |達成

7校 I 10校 I I 12校 l 一度
38.8% 1 55.6% 

460人(受講者全員)1723人(受精者会員)
I.............................~.“ 

451人 1 709人

98.0% 1 98.1% 

58，500 

58，500 

経常

目的の妥当性 l 妥当である|小・中学生の科学に関する興味・関心と学習意欲を育てる事業であり、妥当である。
妥 卜H ・M ・-…M ・M ・...…H ・H ・........，.1.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|山口東京理科大学との包括的連携協定に基づく事業であり、妥当である。
性 ~....・H・........・H・-……....・H・十 l 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|学習の難易度を考慮して学年を選定しており、妥当である。

目標達成度 概ね達成している|講座実施後のアンケートで、受講児童生徒の9割近くが内容を理解できたと回答した。

i l持労務主::::::::::I::54151:
上位施策への貢献度|貢献している|高等教育機関と連携して行う事業であり、貢献している。

， 1実施主体の適正化 | 適正である |山口東京理科大学との包括的連携協定に基づく事業であり、市と大学とで行うことは適正である。
効トH ・H ・.....・…........……........1.............................1
率、 |受益者負担の適正化| 適正である |学校における正規の授業として実施しており、市が講師陣の派遣費用を負担することは適正である。
性~~.・H・H・-・"……………….1.............................1

Iコスト効率 I適正である|高等教育機関と連携して行う事業であり、講師派遣費用のみの負担である。.. 
平成19年度に始まって以来、ほぽ毎年受講している学校がある一方、一度も受講したことがない学校もあったが、呼び掛け
の効果が徐々に現れてきていると考えられる。今後も校長会で受講を呼び掛けるとともに、申込状況に応じて、複数回、募集
する。また、 27年度以降、昨年度に行った受講児童、生徒に対するアンケート調査の結果を案内文書に添付するなど、講座

課題 の魅力を伝えることで、受講希望校が増加傾向にあるが、未だに受講していない学校が存在している。

今の向方後性一 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項}



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 

l山口東京理科大学との包括的連携協定f;::基づき、科学の祭典と
事|して、多数の来場者を見込める市内の大型泊ツピングセンター
業|で、 2日間開催する。市内の4つの高校、山口;京京理科大学、 6
概|社程度の企業がブースの出展をするほか、市内の小・中学生が
要l作成した科学作品を展示し、優秀作品を表彰する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

かがく博覧会負担金 500，000 457，373 

支
出
内
訳

4E2ヨh 計 500，000 457 ， ~73 

教育総務課 匹I7 I 総務係

IJ、項百{

山陽小野田市「かがく博覧会」開催事業

小学生から高校生までとその保護者

専門性の高い実験や高度な科学技術を体験できる機会の提供

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 500，000 457，373 

dロ』 計 500，000 457~373 

|人工数(人役)1よ件費I円71 I交付税r-=i r瓦孟一一1
人件費概算 | ‘ o刈 ~， 44;'， ~~01 I 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27. I I . H28 1目標 1

I I I I達成

1 I来場者数 | 約3，800人| 約3，650人 I I約3.250人| 度

24ブース

21ブースの出展数

26ブース
l・・・・・・28デニヌ.…1"....25ヲニヌ・・…

108.0% 1 96.0% 

来場者アンケートに回答した小学生から高校生ま L___ ~~人 L 61人

31でのうち、理科に関心・興味が「湧いたJ又は「少し1 72人 1 59人
湧いた」と回答した割合 1"........83":流........r........誌:五……

人
…
人
…
苅

0
"
4
"
~
 

円，.
"
F
n
v
"
F
r
、

司

E
4
・

唱

E
A
唱

FLUW

1 1目的の妥当性 |妥当である|未来を担う人材が育っきっかけを作る事業で、あり、妥当である。
妥 トH ・H ・…・山・........…1..............…一一……1.....
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|山口東京理科大学の包括的連携協定に基づく事業であり、妥当である。
性ト....・M ・....…………………・1.............................1

対象(受益者)の妥当性l妥当である l理科の基礎基本や応用を学習する段階にある年齢であり、妥当である。

目標達成度 明2達成している|来場者アンケートで、回答者の9割以上が理科に関心・興味が湧いたと回答した。
有 t................o，..........................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性五掃員二副長|説ぷ;ぶ|雨量副長言語工部長引:員長こそお;

実施主体の適正化 l 適正である|山口東京理科大学との包括的連携協定に基づく事業であり、市が行うことは適正である。
効ト....・H ・..…………………|……" ト
率 |受益者負担の適正化|適正である|市と山口東京理科大学との共催事業であり、開催経費の折半は適正である。
性 L……H ・H ・..……………1.............................1.

コスト効率 適正である

.レ
平成28年4月から山陽小野田市立山口東尽理科大となったことから、更に、大学との連携を深めるとともに、市内高等学校
や企業からの出展をより充実させ、来場者の増加につながるような工夫をする。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

[J雪



様式1号(事務事業評価)

回二ヨ平成28年度事務事業評価シート|課司局室・所(係)I 大学推進室

中項目(施策)

31 高等学校・高等教育機関との連携・活用

小項目(

公立矢学法人山口;東京理科大学運営事業

歪lf、 官 話宗会関心論議]諸島対象!公立大学法人山陽小野田市立山口鯨理科大学

歪iある市が山陽小野田市公立大学法人評価委員会を設置|手段|山陽小野田市公立大学法人評価委員会の開催
慨|し、中期計画、各事業年度における業務実績についてのI I 

要|評価事務を行う。 I意図 i公立大学法人の運営状況等を評価委員会を開催してチエ:汐するe

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬(委員報酬) 72，000 68，000 

支
出
内
訳

4口』 言十 72，000 68，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 72，000 68，000 

ぷE』コ 計 72，000 68，000 

人件費概算 人工(明人間~司h1 己竺| 一般

H26 

経常

活動指標ま正証話菓子宮標

山陽小野田市公立大学法人評価委員会の開催

回数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

ぶ|i王
H27 

4 

2 

通並
田

3 

目的の妥当性 妥当である |地方独立行政法人法、山陽小野田市公立大学法人評価委員会設位条例(H27.9.30)に基づき設慢された市の付属機関
妥 t......……………・…・…u ・1.............................，
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |地方独立行政法人法、山陽小野岡市公立大学法人評価委員会設置条例(H27.9.30)に基づき設置された市の付属機関
性|…・…..，・H ・..................…・…・1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地方独立行政法人法に基づき、審議の対象となる事項について審議を行う。

目標達成度 達成している
有 t.，....・H ・.......…..…… l

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f............................................1

|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である l山陽小野田市公立大学法人評価委員会設置条例に基づき、設住者である市において公立大学法人に関する事務を行う。

il対戦房長T'"民主"1"
コスト効率 適正である .. 
山陽小野田市公立大学法人評価委員会は、公立大学法人による自己点検・評価をもとに、各事業年度における業務の実績

に関する評価と中期目標の期間における業務の実績に関する評価等を行っていくことになるが、評価を通じて公立大学法人

の状況を分かりゃすく示し、市民への説明責任を果たしていくことが必要になる。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 大学推進室

事|地方独立行責語末語第42条に基づき、山扇示野面市が
:!:I設立した公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大
事|学の業務の財源に充てるために、運営費交付金(公立大

匹ITコ
小項目(

|学法人山陽小野田市立山口東京理科大学運営費交付
要|金交付規貝リ)を交付する。 高等教育機関である山口東京理科大学の充実・活用を図る。

歳 1 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

運営費交付金 771，023，000 771，023，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 学技法人負担金 322，814，000 322，814，000 

一般財源 448，209，000 448，209，000 

dE』3 計 771，023，000 771 ;023，000 ぷ広』司 計 771，023，000 771，023，000 

人件費概算 i人工数(法|人fizz。||叡見|有|同問l一般 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 I I H28 1目標 l

1 1 800 I I 880 I達成
山陽小野田市立山口東京理科大学の学生数(大，......““““““..........↑.......3前..........， f'"……………..……………..………..………..……..….. 
学院を除くι。) ~ι"………..…..………..…..…..……….“…..一..目……….“….“….“.“……….“….“….日..………..….目….目.“……….“….“…....~ 目

107.5% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

妥 r~・H・...…・・・・・・…・・ペH ・H・-……r'・M・....・H・........・M・-逝芳・3極豆存首謀X器第五五条お規定)・どまr語豆薗存iま:"~3t天平荏Xk.'封じ:-毛-品業務(J)蔚・
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|I.~ '~ l'1" I~J -:r V，.，~===I I .I. I 3iC=I ¥，. 0(，)'0} I源に充てるために必要な金額を交付することができると定められている。
性 ト・……………………....・I・H ・...…………・・・ l

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 |達成している!大学の独自収入と運営費交付金により、健全な大学の運営が行われている。
有 f..，.・d・.....…....................…...トH ・H ・..........・H ・...・H ・.1.

効 |類似事業の存在 1 存在しない
性}……|

士位施築Aゆ賓犠岳|畏酪bごぞいるi

実施主体の適正化 適正である i公立大学法人の設置者は、山陽小野岡市である。
効 r………・……………・...1.............................1
率 l受益者負担の適正化|適正である|公立大学法人は、独立採算制ではなく、公費投入を前提としている。
性ト.......…M・M・-一…・...........…1.............................1

1_""7'*L-= I .，;:.，，-......+.... I毎年度、業務の実績等について評価委員会の評価を受けるとともに、その内容を公表し、健全
コスト効率 | 適正である|I ~....L.L- ¥"()l.J'oJ Iな運営に努めている。

.レ
運営費交付金は、地方独立行政法人法の規定に基づき、市が定めた中期目標を達成するために活動する公立大学法人の
業務の財源、に充てることにより、公立大学法人の持続的な運営を確保することを目的として交付することから、運営費交付金

課題
の交付額や使途については公立大学法人との間で情報の共有化を行わなければならない。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

里I



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 

事|公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学の健
業|全な運営を支援するため、山陽小野岡市公立大学法人
概|運営基金条例に基づ、き、公立大学法人山陽小野田市立

|山口東京理科大学の施設整備等のため、基金を設置し、
要|計画的に積立を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

公立大学法人運営基金積立金 1，349，869，000 1，349，868，597 

支
出
内
訳

dEbコ. 計 1，349，869，000 1，349，868，597 

大学推進室

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他 宇技法人負担金毒事 286，515，597 

一般財源 1，063，353，403 

aEbコ. 計 1，349，869，000 

人件費概算
費(円)I I交付税 It- I I _LI._引:t;i;cllI 

| o叶 866，1叫 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般

活動指標または成果指標

1 I山陽小野田市公立大学法人運営基金の残高

2 

3 

H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 1 I H28 1目標

達成
度

回二日

決算額(円)

286，515，597 

1，063，353，0001 

1 ，349~868 ， 597 

臨時

目的の妥当性 妥当である|公立大学は地域の高等教育機会の確保や知的拠点としての役割を担っているo

ilH25H54今日:ぉ主]?:#.~:者足手持区長茂子ヨH;:::::::::::::::::::::::::
i対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 達成している|計画どおり基金の積立を行っている。
有 t...... ，......................................1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f.........................................，..1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|公立大学法人の設置者は、山陽小野田市である。
効 t，....;.，....................................J
率 |受益者負担の適正化|適正である
性ト・H ・M ・..................………1....…………..........1

1.;.:...，. ，，*"'*" 1 ~'*'=..，..，..，._ ~ I~立大学の運営に要する経費については、普通交付税の基準財政需要額に算入される形で
'コスト効率 | 適正である|ム

課題

今の向方後性

特記
事項

I .I.I.S...il__ ¥，. Ol.)'a) I措置されている。 .ト
将来、工学部校舎の建替えまたは大規模改修、研究機器類の整備等により、多額の経費が必要となるが、市及び公立大学
法人の健全な運営に支障がないように、施設・設備の整備に関わる費用の財源、に充てるため、計画的に基金の積立を行つ
ていかなければならない。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 

公立大学法人山陽小野岡市立山口東京理科大学

手段|薬学部校舎及び設備の整備

意図|高等教育機関の充実・活用のため、薬学部を設置する。

匹I4 I 大学推進室

中項目(施策)

31高等学校・高等教育機関との連携・活用

IJ江頁目T

公立大学法人山口東京理科大学薬学部校舎建設事業

|山陽小野田市が設立した公立大学法人が設置する市立山
事|口東京理科大学に、平成30年4月に薬学部を設置するた
業|め、薬学部の教育研究に必要な施設設備の整備を行う。な
概|ぉ、運動場、テニスコート及び外構工事については、薬学部
要|設置後も引き続き整備を行い、平成30年度末までに完了す

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

事務費(職員手当等ほか) 5，438，000 4，556，774 

支 委託料 128，100，240 74，680，920 
出

工事請負費 3，341，427，295 2，716，699，840 
内
訳 公有財産購入費 439，504，000 439，503，622 

azEョh 計 3，914，469，535 3，235，441，156 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債 95%、75%3，760，200，000 3，216，100，000 
内合
訳 その他

一般財源 154，269，535 19，341，156 

dZL ヨ 計 3，914，469，535 3，23"5，441，156 

人件費概算 r瑚官~官;281 ITl有|阿部IJI 一般 臨時

活動指標または成栗指標 I H26 I H27 

I I 設計
山陽小野田市立山口東京理科大学薬学部校舎卜………………tI I 設計等建設スケジューノレ ↓H ・H ・.............…・…↓

100.0% 

通並
日

2 

3 

I >v 'I，.~...J.: '7 I薬学部の設置は、高等教育機関の充実・活用につながるとともに、本市の総合戦略においても
目的の妥当性 |妥当である|1 J:J.~:J v"'~ ;::::::I I I. I """!5'===I ¥"'()I.)'oJ I位置付けられている。

妥 f......…・・....・M・.......………|…… l z lFj台(干関与の男性 I....~~.:~る 12Z22認甥替EfT立行政法人法に!り地方公共団体ごなければ公立大学
対象(受益者)の妥当性|妥当である|校舎等の施設整備は、公立大学法人の設置者である市が行う。

目標達成度 達成してしも|平成30年4月の薬学部開設に向けて、計画どおりに施設等の整備を進めている。

i l丙割安::::::::::[::FFEElj:::::
上位施策への貢献度|貢献している

I 'x<:-，，-..，.，，"'"? I公立大学法人の施設設備は、地方独立行政法人法により地方公共団体でなければ公立大学
実施主体の適正化 |適正である|1~/J~ ..::J::. I 'i""' V"'~.f1- .I L.I 1.IJ.!:!!...1.L .....CJl..)'O.) I法人に出資することができない。

i 効 4 ト・・M ・M ・......…・・…・・…・1・.....・..1........…........・H ・..…l

率 |受益者負担の適正化|適正である
性に }トトト"山……..….一………R一一..山....……..一..……...………..…....……….日…....………..….日...………..……..…..“………..….日.十………...日……….日…….日….日..………..…..………..…..…....………..…..……….日….日.
(l同コスト効率 | 適正である|合併特例債、学校教育施設等整備事業、山口県市町きらめき支援資金を活用している。

.い
平成30年4月の薬学部開設に向けて、薬学部の教育研究に必要な校舎及び設備の整備を平成29年度末までに完了しな
ければならない。そのためには、工事の工程管理をしっかり行う必要があるロなお、薬学部開設後も運動場やテニスコートな
どの整備については平成30年度末までに、研究機器類の整備については平成31年度末までに完了しなければならないロ

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

笠i



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会教育課 人権教育係 匹亡日
大項目(政策) 中項目(施策)

家庭や地域社会の教育力の向上 生涯学習推進体制の充実

.".，よ l証蚕薮育法第17条の規定に基づき、社会薮育H:::蘭じ薮

芸|育委員会に助言するため次の職務を行う。
四|①社会教育に関する諸計画の立案、②教育委員会の諮
霊|聞に応じ、意見を述べる、③前2号の職務を行うために必

l要な調査研究を行うこと

社会教育委員会会議

歳出 予算現額(円) 決算観f円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

委員報酬 66，000 34，000 国庫支出金

支 費用弁償 58，000 20，800 財 県支出金
‘出

社会教育委員連絡協議会負担金 28，000 12，100 
内
訳

源割
地方債

訳内 ， 合
その他

一般財源 152，000 66，900 

合計 152，000 66，900 dE』ヨ 計 152，000 66，900 

|人瑚tt|人件吉田 |想見|有 II会言T在日l一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率
活動指標討証主成菓福覆 H26'. 1 古デつ I H28 1目標 l

2回 1 2回 1 I 2回 |達成

1 1会議開催数
…・3苗……γ・M ・M ・5面…H ・H ・11".........2酋…...'1度

l回

21答申数 l回

100.0% 普通

3 

，目的の妥当性 |妥当である|社会教育法に規定される地方公共団体の任務に資するものであり、妥当である。
j妥トH ・M ・-山……"……....・M ・...1.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法第15条の規定に基づき設置される委員
性}…………………............1.............................1

lI対象(受益者)の妥当性|妥当である|識見者の答申を受けて、教育行政の推進に生かすものであり、妥当である。

I I目標達成度 |達成している|社会教育の指針策定のため助言を行った。
有 ~.………・…...・・・・.......…・・・・・・|…….....・M・ ............1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 t…

土位施策への貢献度|貢献している|推進体制の充実に貢献している。

効 |雪施主体の適正化 |適正である|社会教育の推進は、市が主体で実施すべきであり、適正である。

率 |受益者負担の適正化|適正である|社会教育の推進に係る支援は、市が主体で実施すべきであり、適正である。
性ト………....・H ・..………・ト............................1

11: i=スト効率 |適正である|経費は有効に活用しており、適正である。

九

課題

今の方後

向性

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会教育課 社会教育係 回コヨ
中毒百1施策7

生涯学習推進体制の充実

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

社会教育主事資格取得事業

..，.".，社会教育主事は、社会教育行政のf正面J実施に当たり、
芸|それらを通して市民の学習活動を支援する役割を有して
概|おり、社会教育行政を的確に行うため、資格者の適正な

要l確保に努める。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 368，000 349，710 

.支 研修負担金 10，000 8，000 
出
内
訳

合 計 378;000 357，710 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 378，000 357，710 

d回bル 計 378.，000 357，710 

人件費概算 !人工数(矧人件25;61|官|無|恒画 一般 経常

100.0% 

活動福標言たは成果指標

• • • • • • • • • • 

寸
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一

山
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一
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引
一
名
一
名

・
司
・
-
噌
1
4
m
噌
1
4

J
 • • • • • • • 

・1 I受講修了者数

2 

3 

ι目的の妥当性 |妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
|妥 t;，....…..................ー I....::.::.:.::..~..;_..::.:....I

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|本市の社会教育の充実を図るための事業であり、妥当であるo

，性ト…・M・M ・-“十........・....…F…1.............................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|社会教育経験者で、かっ適'性をみて受講者を選んでおり、妥当である。

" I目標達成度 |達成している|専門的な知識を持った職員が指導することができており、目標を達成している。
有ト・H・H・-………………1.............................1
効 |類似事業の存在 l存在しない|他に類似の資格はない。
性|………寸………H ・H ・-ー“|……|
三十上位施策への貢献度|貢献している|推進体制の充実に貢献している。

|実施主体の適正化 |適正である|本市の社会教育の充実を図るための事業であり、適正である。
効~..・H・..……...・...…………..1…………… l
率I!受益者負担の適正化|適正である|国が指定する講習施設で受講するため適正である。
性トH ・H ・....・H ・...・H ・....………..1.............................1

Ajドコスト効率 I 適正である|本市の規則にもとづき算出しており、適正である。

¥ ... 
県内他市に比較して資格者数が少ない。隔年で受講させる等、資格者の増加を確実に図っていく。

課題、

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 社会教育課 社会教育係 匹I13 I 

社会教育推進事業

歳 出、 予算現額(円J決算額(円) 歳 入 予算現額L円) 決算額(円)

消耗品費 286，268 250，6001 国庫支出金

支 通信運搬費 482，336 247，191 財 県支出金
出

派遣社会教育主事負担金 2，800，000 2，696，7851 
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 教育文化掻興基金 130，000 64，265 

一般財源 3，438，604 3，130，311 

~ ヨ 計 3，568，604 3，194，576 ぷロ』 計 3，568，604 3;194，576 

人件費概算 i入工数(守~^件15;81| 官l I有 II一別| 一般 経常

若動指標または成栗福麗 H26. I . H27 

1回 I 1回

1 1学校支援等情報提供冊子の作成回数 2回 I 0回

200.0% I 0.0% 

2 

3 

i目的の妥当性 |妥当である|妥当で、はあるが、社会教育の目指すところの理念の共有が必要
妥 トH・M・.........ヤ叩…..山………….“山……..山……..山…..山..…………..………..山……..山…..山'"…………..山……..山……..山…..山.. 山………….. 山…….. 山…….. 山….“山..山イ1.............................，
当 |自j治台体関与の妥当性| 妥当である|社会教育法でで、地方公共団体の事務と定められており札、妥当である。

| 性 |対語ぶ{受益者Jの妥当性| 妥当である|広く市民を対象としており、妥当である。

一
目標達成度 達成している

1 有 t...ò.ö......;................... ， ....~............1

v 効 |類似事業の存在、 |存在しない

目玉雨量二記長説|説日ヨ|説副議長U3;
l実施主体の適正化 |適正である|市が主体となって実施すべきであり、適正である。

効}……....・H ・..............・H ・..…・1.............................1
ι

率 I受益者負担の適正化|適正である|市が主体となつて実施すベきであり札、適正である。
性 }ト"……….. 山…….. 山.. 山...，ふ一"山…….“山.. 円円.η1

|ι. .." 1::1コスト効率 1適正である

.い
学習機会の情報提供を行い、広く市民の学習意欲を喚起し、協働のまちづくりの礎となる市民力を更に両めるよう努力をして

課題

〆

今の方
後

向性

特記
事項

いく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 社会教育課 社会教育係 回コヨ
大項目(政策)

家庭や地域社会の教育カの向上

宿泊研修施設きらら交流館管理運営事業

事|平成13年、生涯学習を推進する宿泊研修施設として開
業|館。平成21年度から指定管理者制度の導入により、民間
概|活力を活かした施設の有効活用や効率的運営に努めて

要|いる。
意図|宿泊研修施設及びふれあい交流施設としての機能の活性化

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 12，000 12，000 国庫支出金

支 役務費 49，751 49，751 財 県支出金
出

委託料 27，258，000 27，257，682 
内

;胃割
地方債

内合
訳 需用費 2，671，016 2，671，008 訳 その他

一般財源 29，990，767 29，990，441 

，dEhヨh 言十 29，990;767 29，990，441 dロ』 計 29，990，767 29，990，441 

lJ正工薮I瓦設)1人件費(円)I I交付税r-=i I二一一II ~Iù I 
人件費概算 r '-m ，-~.2~1 -"~，443'， ~áol 1 算入 | 無 1 1会計種目11 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標{

I 160，000人 I160，000人 II 160，000人|達成

1 1入館者数 r五日ozX'T・-TEE-?13X…Ir..ï"5~ï.7Ö.6丈一l 度

94.75% I 99.2% 

1回 I 1回

21モニタリング調査 1回 1回

100.0% I 100.0% 

3 

目的の妥当性 検討が必要|観光施設としての側面が強く、今後の館のあり方を検討する必要がある。
妥 t""・...…v・.......…・・……・・…..，.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|広く市民をはじめ、交流人口増加に寄与しており、妥当である。
性~..・M・..……….........・M・...…1.............................1

対象(受益者)の妥当性l妥当である l広く市民をはじめ、交流人口増加に寄与しており、妥当である。

| 右一 I.~門空幣空里男 .;~;.....;;;.u..1 空労?と日ピ:ご.け'..I.~~~~.哲Ij
効， I類似事業の存在 |存在しない

性Jエ雨量二語録;伝説c~.~.~~.l説副長言語i;是正三じよ
|実施主体の適正化 |適正である|指定管理者制度導入施設

効 F……・・"・H・H・...…....…..…・・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|利用者に相応の負担を課している。

|性 i……...........~~~....，一…...・M・ ..J....::.:::::..:.:..:::....I
iコスト効率 1 適正である|直営時に比べ、コストダウンを実現。.. 
施設老朽化が進み、設備の故障が頻発。故障への対応とともに、耐周年数を超えた設備が多く、適切な設備更新が課題。

課題

、・

一今の後方

向性

特記
事項

青少年宿泊施設の位置づけで{のあありり、方社を会、教育課が所管しているが、すでに研修を伴わない宿泊も可となっていて観光施設と
しての側面が強い。今後の館 、これからの2年間で、検討する計画になっており、観光・交流拠点としての更なる活
用がなされるよう庁内協議を行う。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 社会教育課 社会教育係

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育カの向上

事|指定管理者との契約において、 l件10万円以内120万円
業|までの修繕は指定管理者だが、それ以外は市が修繕す
概|ることになっており、修繕対応、設備更新を実施している。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 1，963，386 1，778，155 

支 機械器具費 2，495，847 2，495，847 
出
内

r 訳

dE』2 言十 4，459，233 4，274，002 

宿泊研修施設きらら交流館施設改修事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財j原 4，459，233 

1 合!計 4，459，233 

人件費概算 内航瓦間瓦ft;221| 宝jfi| 無 I l:!竺~ 一般

，若覇福穣ま正証蔵栗干盲標

1 I補修箇所

2 

3 

1 1芝7 寸 I H28 |目標 l

:賞者二.+二18算定二:||:::期::::::::l笠

匹I15 I 

決算額(円)

4，274，002 

4，274，002 

臨時

目的の妥当性 i妥当である|指定管理者と協定を締結しており、公共施設の適正管理の観点からも妥当

i伝説明言発:I:おお::|英明持提示251;民主語52F115ぞ約五二.......
対象(受益者)の妥当性|妥当である|利用者の快適な利用に直結する事業であるため、妥当である。

目揮達成度
有}…H ・H ・...・M ・-……・....・..……l

| 効 |類似事業の存在 |存在しない

七|エ雨量二伝言語長|福山三院長謀説記;説ぞいる;
実施主体の適正化 適正である|市が管理する施設であり、適正である。

効 t..・・・・・ 1 

|皐 |受益者負担の適正化|適正である
性 、:ヨ |ト卜"………..…..………..…..…....……..…....………..….......……...…….目一...……..山..山...……..山..山...……..山..…汁..1十.1

=スト効率率J 今 | 適正である|入札及び見積合わせを実施し、適正な執行を行っている。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.レ
開館から16年を経過し、機械・器具等の更新が必要な時期に来ているため、年聞を通じて絶えず修繕が必要になっている。
平成28年度は、ろ過装置制御盤、トロン温泉関連の修繕、券売機、ソフトクリームメーカー、冷凍冷蔵庫の更新を行った。
今後の改修を視野に、庁内協議において現状と課題を適切に伝える。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



円 様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会教育課 社会教育係

宿泊研修施設きらら交流館植栽費定等業務委託

歳 出

草刈等委託料

3 支出

|内

訳

~ヨ民 計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

270，000 270，000 

270，000 270，000 

|人工数(人役)1人件費(円) I 
|0.051 288，7161 

歳入

国康支出金

財 県支出金
源割

地方債内会
訳 その他

一般財源

~ ヨ 計

官見|無|

活動指標または成果指標 H26 

1 I業務委託

100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|公共施設の適正管理の観点から妥当
妥『十“…….. 山.. 叩円...…….. 山…….. 山.. 山.“.…….…

是l同自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設の空正空?望土観点から妥当

予算現額(円)

270，000 

270，000 

|会開l 一般

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|利用者の快適な利用に直結する事業であり、妥当である。

有 i??明...:.......，.....:J明~~~.~.~~..L:
効 |類似事業の存在 、|存在しない

町性~............;"..，.，.，...............，.'.'....I

上位施策への貢献度|貢献している

効 i????男1JlF芳三I.!~~今士汗空22F2全
日'率 |受益者負担の適正化|適正である
性“』 γ … l

コスト効率 適正である|複数の業者から見積を徴し、比較検討して発注しており適正である。

課題

今の向後方性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

， 

改善
時期

回コロ

決算額(円)

270，000 

270，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)1 中央公民館

天事百(政策) 中項目I施策〕
家庭や地域社会の教育カの向上 生涯学習推進体制の充実

公民館管理運営事業(本山公民館)

事|本両蚕戻館で地域住民へ安室「亡予日肩下手すい快適な生
:!:I涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や公
歪|民館クラブを展開、施設の管理を行っている。中央公民
芸|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい

lる。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 515，000 515，000 

支 需用費 2，108，826 2，042，715 
出

役務費 133，800 129，365 
内
訳 委託料 3，554，000 3，487，634 

旅費ほか 191，168 182，750 

.g. ヨ 計 6，502，794 6，357，464 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債内合
訳 その他 使用料・雑入 434，000 

一般財源 6，068，794 

4Eb 2 計 6，502;794 

人件費概算 l人瑚鳳~人間~I 官可ム]恒竺| 一般

若覇藷槙または成果指標

1 1利用者数

21主催事業参加者

31公民館クラブ参加者

H26 1 H27 

22，000人 122，000人・_....
19，609人 1 19，294人

89.13% I 87.7% 

. 1，300人 1 1，300人

1，012人 1 968人

77.80% I 74.46% 
6，000人 1 6，000人1.............................‘"“ 

5，614人 1 5，837人

93.56% 97.28% 87.3% 

目的の妥当性 妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
妥 f山.........・M・M・M ・..…-…・........，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性ト…....・H ・......……………1.............................1

対象(受益者}の妥当性| 妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

l目標達成度 |達成している
有ト…...・H・..........，................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 ri"1ft伝言二伝言語長|長示.c~.~.~~.hi'五議長通言説記這瓦モ;ミ;
| }実施主体の適正化 |適正である

効 、}トト"………..…..…一..
率 1受益者負担の適E化 l適正である|条例に基づづ、く使用料の徴収、規則に基づづ、く減免を実施

l性}ド"山………..…………..……..……..…....…….ι一Lム..………..山…..山…..山...………..山…..山…..山....…………..山…..山..………..…………..……..……..…………..……..……..…..，1...…………H ・H ・...1...
コスト効率 適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。.ト

回二日

決算額(円)

412，188 

5，945，276 

6，357，464 

経常

ここ数年の文科省、県のダイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域

課題

今の後方

向性

特記
事項

のコーデ、イネート(つなぎ、役)としての面が重要となってきている。
市教委では、 28年度から、「地域力・学校力・家庭力向上プロジェクト」と名づけ、「地域Jr学校Jr家庭」をつなぎ、連携、融
合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

匹仁己平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所得)I 中央公民館

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

公民館管理運営事業(赤崎公民館)

事|赤崎公民館で地域住民へ安全で利用しやすい快適な生
1:1涯学習の地域拠点、を提供するため、各種主催事業や公
義|民館クラブを展開、施設の管理を行っている。中央公民

|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい
要|る。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額f円) 決算額(円)

報償費 602，000 557，000 

、支 需用費 2，886，592 2，627，597 
出

役務費 112，000 96，989 
内
訳 委託料 5，349，000 4，724，994 

旅費ほか 722，766 681，666 

dE』3 計 9，672，358 8，688，246 

歳 入 t 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 使用料・雑入 601，000 508，259 

一般財源 9，071，358 8，179，987 

4ロ2ぉ 言十 9，672，358 8，688，246 

工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I，fm: I IAー吾削 I _"ru I 
人件費概算 1 21 3，374，0叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27.. I I H28 1目標

35，000人 I 35，000人 I I 35，000人 |達成
1 1利用者数 r....z.ii:u3);_:....r....33)iz"iA.....l r…56:伝子:;;，:.....1

21主催事業参加者

72.4% I 96.6% 
1，200人 1 1，200人

1，270人 1 1，241人

55.0% 73.7% 60.1% 

31公民館クラブ、参加者

同
一
比
一
人

A
-
X
丈
0

3-x=o 

n
u
-
4
1
'

山

q
d

l
-
o
…
1
 

wm
一
は
…
人

cべ
-
Vハ
"
n
U

5-x
…G
 

n
u
-
d
t
'
"
F
U
 

--O一丸

目的の妥当性 妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
妥 t，.......…・....・-………・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性ト…………………斗…… | 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

目標達成度 |達成している
有 1.......，.....................................1
効l類似事業の存在 |存在しない

|土[1"半面雨漏-正証二;;ぶ|副長記長記長ぷ;ぷ;
|コ …|実施主体の適正化 |適正である

効ト…………………...・H ・.....1.............................，
率 |受益者負担の適正化|適正である|条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施
性 l…・?…………………|・|

lコスト効率 |適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。.. 
ここ数年の文科省、県のダイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域
のコーディネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。
市教委では、 28年度から、「地域力・学校力・家庭力向上プロジェクトJと名づけ、「地域J["学校J["家庭Jをつなぎ、連携、融

課題 合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
?事項



様式1号(事務事業評価)

匹1 3 1 平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 中央公民館

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育カの向上
戸門戸計画 b

公民館管理運営事業

瓦

国庫支出金

財 |県支出金

日匝E
訳 Iその他

一般財潤

合計

官ji見戸lI会計種別| 一般 | 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26. I H27 I I H28 !目標 1

23，000人 I 23，000人 I I 23，000人 |達成

20，202人 I19，579人 II 20，071人|度

2，500人 1 2，500人 1I 2，500人
1，071人 I 983人 II 1，638人
42.8% I 39.3% I I 65.6% I普通

9，000人 I 9，000人 II 9，000人
5，771人 I 8，078人 II 7，535人
64.1% I 89.8% I I 83.7% 

予算現額(同)1決事麗(同)

397，0001 265，000 

2，4民 4081 2，407，263 

147，0001 115，901 

3，538，0001 3，473，5姐

229，9841 187，004 

6，805，3921 6，448，716 

|人ヱ数(人役)1人件費(円)I 
|21  3，374，0641 

人件費概算

活動指標または成果子宮穣

1 1利用者数

21主催事業参加者

31公民館クラブ、参加者

公民館管理運営事業(須恵公民館)

予 (円)

使用料開雑入 614，000 

6，191，392 

6，805，392 

662，371 

5，786，345 

6，448，716 

経常

目的の妥当性 |妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。

自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。

対象(受益者)の妥当性l妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

目標達成度 i達成している
-有 ~....，;..;..・・..........・ M ・..・・........… l

効 I類似事業の存在 |存在しない

J乞七…語長|五世~"I雨量房長言語;説日;
実施主体の適正化 l適正である

受益者負担の適正化 l適正である l条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施

コスト効率 |適正である l必要最低限の経費で効率的に運営されている。

e 
.ここ薮手両支蒋者て県函ヂ平子ミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の誕瓦elt弓在詞1;:;1]0五;享校を青函地域
、'のコーディネート(つなぎ役)としての面が重要となってきているo

市教委では、 28年度から、「地域カ・学校カ・家庭力向上プロジ平クト」と名づけ、「地域jr学校Jr家庭Jをつなぎ、連携、融
課題|合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。

その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

ゐ陸一町一比一一

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 中央公民館

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

公民館管理運営事業(小野田公民館)

事|小野田公民詣で地域在Rへ安盃で手Ij用じキすh快適な
品|生涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や
ま|公民館クラブを展開、施設の管理を行っている。中央公
室|民館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい

lる。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

報償費 624，000 611，000 国庫支出金

支 旅費 31，000 12，700 財 県支出金
出

需用費 254，000 252，014 
内

源割
地方債内合

訳 役務費 21，000 21，000 訳 その他 使用料 10，000 

一般財源 920，000 

dロ』 計 930，000 896，714 f!; ヨ 計 930，000 

人件費概算 |人噸人役)|羽明町|
2.51 4，217，580 |宝?|ム| |会計種目~ 一般1

※上段:目標中段:実績下段:達成率
活 H26 H27 H28 目標

17，000人 17，000人
1147，，3O5030人人 ふ達度成

1 1利用者数 「…17，054丈…
-・・・・・・・・・・・・・・・・・...........

16，237人
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.-・・・・・・・・・・・・・・・・・........... ......・・・・・・・・・・・ー・ー........

100.3% 95.5% 84.4% 

2，000人 2，000人 2，000人

21主催事業参加者 l:::2;奴五......-・・・・・・・・・・・・・・・・・...........
1，746人1，699人

-・・・・・・・・・・・・・・・・・........... ............................ 
100.4% 85.0% 87.3% |普通

10，000人 10，000人 10，000人

31公民館クラブ参加者 L:::::~;~:~~);:::::: 
-・・・・・・・・・・・・・・ー.............

7，892人9，468人
-・・・・・・・・・・・・・・・・・........... -・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....

99.7% 94.7% 78.9% 

目的の妥当性 |妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
妥ト………...............……1.............................1

当日|自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性 f............・H ・-…・・…...・H ・........+............................1

対象(受益者)の妥当性l妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

目;属達成度 |達成している
ι有ト:.，:;.....;....;，...，..，...，;....;......1
効 l類似事業の存在 |存在しない
性卜…………一……….+......……..........叶・・…...・ H ・.......・ H ・..…

上並艦筆全盛宣蹴度i豆肱L主ど主LI主金量宣活動の充実に貢献している。

実施主体の適正化 |適正である
効}…………………H ・H ・-・…1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施
性十..........・M ・-……・…・…...・H ・.+............................1

コスト効率 1適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。

...... 

回二日

決算額(円)

29，340 

867，374 

896，714 

経常

ここ数年の文科省、県のタ守イナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域

課題

今の方後

向性

特記
事項

のコーディネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。
市教委では、 28年度から、「地域力・学校力・家庭力向上プロジェクトJと名づけ、「地域Jr学校Jr家庭」をつなぎ、連携、融!
合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手したロ
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

回二口平成28年度事務事業評価シート|課・局室町所得)I 中央公民館

天草百I政葉7
家庭や地域社会の教育力の向上

中項百 L施葉7
生涯学習推進体制の充実

公民館管理運営事業(高泊公民館)

事|言i拍長戻扇で地域住民へ安全で利用しやすい快適な亙
|涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や公

讐|民館クラブを展開、施設の管理を行っている。中央公民

主|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい
lる。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円〉 決算額(円)

報償費 508，000 468，000 

支 需用費 1，287，000 1，280，445 
出}

役務費 89，000 84，233 
訳内 委託料 3，364，000 3，340，614 

旅費ほか 268，252 237，734 

合 計 5，516，252 5，411，026 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 使用料・雑入 763，000 732，146 

一般財澗 4，753，252 4，678，880 

dロl>. 計 5，516，252 5，411，026 

|人工数(人役)1人件費(円〕 II 付税r-:I I .õ.".ú"， ~"l rnTu I 
λ件費概算 I 2ヰ| 叩

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I 1. H28 1目標 1

I 22，000人 I 22，000人 I I 22，000人 |達成

1 1利用者数 123，713人 r----z;(Og-(j人 I r 23，72:3人 l 度
107.8% 1 109.5% I I 107.8% 

1，100人 1 1，100人 1 I 1，100人
21主催事業参加者 I 556人 I 685人 I I 816人

31公民館クラブ参加者
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74.2% 1普通

8，000人

7，686人

96.1% 81.7% 82.4% 

目的の妥当性 妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
妥 t..........::.:………・"・M ・M ・...叶 1

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性ト.......・....'…......……….1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である0

.... .1目標達成度 |達成している
有 } ι|

効 |類似事業の存在 |存在しない

土|エii雨量二ぷ言語長|説~~.~.~~.l五言語通読みi議長こそじる;
l実施主体の適正化ベ|適正である

i:・希子明言SEI--25Z:::住民主主判明;::今日記i併設....二:
コスト効率 適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。

.レ
ここ数年の文科省、県のダイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域
のコーデ、イネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。

課題

市教委では、 28年度から、「地域カ・学校力・家庭力向上プロジェクト」と名づけ、「地域Jr学校Jr家庭」をつなぎ、連携、融
合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

、

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記

事項



様式1号(事務事業評価)

匹亡己平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 中央公民館

太項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

..，."高千帆公民館で地域住民へ安全で利用しやすい快適な

芸|生涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や
概l公民館クラブ、を展開、施設の管理を行っている。中央公

|民館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい
要lる。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 595，000 476，000 

支 旅費 30，300 8，280 
出

需用費 266，000 261，802 
内
訳 役務費 59，000 47，455 

dロ』 計 950，300 793，537 

公民館管理運営事業(高千帆公民館)

地域住民、公共施設

主催講座の開催、公民館クラブの指導、施設管理

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他 使用料・雑入 201，000 178，040 

一般財源 749，300 615，497 

合計 950，300 793，537 

i 工数(人役)1人件費(円UI交付税 1.1m 1 1ムー， 1 _~'" 1 
人件費概算 、|八 1.91 ム785'，3931 1 算入 | 無 1 1会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26. 1 . H27 1 I H28 1目標 l

I 29，000人 I 29，000人 I I 29，000人 |達成

1 1利用者数 1 35，358人 1 32，464人 1 I 28，910人 | 度

121.9% ， 111.9% 
1，700人 1 1，700人

1，570人 1 1，432人21主催事業参加者
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q内31公民館クラブ参加者

97.4% 93.2% 88.2% 

目的の妥当性 妥当である l社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
， 妥 t".......，:........…・・…・・…M ・M ・."1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性、トH ・H ・.....・H ・-・…………1.............................1

.対象(受益者)の妥当性|妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

l目標達成度 |達成している
有 1;...................."....，................，
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雇通量二ぷ言語-長|五福仁三.~~~.hi言語当面弘元暴i;長瓦ぞじる;
実施主体の適正化 適正である

効 r………........………叶 1

率 |受益者負担の適正化|適正である|条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施
性 1.....，...……....・H ・...……"十...........................1

lコスト効率、 1 適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。

..... 
ここ数年の文科省、県のダイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点としち役割に加え、学校を含む地域
のコーデ、イネート(つなぎ、役)としての面が重要となってきている。

課題
市教委では、 28年度から、「地域力・学校カ・家庭力向上プロジェクト」と名づけ、「地域Jr学校Jr家庭」をつなぎ、連携、融
合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 

事|有帆公民館で地域住民人安全で手11肩しやすい快適な生
業|涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や公
概|民館クラブを展開、施設の管理を行っている。中央公民

|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい
要iる。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円)|決算額(円)

報償費 349，000 335，000 

‘ 支出 旅費 2，110，832 2，099，415 

需用費 143，000 115，642 
訳内 役務費 3，558，000 3，525，518 

153，166 139，613 

£E』ヨ 言十 6，313，998 6，215，188 

中央公民館

1 歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金 t

j原割
地方債内合

訳 その他 使用料・雑入 477，000 

一般財源 5，836，998 

4E』Z 計 6，313，998 

1人件費概算
l人工数{よ役n
|21  人f車問|官女児|無|同問| 一般

活動指標または成果指標

1 1利用者数

21主催事業参加者

31公民館クラブ参加者

目的の妥当性 妥当である

※上段:目標中段:実績下段:達成率

;;:::::::f::j:藷;

I........i協:i窓;z;;交t...: 官!祭努 |川J......-t出:i;;
85.4% I 83.1% I I 86.9% I普通

8，000人 I 8，000人 II 8，000人
7，275人 1 6，991人 1 I 7，361人
90.9% 87.4% 92.0% 

社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。

回二ヨ

決算額(円)

663，141 

5，552，047 

6，215，188 

経常

妥 ....曲..曲.....曲..曲.....u..........曲....................................... ...................................................................................................................ー-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................
当
性

有抽性

効

率性

課題

今の後方

向性

特記
事項

自治体関与の妥当性 妥当である 社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
............................................ -・・・............................................................................................................................................................................................... 
対象(受益者)の妥当性 妥当である 青少年及び成人に対して行われる教育活動了であり、妥当である。

目標達成度 達成している
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・........................................ 
類似事業の存在 存在しない
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・画・・・・・・・・・・ー..ーー-ー・ー-............................. 

上位施策への貢献度 貢献している 社会教育活動の充実に貢献しているロ

実施主体の適正化 適正である
............................................ -・・・・・・・.....................-・・・・・・・・・・・・...................................................................................................................................................ー・・・・
受益者負担の適正化 適正である 条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施
............................................ -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................................................................ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................................
コスト効率 適正である 必要最低限の経費で効率的に運営されている。

.レ
ここ数年の文科省、県のダイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域
のコーディネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。
市教委では、 28年度から、「地域カ・学校カ・家庭力向上プロジェクト」と名づけ、「地域J['学校J['家庭Jをつなぎ、連携、融
合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室z所得)I 中央公民館 回二日

公民館管理運営事業(厚狭公民館)

事|厚狭公戻館で地域住民へ安全で利用しやすい快適な生
業|涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や公
概|民館クラブを展開、施設の管理を行っているo中央公民

|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい
要|る。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 344，000 283，000 

支 需用費 253，468 238，544 
、出

役務費 72，000 20，552 
内
訳 旅費 21，000 12，950 

賃借料 18，532 18，532 

も合計 709，000 573，578 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ

地方債
内合
訳 その他 使用料・雑入 265，000 643，520 

一般財源 444，000 -69，942 

dEb2 h 計 709，000 573，5781 

iλ工薮京膏I 人秤賀町~ 1交付税| 鉦 l~ー 1 -sU' --1 
人件費概算 1 21 4 ， 31問~ I 算入 I ~ I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. H26 1 . H27 1 I H28 1目標 l

I 21，000人 I 21，000人 I I 21，000人 |達成
1 1利用者数 r....五五五:A …r・..22.:347)~"...1

21主催事業参加者
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i31公民館クラブ参加者

125.9% I 117.6% 
10，000人 1 10，000人・_....
9，601人 1 9，363人

96.0% 93.6% 

|目的の妥当性 |妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
妥~.，・M・..……….............・M・ ...1 ・・|

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性ト・………n …………….1・ ・・ | 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

目標達成度 達成している

r i 1当性信.........'1"...言:~~~~:~J二...............

よ位施策への貢献度|貢献している|社会教育活動の充実に貢献している。

実施主体の適正化 |適正である.
効 r………・・....・H ・..……・…・・・・・・1・・・ 1 

2事 |受益者負担の適正化|適正である|条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施
性 l…....・H・....・H・...・H・...…....・H・1.............................1

|コスト効率 |適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。

、 ここ数年の文科省、県のダPイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域
のコーデ、イネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。
市教委では、 28年度から、「地域力・学校カ・家庭力向上プロジェクトJと名づけ、「地域Jr学校Jr家庭Jをつなぎ、連携、融

課題 合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

y 今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.. 

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 中央公民館

公民館管理運営事業(出合公民館)

事|出合公民館で晒域住民へ安全で利用しゃ子五7快適な亙
業|涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や公
概|民館クラブ、を展開、施設の管理を行っている。中央公民

|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい
要|る。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 258，000 252，000 

支 需用費 1，487，168 1，467，536 
出

役務費 96，000 94，987 
内
訳! 委託料 2，690，000 2，669，784 

旅費ほか 75，440 67，038 

.g. ヨ 計 4，606，608 -.4;551，345 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源、害IJ

地方債
内合
訳 その他 使用料・雑入 373，000 

|竺般財源 4，233，608 

dEbヨ. 計 4，606，608 

人件費概算
|人工数(人位刀

|21  人{鰐司|宝~I 無l 同匂| 一般

活動指標または成果蒲覆

1 I利用者数

21主催事業参加者

31公民館クラブ参加者

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 日 1 H27 1 I H28 1日煙

....二...士瀞::f:i:

?也id諾:2;ぞf.....A芯j2お;2:努 |川I.......~~官:弘際み
84.2% I 84.0% 96.7% 1普通

5，000人 1 5，000人 5，000人._.-
4，130人 1 3，807人 2，515人

82.6% 76.1% 50.3% 

目的の妥当性 妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
|妥 t..........・H ・...….........:............1...…・ 1

当 }自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性トH ・H ・......・M ・..................・H ・.....1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

目標達成度 達成している
有 r…......・H ・-……・….......・M ・...1・

効 |類似事業の存在 |存在しない

一|エ半面会三伝言語-長議日;五|ぷ説話誌記長記長長仁三日;
i実施主体の適正化 |適正である

効 }…・・んu・………・.;.1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施
性}………川……円….1.............................1

|コスト効率: 、 i適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。

.レ

匹1 9 1 

決算額〔円7

330，078 

4，221，267 

4，551，345 

経常

ここ数年の文科省、県のタ中イナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点とし、う役割に加え、学校を含む地域
のコーディネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。
市教委では、 28年度から、「地域カ・学校カ・家庭カ向上プロジェクトJと名づけ、「地域Jr学校Jr家庭」をつなぎ、連携、融

課題 合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

豆i



中項百て施葉7
生涯学習推進体制の充実

様式1号(事務事業評価)

回三日平成28年度事務事業評価シート|課・局個室・所(係)I 中央公民館

公民館管理運営事業(厚陽公民館)

ー，厚腸公民館で、地域住民へ安全で利用しやすい快適な生
霊|涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や公
=1民館クラブを展開、施設の管理を行っている。中央公民
主|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい

lる。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 280，000 255，000 

支: 需用費 1，487，000 1，400，580 
出

役務費 94，200 69，068 
内
訳 委託料 2，366，000 2，345，784 

旅費ほか 450，857 424，656 

aEh コ 計 4，678，057 4，495，088 

歳 入 !予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他 使用料・雑入 277，000 396，820 

一般財源 4，401，057 4，098，268 

4E2コh 計 4，678，057 4，495，088 

人件費概算 |人工数(官|人官忠~ I官|無 Il::竺l一般 経常

活動指標または成呆指標 6
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仏
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31公民館クラブ参加者
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84.5% 80.3% 83.6% 

l目的の妥当性 l妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
妥ト…H ・M ・-…........…・......…1.............................1
当. 1自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性ト…一.........…........……1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

目標達成度 達成じている
有 ..t......:.....:，...............................，
効 |類似事業の存在 |存在しない

性斗通量二説副長示日;ぷ|五五説副長i;掃にお;

i実施主体の適正化 |適正である

li際空戦争当fI55514開設!?825反対話伝説........
コスト効率 適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されている。.ト
ここ数年の文科省、県のダイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域
のコーデ、イネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。

課題
市教委では、 28年度から、「地域カ・学校力・家庭カ向上プロジェクト」と名づけ、「地域Jr学校Jr家庭」をつなぎ、連携、融
合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手したロ
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

f 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所得)I 

様式1号(事務事業評価)

中央公民館

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

大項目(政葉7
家庭や地域社会の教育力の向上

公民館管理運営事業(埴生公民館)

匹仁日

."..，埴生公民館で地域住民へ安全で利用しやすい快適な生
霊|涯学習の地域拠点を提供するため、各種主催事業や公
国|民館クラブを展開、施設の管理を行っている。中央公民
芸|館では、館(長)に対して館運営全般の統括を行ってい

|る。大規模修繕は中央公民館経費で対応。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 212，000 161，000 

支 需用費 1，737，000 1，587，021 
出

役務費 107，000 93，325 
内
訳 委託料 2，682，000 2，662，224 

旅費ほか 168，200 158，558 

合 計 4，906，200 4，662，128 

地域住民、公共施設

手段|主催講座の開催、公民館クラブの指導、施設管理

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他 使用料・雑入 171，000 258，361 

一般財源 4，735，200 4，403，767 

4EE3 ゐ 計 4，906，200 4，662，128 

|人エ言語は投汀瓦再費百円 !交付税 I4m: I 長一一一I _mn， I 
人件費概算 1 21 4，316，3吋 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 . I H27 I I H28 !目標 l

12，000人 I 12，000人 I I 12，000人 |達成
1 1利用者数 (…11118X…1…[8;31EX--…・Ir…五五釘A.....l度
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66.7% I 58.4% 
6，000人 1 6，000人・_....
4，036人 1 3，692人31公民館クラブ参加者

67.3% 61.5% 59.1% 

目的の妥当性 i妥当である|社会教育法で地方公共団体の任務と定められており、妥当である。
妥、ト.......…………-……1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性ト……………………1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|青少年及び成人に対して行われる教育活動であり、妥当である。

目標達成度 達成している
有 t......・H ・.......・H ・-………・…・・・l

ト、効 |類似事業の存在 |存在しない

性ぷ伝説言語長|福山.~.~~.l五五説副長是正証二じよ
実施主体の適正化 |適正である

I 効 t…………………H ・H ・...・|…・・…・・..........……1・

率 I受益者負担の適正化|適正である|条例に基づく使用料の徴収、規則に基づく減免を実施
性 l…………………………...1....………....・H ・..…I

コスト効率 適正である|必要最低限の経費で効率的に運営されているロ

.レ
ここ数年の文科省、県のダイナミックな施策展開により、公民館は従来の社会教育の拠点という役割に加え、学校を含む地域
のコーデ、イネート(つなぎ役)としての面が重要となってきている。
市教委では、 28年度から、「地域力・学校力・家庭力向上プロジェクト」と名づけ、「地域Jr学校Jr家庭Jをつなぎ、連携、融

課題 合をすすめることで、社会総がかりでの教育体制の推進が、地域づくりに波及することを目指すプロジェクトに着手した。
その中核を公民館が担っていけるよう、館長がキーパーソンとなれる素養と経験が求められている。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

記
項

特
事
、



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 中央公民館

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

津布田会館管理運営事業

事|津有面蚕館は、校区民の活動拠点施設であり、ふるさと
~Iづくり協議会に管理運営を委託している。主催講座の開
事|催、またクラブ・サークル・貸館などの利用者がある。平成
17年の建築で市内公民館の中では一番新しく、長く館の

要|機能を維持するために、適切に管理してし、く。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 121，000 121，000 

|支 需用費 743，463 700，640 
出

役務費 63，000 56，620 
内
訳 委託料 2，180，000 2，175，120 

使用料ほか 9，072 9，072 

'@ヨh 計 3，116，535 3，062，452 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 使用料・雑入 61，000 

一般財源 3，055，535 

dEb コ 計 3，116，535 

人件費概算 rIUTJ|人件ffLl|鷲見|無川亘画 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

若動指標または成果指標 H26 I 百「寸 I H28 1目標 l

8，800人 I 8，800人 I I 8，800人 |達成

1 I施設利用者数 7，836人 r8，1.42人 II 8，592人 l度

350人 1 350人 1I 350人

21主催講座参加者数 369人 1 365人 1 I 798人

105.43% 104.3% 228.0% I普通

3 

目的の妥当性 妥当である l地域のニースを把握し、会館運営に反映させている。
妥 t..・・・....・M ・..…........………・..，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|管理業務を委託としているが、市で統括している。
性 f..・H ・....・H ・…H ・H ・...……M ・M ・..+............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|専ら地域住民が利用する施設である。

|目標達成度 |達成している|適正に会館運営がされている。
有 ト…...…..…....・M ・....…・…・・・卜……..................1.

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 tエ雨量二伝説|説仁三弓|掃員長伝記長i二日:込長持妥当泌注工三;;忌
実施主体の適正化 適正である l統括を市で行い、管理を地域団体にて行っている。

匹I12 I 

決算額(円)

78，080 

2，984，372 

3，062，452 

経常

i 院持湾岸託子五汀手開設耐子主主主ヨ祥子手缶百目玉...............

課題

今の方後

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|管理業務を地域団体に委託しており、適正である。

.い

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期.



平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)1 中央公民館

様式1号(事務事業評価)

匹1 13 1 

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

公民館運営審議会事業

;1社会教育法第29条第1項即時融語を
設置している。各校区の代表者と学識経験者15名で構成

町し、年2回、審議会を開催している。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 56，000 44，000 

支
出

内
訳

£E2 』 計 ， 56，000 44，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 56，000 

d回lo; 計 56，000 

決算額(円)

44，000 

44，000 

I ，. A itj:.~U' '1 人工!J!!i(Áî~TI 必需百円 [交付税 I"" I 長ムr1 6fu 1 
| 0.21 1，1附 641 卜算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I ， H28 1目標 1

2回 I 2回 11 2回 |達成
1 1審議会開催回数 (………・2箇…....・I・-……・2首……・・Ir……・2箇……1度

100.0% 1 100.0% 

2 

3 

I I目的の妥当性 |妥当である|公民館における各種事業の企画実施につき調査審議を行うo

i 妥 f.......“……H ・H ・.....・H ・.....・H ・.1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市公民館条例及び市公民館運営審議会規則において規定がある。
性}….......……………1......".1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|各地域の代表者及び有識者にて組織されている。

同標達成度 |達成している|事業報告及び計画について意見を求め、審議を行っている。
有 f..・H・-…・....・.....~..................イ………………i

効 |類似事業の存在 |存在しない

性エiE雇通二伝言語|説日石|暴露芸品副長言語長伝説主主流

実施主体の適正化 |適正である|条例及び規則に定めがある。
効 }…・・・・……・......……・…..1..........:..................1ト
率 |受益者負担の適正化|適正である l条例及び規則に定めがある。
性 1.........………H ・M ・-……..1.............................1.

課題

今の向後方性、

特記
事項

コスト効率 適正である|委員報酬のみを支払っている。

.い

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱・室鋼所(係)I 中央公民館

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

事|社会教育課と連携をとりながら、各館が抱える問題や共通
:!:I課題の解決を図るため、定期的な連絡会議の開催や情
事|報の提供を随時行うなど、諸事務を行う。効率的な予算
要|配分・執行を行う。

公民館連絡調整事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費 2，893，517 2，602，708 国庫支出金

支 役務費 25，000 9，614 財 県支出金
ず出

使用料賃借料 152，721 152，721 
内

j原割
地方債l

内合
訳 備品購入費 1，010，000 852，492 訳 その他

旅費ほか 682，202 546，742 一般財源 4，763，440 

dE』Z 言十 4，763，440 4;164，277 4E』ヨ 計 4，763，440 

|人工数(人役)I人件費(円)1 1交付税 1.-. 1 1 """"_;;U'" 1:]" 1 "'Iu 1 
人件費概算 I 1刈3司I 7，50 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指様 I H26 I H27 . I I H28 1目標 l

1 随時 | 随時 I I 随時 |達成
1 I公民館長会議及び主事会議 r---------j回 r---------4回 1 r 11回 l 度

2 

3 

|妥 [.~.~.~~.7竺 |雪合計際空空白雪ご?ー.a:~ìJE常*Jji(J)切符
当 |自治体関与の妥当性|妥当である

r 性}……………………1.................・H ・-…1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|公民館運営に携わる者への連絡調整

有l.~.~空明 |然主主|???ザ空*J}:(J) '1向子力翌日会
¥効 1類似事業の存在 l存在しない

J 性、 1....・...…-…・・……・…・…..1..........・H ・-………1

J l上位施策への貢献度|貢献している|公民館運営の発展により、社会教育、生涯学習が発展している。

l実施主体の適正化-1適正である|社会教育課主体となり、中央公民館が取りまとめている。
効 i……H ・H ・......…山…・….1.............................1

| 実 i受益者負担の適正化|適正である|統括を社会教育課、事務を中央公民館が行っている。
山 町...・H ・H ・山山・・・.………-…川 . 

コスト効率 |適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

.レ

INol 14 I 

決算額(円)

4，164，277 

4，164，277 

学校運営に対する地域の参画を制度的に保障するコミューアイ・スクーノレの全校導入を契機に、コミューアイ・スクーノレの活動

課題

、t 今の向方後性

特記
事項

内容を充実させるため、公民館のコーデ、イネートカの向上が望まれている。
中央公民館や社会教育課が各館を指導、サポートする体制をとっていく。

計画どおり事業を進めることが適当
I改善

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀伺宮・所(係)I 中央公民館

文項百南東7 中項百I施葉7
家庭や地域社会の教育力の向上 生涯学習推進体制の充実

士.，平成27年度に厚狭地区複合施設が完成、厚涙蚕戻詰が
主l移転した。
ま|旧厚狭公民館は、昭和30年に建設され老朽化が著しく、

富|移転後は、安全のため、速やかに解体する必要があっ
lた。

厚狭公民館解体工事

歳出 予算現額，(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

清掃委託料 1，329，000 1，058，400 国庫支出金

支 調査委託料 6，459，600 6，458，400 財 県支出金
出、

用地借上料 57，066 57，066 
内

源割
地方債

内合
訳 工事請負費 46，687，240 41，630，760 訳 その他

一般財源 54，532，906 

t:企ヨh 計 54，532，906 49，204，626 4E3ヨ陶 計 54，532，906 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費〈円)J I交付税1 血 I Iム乱話回|

| O 伍叫I 1，49 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動手首謀ま正直読裏霜麗 H26 H27 1 I H28' 1目標 l

1 1解体工事及び整地工事

2 

3 

達成
度

目的の妥当性 妥当である|倒壊の危険性や防犯対策、景観の悪化などへ対応するもので妥当
妥 t..・...…・・…...・M ・...・.........…・叶 E 

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市有の施設を市が補修するものであり妥当
性 f....・M ・.....・H ・.....・H ・H ・H ・H ・...…1.............................1

l対象(受益者)の妥当性|妥当である|市有の施設を市が補修するものであり妥当

目標達成度 達成している|解体・整地工事を完了した
有~;....:......， ..:.............................I

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }・....・H ・..…・・・……・・・…....・......1…・・…H ・H ・...・H ・......1.

上位施策への貢献度|貢献している↓社会教育施設の充実に貢献

効|害性??肝FlpfTf|??空廷で雪!?Y21F.
l Z |受益者負担の適正化|適正である

コスト効率 適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

.い
課題

今の後方
事業の終了

向性

LE雪

改善
時期

匹I15 I 

決算額(円)

49，204，626 

49，204，626 
臨時



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 中央公民館

様式1号(事務事業評価)

匹仁E
大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

.複写機については、平成17年度から設置している機器がある。
事|保守契約を締結できる聞は、修理対応が可能となるが、基本的
業hこ10年を超過する機器については部品の供給等により補修が
概|困難となる。印刷機は再リースの場合に保守が含まれない。地域
要イ主民の利用度も高く、年次的に機器の更新を行っていく。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

庁用器具費 695，000 268，920 

支
出
内
訳

dロ』 計 695，000 268，920 

本山公民館印刷機器設置事業

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出会
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 695，000 

.，t.匡』ヨ 言十 695，000 

人件費概算 !人工数(慌|刃牛宏司|想見|無|国副 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 I印刷機器更新

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|公民館活動に不可欠で、、市民の利用頻度も高い。

i lHFH明言-FIE-5Z::!日苦労..............
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

有'ザぞ男子 |空全力:三
効 |類似事業の存在 |存在しない
性， f..............:..，.;..........................1 

上位施策への貢献度 l貢献している

l実施主体の適正化 |適正である
効トぷ…ー :........1 
事 1受益者負担の適正化|適正である
性 }トトト"山…...………….. …… .. 山….. 山....………….. 山……….. 山….. 山….“…....…….. 山....………"山…....山……….. 山….. 山..……… .. 山….. 山..… iトトト"………….目………….日…….日…….目….目.………….“…....………… .. ………… .. …… .. …… .. …...………… .. …… .. …… .. …...…叶.. 寸'1

コスト効率 1適正である|複数業者の見積もりを徴し比較検討して発注しており、適正である。

|課題

今の後方

向性

特記
事項

.. 

事業の終了
改善
時期

決算額(円7

268，920 

268，920 

臨時

L、



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室岡所(係)I 中央公民館

大項目(政策) 中項目(施策)

家庭や地域社会の教育カの向上 生涯学習推進体制の充実

厚陽公民館エアコン移設取付事業

事|厚狭地区複音施設の供用開始に伴い、仮設山陽総合事
~I務所のエアコンが不要となるため、厚陽公民館に移設を
事|行った。 I手段|取付設置工事及び既設機器撤去工事

要ー

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

工事請負費 519，000 408，240 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

;頂割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 519，000 

4E』コ 計 519，.000 408，240 dロ!>.. 計 519，000 

人件費概算 !人工数(淵人件間~ I官|叶恒画 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1取付箇所

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|取り付け工事費のみで老朽化した備品を更新した
妥トH・H ・....………..........・M・M ・..1.............................1
当 !自治体関与の妥当性|妥当である i市有施設。
性ト……"・M ・M ・-…・・…H ・M ・..…1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である

有 l.~望号守男.... 矢:...J空?と:.~.~~..1ヲ?ffと付与定
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 h.............;:..:....，...:.....;....:.......1

上位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である
効 1......:.;，..;.;.，.......;.....:.;..;.，:.....1
率 I受益者負担の適正化|適正である
性 1;..................................;........1

コスト効率 適正である|複数業者の見積もりを徴し比較検討して発注しており、適正である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.い

事業の終了
改善
時期

匹I17 I 

決算額(円)

408，240 

408，240 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局同室・所得)I 中央公民館

赤崎公民館EV設置事業

.従来より、赤崎公民館のEV設置については地域からの要望が
事|あったo新耐震基準も満たしていることから、平成28年度予算化
業|された。 2階の団体企画室の改築を行い廊下に変更。 1階のロ
概|ピー横及ひ(2階廊下横に新たにエレベーター室を設け、エレ
要lベーターを設置する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

手数料 32，000 32，000 

支 地質調査委託料 4，723，000 3，945，998 
出

設計委託料 5，512，000 2，363，362 
内
訳 工事請負費 35，746，000 35，391，600 

dロ』 計 46，013，0.00 41，732，960 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債 34，400，000 
内合
訳 その他

一般財源 11，613，000 

dEbコ. 計 46，013，000 

人件費概算 !人工数(人民|刈古田 |官民|無 h竺i一般

活動指標ま正雨)言葉福覆 H26 

llEV設置工事

2 

3 

目的ぬ妥当性 妥当であと5I利用者の利便性向上
妥 t.....・M ・..…-…..…H ・H ・-……寸……… 1

当 I自治{体本関与の妥当性 l妥当である|市有の施設
性 }ト“………..….“.宅ヤ山………….“….日….日.“……….“….. … .. “…….目….日….. “………..….日….日.目……….目….“….日.“……….日….目一.目.日……….目….“…..“……….. … .. …...…….目.目イ.

H27 

対象(受議者)の妥当性|妥当である|公民館利用者、障害者及び高齢者への対応

目標達成度 達成している
有 t:...........................................1
効 |類似事業の存在 l存在しない
性 ~......;....;.....;.......ó..............".:1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である

11券税制T'"千三zz:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の向方後性

特記
事項

コスト効率 適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

.レ

事業の終了
改善
時期

匹DD

決算額(円)

31，200，000 

10，532，960 

41，732，960 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト | 課E局・室・所得)I 中央公民館

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

公民館等施設改修工事(出合公民館)

事|外壁の一部モルタル(4平米)が落下、経年劣化により外壁に浮
l部が多数あることが判明し、 27年度予備費を充用、年度末に浮

業|部122平米を特定し、撤去工事を実施した。むき出しとなったコン
概|クリート部分に加え、撤去部分と残存するモノレタノレの隙聞から更
要|に雨水が浸透し、剥離を起こさせないため、壁面補修を実施す

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 17，500，000 15，595，200 

支
出
内
訳

合計 17;500，000 "15，595，200 

出合公民館

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 17，500，000 

dEbZ • 言十 17，500，000 

匹1 19 1 

決算額(円)

15，595，200 

15，595;200 

l人工数I瓦在乃人件費{円円 |交付税 1-__ I I =...:_，，，"'].， I .rL I 
| 0.251 971，8刈 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 |目標 1

1 I撤去工事 I.............................f 事 I I............................~ 守
100.0% 

21補修工事

3 

目的の妥当性 !妥当である|剥離の危険性がある壁面の補修、長寿命化に対応するもので妥当
妥 }…....................…........…| ・・|

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市有の施設を市が補修するものであり妥当
性ト……………H ・...……1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市有の施設を市が補修するものであり妥当

目標達成度 達成している|壁面補修及び階段の補修工事を完了した
有 t......，....……………...・H ・-…l

| 霊l類似事業の存在 |存在しない

同『斗雇員二伝説|説ぷ;ぶ院議長説記長i;説

効|帯主1*0)~王子|再三村I.~!?開設計???.ち.?.2!聖子.
率 I受益者負担の適正化|適正である
性ト…………………………1....……..................1

コスト効率 1適正である|競争入札、複数の見積もり合わせを経て発注しており、適正である。

課題

今の方後

向性

特記
事項

.. 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)1 中央図書館

大項目 f政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

病院出前図書館事業

査laEJ謀長22tZままfZ12TBくffよ民|対象|山陽小野田市民病院山口労災病院入院患者

主1'1、野田市民病院・山口労災病院に本を持参し、入院患者|手段|出前図書館
慨|への図書の貸し出しを行い、読みたい本のリクエストにもl l 

要|応じることで、読書の推進と愚者の心身の負担の軽減を|意図|読書の推進と患者の負担の軽減

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

燃料費 5，000 5，000 国庫支出金 e

支 財 県支出金
出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 5，000 

aEE3 h 計 5，000 5，000 dE』コ 言十 5，000 

匹LO

決算額(円)

5，000 

l人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税r-:i I A-:.l. :;$~'1 I _ ，，'" I 
人件費概算 r .----.-. 0.~1 -"~， 683'， 8801 I 算入 | 無 I I主計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 . I H27 I I H28 1目標 l

12回 1 12回 1 I 21回 |達成
1 1年間活動回数 r..........iz面… ..T.........iz.面・・H ・H ・"1 r'"・…T子苗…・1 度

l00.0% I 100.0% 
1，575冊 1 1，655冊1..............................&..... 

21年間配本冊数 1，566冊 1 2，047冊

99.4% 1 123.7% 

3 

目的の妥当性 妥当である|読書の推進という図書館業務であり、妥当である。

iiz--H弓妥当:[::zjESEE-5妥当1135場券三五百;:51jH52111122352;:::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|業務受入れを承諾した公的な病院であり概ね妥当である。

目標達成度= 、 |達成している l配本冊数等は目標どおりだが、利用者の希望と図書と若干異なる場合がある。
有ト…............................・....・M ・1......……………・・l…...・M ・.. 

効 |類似事業の存在 1 存在しない
性 1.ιH・M ・..............o…

上位施策への貢献度|貢献している|社会教育施設の充実に貢献しているo

'実施主体の適正化 適正である|図書館業務の一環であり、適正である。

il祥子H将棋r"日夜..，今日手5525校長;::::::二:

課題

v今の向後性方

特記
事項

コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はないロ

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局副室園駅係)I 中央図書館 回二己
大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

中央図書館管理運営事業

事|図書館を計画的な修繕・補修などにより継続的な施設の
業|保守・維持管理することで、図書館の利用者にとって安全
概lで快適な環境、そして充実した'情報の提供や発信を行つ

要|てして。
資料の選書、購入、貸出、レファレンス等の図書館業務

意図 i自己教育力の向上及び生涯学習機会の提供

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 11，478，880 10，517，906 国庫支出金

支 備品購入費 4，638，000 4，591，855 財 県支出金
出

委託料 4，809，600 4，148，025 
内

j原害Ij
地方債

内 J合
訳 使用料及び賃借料 465，000 426，230 訳 その他 使用料ほか 385，000 392，083 

その他 482，145 457，531 一般財源 21，488，625 19，749，464 

dE』コ 計 21，873，625 20，141，547 d民岳ヨ民 言十 21，873，625 20，141，547 

l入工数(人役)I人{崎市円 |交付税|鑑| 厄ムーλ l 
人件費概算 、 l' .-_... . 5.51 'i4，4O;'，4831 1 算入 | … 1 1会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標

133，000人 I136，000人 II 141，000人 | 達 成

1 I入館者数 I 128，153人 I138，593人 II 142.660人| 度

96.4% I 101.9% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|情報の提供拠点として住民のニーズも高く、重要であり妥当である。
妥 P・M・..…・“..........… ........~.....I・ 1

当|自治体関与の妥当性|妥当である|図書館法第3条、市立図書館条例第4条の規定により妥当である。
性 1....…………………ート・・ | 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|全市民(宇部市、美称市も含む)が対象であり、妥当である。

旧標達成度 |達成している|入館者数が目標を超えている。
有¥ト…....・H ・-…………..….1…...・M ・.......・H ・-…・l
効 1類似事業の存在 |存在しない

性斗元員二伝説|五福山;ぶ|五五副長言語i;説CG
実施主体の適正化 適正である|市が実施提供することにより、良質で安定したサービスが保証される。

l、効 r……....・M ・-………....・M ・…・1….目………….“………….“……….. …….日….“.“………….“…….“…….日….. ………… .. ………… .. ………… .. ……… .. …… .. … .. ………… .. …… .. …… .. … .. 叶.

率 l受益者負担の適正化| 適正である l施設{使史用料lにこつ1いJハ、てlはま、条例により定めている。
性1...………"山…..……"………....…………"山….....………….. …… .. …..…......・I・................…・…I

'課題

l

今の方
後

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。.. 
入館者は昨年度を上回った。平成29年度以降も蔵書やコーナー及ひ'職員研修によるレファレンスサービスの充実を図り、よ
り魅力的な図書館づくりを行う。なお、駐車場の確保については、市民館等隣接施設との調整により確保できている。また、
施設の老朽化により安全快適な施設の管理運営に支障があるものは、順次更新してして。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室明(係)I 中央図書館 匹I4 I 
大項目(政策) 中項目(施策)

家庭や地域社会の教育力の向上 生涯学習推進体制の充実

新刊図書購入事業

.市民の要望、地域社会の課題解決t~応えていくためには、充実した
事|図書館サービスを実施するうえで必要となる十分な量の図書館資料
業iを計画的に整備しなくてはならない。特に近年の情報化社会の進展
概|に対応し、レフアレンスブックや最新情報が入手できる各分野の新刊
要|図書や雑誌の拡充を図ることにより、市民の多様化・複雑化する情報

レファレンス図書、専門図書、雑誌、新聞等の購入、提供

.ニーズに的確に応えてして。

歳 出 予算現額(円)

図書購入費 3，200，000 

支
出
肉‘

訳

dEL 3 計 3，200，000 

人件費概算

活動指標または成果指標

1 I貸出冊数

2 

3 

決算額(円) 歳 入

3，200，000 国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

3，200，000 4E22 h 

H26 I H27 

250，000冊 I255，000冊

236，472冊 1282，999冊

94.6% I 111.0% 

計

予算現額(円)

ふるさと支援基金 3，200，000 

3，200，000 

一般

目的の妥当性 妥当である|図書資料の充実について、市民から強い要望があり妥当であるロ
妥 t.....………・・….........…….1.............................1

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|図書館法第3条、市立図書館条例第4条の規定により妥当である。
性 ト....・H ・...……・・・・…・……....1.............................1

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|図書館利用者が対象であり、妥当である。

目標達成度 達成している|目標どおりである。

ii桝予定:::::::::[::存:~~~~:~:::J
上位施策への貢献度|貢献している|社会教育施設の充実に貢献しているo

|実施主体の適正化 |適正である|市立図書館として、市民のニーズに対応する事業で、あり、適正である。
効 トi……… ……………| ・・・|

率 |受益者負担の適正化|適正である|図書館法第17条により、適正である。
|性 t;.;:;k;$.......;;... ， ...........I....~lË.~:~~....1

lコスト効率 | 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

.レ

決算額(円)

3，200，000 

3，200，000 

臨時

図書購入費の増額分により、最新の情報をより多く利用者に提供することができ、貸出冊数も増加した。今後も来館者のー
ズが増加すると予想されるため、蔵書やコーナー及び職員研修によるレファレンスサービスの充実を図り、魅力的な図書館づ
くりを行ってして。

課題
、

v今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性向 時期

望」



天項百T政葉7
家庭や地域社会の教育力の向上

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

様式1号(事務事業評価)

匹亡日平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 中央図書館

士 E図書館において貸出、返却、予約、蔵書検索等、各種業
芸|務を行うために図書館情報システムを業者から借り受け、
概|使用している(長期契約)。継続してシステムを使用するこ|手段|資料の貸出、返却、予約、蔵書検索等の図書館業務
要|とにより、安定した業務や利用者サービスを行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

システム利用料 5，744，000 5，743，608 

支 (厚狭図書館を含む)
出
内
訳

dEL 3 E十 5，744，000 5，743，608 

事務の効率化、利用促進

図書館情報システム管理運営事業

歳入 予算現額L円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 5，744，000 5，743，608 

dEbヨ. 計 5，744，000 5，743;608 

人件費概算 i人工数(人引入fZ2;。||想見|無|同問l一般 経常

H26 

25日

若動指標または成果指標

276日

1 Iシステム稼動日数(現在のシステムによる) 25日 276日

100.0% I 100.0% 

2 

通普

3 

目的の妥当性 妥当である|図書館業務を行うにあたり必要不可欠なシステムであり、妥当である。
妥 t..・M ・...…・…・・….........，.......1 ・ 1 

当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|図書館業務の根幹に関わるものであり、妥当である。
性ト………………………十 | 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|図書館利用者が対象であり、妥当である。

目標達成度 達成している|開館日に稼動している。il持者掠.........r王子51::
二

効

率

性

実施主体の適正化

上位施策への貢献度|貢献している|社会教育施設の充実に貢献している。

適正である|図書館業務の一環であり、適正であるロ

コスト効率

受益者負担の適正化 l適正である|図書館業務を行うにあたり必要不可欠なシステムである。

適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 中央図書館 回二日
大項目(政策) 中項目(施策)

家庭や地域社会の教育力の向上 生涯学習推進体制の充実

図書館施設整備事業(空調機器更新工事)

事|空調機器は設置から20年が経過しており、老朽化のため|対象|空調機器
業|故障が頻発し、維持管理費が嵩んでいる状態である。空~
概|調機器を更新し、円滑な図書館運営を行い、利用者へ快|手段|更新

|適な環境を提供する。 I l 
1~' o-.?J"Ió-;:..n;..lf.!.. ~~I"""''' -a，.IO I意図|快適な図書館利用及び経費節減のため

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

調査設計委託料 3，165，000 3，164，400 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 3，165，000 3，164，4001 

dEL コ 言十 3，165，000 3，164，400 ぷロ』 計 3，165，000・ 3，164，4001 

人件費概算 |人工数(淵人件1281|想見|無|恒到 一般 臨時

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1空調機器更新工事基本設計・実施設計

21空調機器更新工事

3 

目的の妥当性 妥当である 施設の充実は、利用環境の整備、利用者サービスの観点からも妥当である。
妥 ....・・・...，・・4・・・・・・・・・・・・・・・.................-・・・・・・・.....................-・・・・・・・・・...........................................................................................................................................................

当 自治体関与の妥当性、 妥当である 市立図書館条例第4条
性 ............................................ -・・・・・・・・・・・.................-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー.........................ー・..................・・・・・・ー...........................................

対象(受益者)の妥当性 妥当である 図書館を利用する市民が対象であり、妥当である。

目標達成度 達成している 実施設計が完了した。
有 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..............-・...........................-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................................................................
効 類似事業の存在 存在しない
性 -・・.........................................-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................................................................................................................................・・・・・・・・・・・・・・・..

上位施策への貢献度 貢献している 社会教育施設の充実に貢献している。

実施主体の適正化 適正である 施設の管理運営は、市が実施している。

効率
-・・・・・・・・・・・・・・・・・....................................................... ..........................................................................................................................・ー.........................................
受益者負担の適正化 適正である 施設の充実のためである。

性 .......................................... .. .......ー.......................................................................................................................................................................................... 

コスト効率 適正である 現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。.ト
課題

、今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

I =~ 



様式1号(事務事業評価)

匹E己平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 中央図書館

元項百I政東)

家庭や地域社会の教育力の向上

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

図書館施設整備事業(印刷機更新事業)

事l平成7年度わ蘭師寺古毛使用している印刷機は老朽化
業lし、故障が頻発しているため、機器の更新を行い、円滑な
概|図書館業務の運営及び利用者への情報提供を図る。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

庁用器具費 648，000 550，800 
、支

出
内
訳

AEb2 恥 言十 648，000 550，800 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 648，000 550，800 

dロ!>. 計 648，000 550，800 

人件費概算
I瓦工数(人役)1人件費〈円)I I交付税 1_1 長三一一1
| 0叫 肌 7叫|算入|無 II会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 I L_!:!主主ー」目標 l

完了 |達成

完了 | 度

活動指標ま元直球栗詣覆 H26 

1 1印刷機の更新

2 

通普

3 

目的の妥当性 妥当である|修理部品が生産停止となっており、早急な更新が必要である。

臨時

妥 r…・・………・"・・........…..，...……・・……・ 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である l市立図書館条例第4条
性トM ・M ・-………H ・H ・..........'.....1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|図書館を利用する市民が対象であり、妥当である。

目標達成度 達成してしも|事業が完了した。
有 t............・M ・...…・・…........…・・・I

効 |類似事業の存在 |存在しない

性斗通量二伝説|言語こヨヨ|ぷ副議雨量i;福山じる;
ー実施主体の適正化 |適正である|施設の管理運営は、市が実施している。

効 I~.....:.・H・ .ò.......……………1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|施設の充実のためである。
性いH ・H ・...…....・H ・...……..1.............................1

コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

.レ
課題、

今の向方後性 事業の終了
改善
時期

特記
事項



中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

様式1号(事務事業評価)

匹1 9 1 平成28年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 中央図書館

天事百I政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

図書配本回収連絡事業

士 l市民への利便性を考え、各地域(;:;ii)る分館、厚狭図書

芸|館、各公民館及び山口東京理科大学に希望図書の配本
概|や連絡、また各公民館に設置されたブックポストも含め貸|手段|分館や公民館への配本やブックポスト設置による回収

|出図書の返却本の回収を行い、市民サービスの向上と蔵
要|書の利用増進を図る。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

燃料費 40，000 40，000 

支 保険料 33，000 32，350 
出

自動車重量税 13，000 12，300 
内
訳

dEbヨh 計 86，000 84，650 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 86，000 84，650 

ぷE』コ 計 86，000 84，650 

|人工教は役刀 存葺南円 |交付税 IAm- I じ孟孟司
| 1.91 ιm叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 l

I 11施設 I 11施設 I I 11施設 |達成

1 1対象施設 I 11施設 I 11施設 1 I 11腕設 l 度
100.0% I 100.0% 

100.0% 100.0% 

100日

100.0% 普通

21配本回収日数
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目的の妥当性 妥当である|近隣施設での貸出、配本、回収は図書館利用の増進に必要であり、妥当である。
妥 t...・M ・....・M ・...…・・…........…寸 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|図書館法第3条、市立図書館条例第4条の規定により妥当である。
性 f.....~;.....…………H・H・...…，.............................，

j対象(受益者)の妥当性| 妥当である|分館、厚狭図書館及び各公民館等を対象としており、妥当である。

目標達成度 達成している|配本回数100%である。
有 t............................................j
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 fi1ft雇通二ぷ言語|員証ぷ;計五五議長幅広元是正誌にモ弓;
実施主体の適正化 適正である|図書館業務であり、市で行うことは適正である。

効 t...........…・・......・H ・-…・・・・・・・・・・・・.j.............................j

|率陥負担叩じ|適一|近隣施設での貸出一一勧一一ある
:性 f~.....:.................;.;....;..............I............................. ，

|コスト効率 |適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。.ト
、課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)1 厚狭図書館 INol 1 1 

厚狭図書館運営事業

雫佐 E 蚕雇平面域社会の教育力の向上を図るため、図書館の
芸|地域情報センターとしての機能の充実及び情報収集・提
概|供を行う。また、新図書館への移行に伴い、更なる情報提|手段|資料の選書、購入、貸出、レフアレンス等の図書館業務
要|供を強化していく。

歳 出 予算現額(円〕 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 274，000 268，000 国庫支出金

支 需用費 1，347，694 1，343，380 
出

使用料及び賃借料 2，344，800 2，318，966 
内

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 備品購入費 2，647，200 2，631，702 訳 その他 コピー代等 20，000 100，910 

その他 43，452 26，142 一般財源 6，637，146 6，487，280 

合 言十 6;657，146 6，588，190 .g. 計 6，657，146 6，588，190 

iJ人工数(人役)1人件費(円)] r受付税r-:I 1 .6.~.L"'"， tlrl 1 ~ "'''' 1 
人件費概算 1 6.31 即~~'，~~61 I 算入 | 無 I I~計種別| 一戸 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H2q.. 1 H27. 1 I H28 1目標 l

I 36，000人 I 24，000人 I I 36，000人 |達成

1 1利用者数 r 32，048人 1 28，298人 1 r 49.598人 l 度

21年間貸出冊数

3 

目的の妥当性
l 妥 t什"山…….. 山….. 

84.06% I 117.9% 
a90，000冊 I66，000冊

.‘・...
84，049冊 1 86，366冊

93.39% 1 130.85% 

|妥当である|情報の提供拠点として重要であり妥当である。

当 |同自治{体本関与の妥当性| 妥当である|図書館法、杜会教育法第5条第4項第9号、市条例の規定により妥当であるロ
性}ド"………….. ………….“…… .. …… .. ….“………… .. …….“…….“………….“山….“山….. ………….“…… .. …… .. ….日.二........…...・H ・ . . . 十 |

対象(受益者Jの妥当性|妥当である l全市民を含め利用者としているので妥当である。

1有<I里子空里子 ...1 幣~~:.~.~~..I.~~!所主今.雪史明君!汗主竺::7!Jごと-Cv\~o
効 1類似事業の存在代、 |存在しない

12雨量二雨量判断潟両副長i;品川
J実施主体の適正化 μ| 適正である l市が実施提供するととにより札、良質で安定したサ一ピスが保証されている。

効効Ilヨド一ヨL一."叫"〆

7察 .'1受益者負担の適正イ化ヒ| 適正である|図書館法第1口7条の規定により札、公立図書館は利用に対する対価は徴収しなbい、吃とされている。

I己竺竺ι1主主?叶生片?叶吋竹;L1Ifムlfr|!!一日 ~~一…一1勺川h÷J 11| | 12スド効率 I適正である I現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地がな川。

.レ
， 一九 、〆 〆

課題

“… 

4 今の向方性後 J 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

LJ墾



様式1号(事務事業評価)

平成28年 度事務事業評価シート|課E 局・室・所(係)I 厚狭図書館

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育カの向上

事|本に出会うことができる環境づくりは重要であり、図書館
業|の利用はマタニテイブ、ツクスタートから始まることから、幼
概l男拐、就学前の児童に対する取り組みとしてこの事業を

要 I~丁フ。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 4，135 4，135 

支 燃料費 8，865 8，349 
出

保険料 2，048 2，048 
内
訳 機械器具借上料 21，000 20，593 

dE』Z 計 36，048 35，125 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

合 計

予算現額(円)

36，048 

36，048 

人件費概算 1 !人瑚人間人官~~61 1想見|無川主語 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 1 百27 1 I H28 l日謹

1 1年間活動回数

21活動実施幼稚園・保育園数

3 

1....二二二....二二....二j::::::::::

;謂:..........f...........~.望:...........1川J...........~.翠E 
100.0% 100.0% 100.0% 普通

|目的の妥当性 |妥当である|読書推進の一環として、図書館業務の役割を果たしており、妥当である。
妥，.~，...，..，…M・M・-………M・M・…1...........… l

当、|自治体関与の妥当性|妥当である|市が実施することにより、良質で安定したサービスが保証される。
性}←…....................……・1.............................1
| I対象{受益者)の妥当性|妥当である|園児を対象とした事業であり、妥当である。

有~l恒号幣予狩手烹 ，.:.，.J快空勿?町どピ日忠r三三士力士史Itど史史叶Itど竺吹，\三三対:汚三対T三~..I.門.円明勢空号:二史門男.翌門門号?門雪雪.警閉翌空幣門E竺竺切空E担I f;:汗升守門望史?芝;I?空~px;と巳ピL--Clt士y

、効I類似事業の存在 ! 存在しなしい、/

性jエi誠二伝説|説モ;;計五三副長保証日;
t実施主体の適正化 |適正である|市が実施することにより、良質で安定したサービスが保証される。

効 r…..............・...…..…H ・H ・-…寸 1

率 |受益者負担の適正化|適正である|公立図書館資料の利用であり、対価を徴収しないのは当然である。
性ト………………一…|… | 

コスド効率 …i適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地がない。

.レ

回二日

決算額(円)

35，125 

経常

市内の幼稚園及び保育園を訪問し、絵本の読み聞かせ等を行っているが、職員の読み聞かせ技術向上が課題である。
、

課題

今の後方

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 厚狭図書館

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

様式1号(事務事業評価)

匹1 3 1 

図書配本回収連絡事業

事|市民人-(J);利便性を考え、中央図書面亙v各公民館に希
:::1望図書の配本や連絡、また各公民館に設置されたブック
毒|ポストも含め貸出図書の返却本の回収を行い、市民サ}
要|ピスの向上と蔵書の利用増進を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 68，920 68，920 

支 燃料費 46，386 46，386 
出

保険料 14，000 12，290 
内
訳 機械器具借上料 180，000 176，515 

.g. ヨ 言十 309，306 304，111 

綴 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 309，306 304，111 

.g. ヨ 計 309，306 304，111 

l人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1<1m: 1 1 .6.;;.吾町 1 ~mlù 1 
| 0.81 抑制~ I 算入 |無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. H26.. 1 H27 1 I H28 1目標

1 11施設 I 11施設 I I 11施設 |達成

1 1活動対象施設数 I 11施設 I 11施設 1 I 11筋設 l 度
100.0% 

110日
間
-
目

、
九
一
円
U

印…ー一

1
ム

t
i
-
-
i
 

100.0% 

110日

110日21配本回収日数 110日 110日

100.0% I 100.0% 

3 

|目的の妥当性 l妥当である|配本車両で早く回収することにより、市民サービスの向上と利用者拡大を図る。
妥}…............................・M ・-…..1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|図書館業務であり、市で行うことは妥当である。
性 f.....，;.……………..，...;...1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|中央図書館及び各公民館等を対象としており、妥当である。

目標達成度 達成している|活動施設数、配本回収日数ともに目標に近い達成度である。
有 1.....................，....，.................1
効 j類似事業の存在 |存在しない

性Jエ副長二伝説|説ぷミ|ぷ言語元副長i;証二日;
|実施主体の適正化 |適正である 1図書館業務であり、市で行うことは妥当である。

効ト…………...・H ・............1.............................1
率 l受益者負担の適正化|適正である|近隣施設での貸出、配本、回収は図書館利用の増進に必要である。
性 Lい・………………………1.............................1

コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地がない。

今後、利用施設(福祉施設)数の拡大を目指しているが、利用状況の把握が課題である。

課題

i今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.レ

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所(係)1 厚狭図書館

支
出
内
訳

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

時間外手当 800，000 178，836 国庫支出金

消耗品費 100，000 98，821 財 県支出金

調査委託料 4，686，000 4，685，000 
源割

地方債 95号も 34，500，000 
内合

工事請負費 35，356，000 35，355，420 訳 その他

一般財調 6，442，000 
.A. 言十 40，942，000 40，318，077 ロ .g. 計 40，942，000 

人件費概算
i人工数(人役)1州晴雨刀 |交付税1:1 r::一
| 0吋 2，028，叫 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般

活動指標または成果指標 H26 

※上段:目標中段:実績下段.達成率

H27 I I H28 I目標

1 I厚狭図書館の解体工事

達成
度

2 

3 

匹E己

決算額(円)

34，500，000 

5，818，077 

'40，318，077 

臨時

目的の妥当性 妥当である |山陽小野田市厚狭地区複合施設条例により、移転することになるため、市の施設を解体するのは妥当である。

i lE併殺到::~~:~~~::::J日時五房長H5555:Y5F51三三五五:::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である

目標達成度 '達成している|計画どおり解体が完了している。
有 t..・....・....・M ・....................・H ・-・・1

効 |類似事業の存在 1存在しない

七|エ雨量二ぷ言語|説日.~.~~..I副議二説副長長42:説CE;;L;
I実施主体の適正化 ，I適正である|市が所有する施設の解体であり、適正である。

| 効 h.:.;・.....・H ・..…..……・・"“.;.;.;.1.............................1
率 1受益者負担の適正化|適正である|市が所有する施設の解体であり、適正である。
性 L……………よ…….1.............................1

課題

今の後
方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|入札により解体業者を決定しており、適正である。.. 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 厚狭図書館

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

厚狭図書館土地境界線測量事業

手段|専門家(測量士)に境界線を測量してもらう。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

測量調査委託料 1，355，000 1，242，000 国庫支出金

支 員オ 県支出金
出

内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1，355，000 

ぷE』Z 計 1，355，000 1，242，000 dロL 計 1，355，000 

人件費概算
は工語T瓦優乃 再葺{円)I I交付税 I-1=- I I ....o..."-.L:t'" 1:1，' I 
| 0叫 肌市II算入|有 II会計種別| 一般

若覇霜寝言正面画栗霜穣

1 1土地境界線測量

2 

3 

H26 H27 

回二口

決算額(円)

1，242，000 

1，242，000 

臨時

l目的の妥当性: 、| 妥当である |山陽小野回市厚狭地区複合施設条例(樽移転することω)により、賃借地を返還する前に行う事業であり妥当である弘。

妥}ト..….

当 |同自治体関与の妥当性|妥当である|市が賃借人なので、市が関与するのは妥当である。
性 }トトい"…………..……..…………..……..……..…...…………..…….“……..…..“……….一..…..……・・…・1.............................1

対象(受益者7の妥当性1妥当である l厚狭図書館用地の地権者2名が対象になる。

有ザ幣里 :1戸.町三I.!~~~.:~.?，丹空.明竺照tyj壬
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 l~.... ・M・-…...・.........・......・M・......1.....・M・-

E上位施策への貢献度|貢献している|新施設への移行に伴う事業であり、貢献している。

実施主体の適正化 適正である|土地境界線測量事業については市が主体で実施すべきで、あり、適正である。

i 医場券労定日三五日開村券子ヨヨ5ヨ長日日夜E55-z;:::

課題

今の向性後方

特記
事項

コスト効率 適正である|入札により測量業者を決定しており、適正である。... 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 青年の家

青年の家管理運営事業

事|青平面蚕研修棟、天規正7本育館等の維持管理を行って
業|いる。現在、山陽地域の重要なスポーツ拠点施設として、
概|活用が図られている。

婆

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 72，000 72，000 

支出 需用費 3，805，356 3，521，092 

役務費 120，000 107，027 
内
訳 委託料 2，513，949 2，513，949 

使用料、備品、公課 198，560 197，305 

dE』コ 計 6，709，865 6，411，373 

匹I17 I 

t量 入 予事事覇(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 602，000 499，851 

一般財源 6，107，865 5，911，522 

d回』 計 6;709，865 6，411，373 

は工数(人役)1人件費(円)I I交付税 lムI I A 'll:ACI，' I ~~'" I 
人件費概算 I 2叫 刷~I 算入 |無 II~計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 1目標 l

I 19，000人 I 19，000人 I I 19，000人 |達成

1 1体育施設利用者数 I 18，731人 r iS-，723人 I r 17，458人 l 度f

98.6% I 98.5% I I 91.9% 

1，000人 1 1，000人 1 I 1，000人
21研修棟、天文館利用者数 r....."ï;部品χ…T…・ï:ïï~8)~"""1 r…i;2:giX..... 

130.0% 118.8% 通普129.1% 

3 

l目的の妥当性 |妥当である|宿泊研修は休止、体育施設としての利用が主となっている。
妥 ~""'"……....・..…...・H・-…・・・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である
性 t……………H ・M ・.;...........1.............................1

l対象〈受益者)の妥当性|妥当である|広く市民をはじめ、近隣他市からの利用者も多いロ

有l.~;~秀男子 :...，.， .1 黙町三I.~~~竺幸男f長士三
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 L......................;....;，.......;.:...I

|ι」土位施策への貢献度|貢献凶、る|社会教育施設の充実に貢献凶唱。

I /" I実施主体の適正化 |適正である|市が管理する施設であり、適正である。
効ト.....…日......…ムH ・H ・-…..1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|利用者へ使用料を課している。
性 L……………"・H ・H ・.....・p・1.............................1

コスト効率 適正である|必要最低限の経費となっている。.. 
、現在、体育館、運動広場の利用者が殆どで、青少年のスポーツ施設として活用されている。
将来的な施設の位置づけについて全庁的に検討をしていく。

ヤ

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I 社会教育課 社会教育係

大項目(政策) 中項百て画嚢7
家庭や地域社会の教育力の向上 生涯学習推進体制の充実

花いっぱい運動事業

~I花の生育を通じて、青少年健全育蔵元或の連帯感を育
芸|む。苗の無料配布により花壇づくりを奨励、秋に花壇コン
概iクーノレを実施し、優秀な団体、個人を表彰する。その他、

回二百

|フラワーマップを作成し、ホームページに掲載。写真展を
要|市内施設で開催し、「花いっぱい運動」をPRする。 I意図|環境美化、青少年健全育成、地域・団体の連帯感を育む。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報償金、賞賜金 83，000 50，000 国庫支出金

支 消耗品費、食糧費 268，000 226，693 財 県支出金
出

印刷製本費 16，000 14，580 
内

源割
地方債

内合
訳 通信運搬費 9，000 324 訳 その他

花壇整備業務委託料 461，000 460，950 一般財源 837，000 

4E』ヨ 言十 t 837，000 752，547 aE』2 計 837，000 

人件費概算 |人工数悦|人T1371|官|無|匝画 一般

一活動指標または成果指標

花いっぱい運動参加団体数
(花壇設置箇所数)

21花壇コンクール参加団体数

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 官デ寸 I H28 1目標
60団体 I 60団体 I I 60団体 |達成

84f団体 I 96団体 I r 89団体 l 度ι

40団体 1 40団体 1 I 40団体

33団体 1 32団体 1 I 31団体

82.5% 80.0% 77.5% 1普通

，目的の妥当性 |妥当である|青少年の健全育成、地域連帯感の醸成を目的としており、妥当である。
妥}………H・H・-…………........ト...........................1
当...1自治体関与の妥当性|妥当である|市の環境美化につながるため、自治体関与は妥当である。
性;ド………………………1.............................1
} |対象(受益者)の妥当性| 妥当である l広く市民に参加を呼びかけており妥当である。

有 r目標達成度 |達成している|目標達成度とは別に、生育に関わる過程にも注視することが必要

効目類似事業の存在 |存在しない|花壇コンクーノレは、社会教育課でのみ実施している。
ι 性ト…….........…・・・…・..+............................1

11上位施策ベの貢献度|貢献している|社会教育活動の充実に貢献しているo

I実施主体の適正化 |適正である|市が実施主体であり、市の環境美化につながることから適正である。
卜、効いH・H ・....………………1.............................1
率 I受益者負担の適正化|適正である|市の環境美化をすすめるためのもので、適正である。
性ト…....・H・......・H・....………1.............................1

Iコスト効率 I適正である|花を育てるだけではなく、つながり生み出す事業であるため、適正である。... 
春と秋の苗配布に加え、平成27年度からひまわりの種配布、翌28年度からは、サワヒヨドリの苗配布を始めた。
様々な事業を年聞を通じて行い、その中で参加者、協力者のつながりが更に広がるような取り組みが必要o

課題 また、育苗を委託している厚陽地区緑と花の推進協議会の会員減少により相対的に団体の負担が増加している。

752，547 

752，547 

経常

対策としてみつぱ園での育苗を7年前から行い、負担軽減の取り組みをすすめているほか、苗配布の参加者にも苗配布に関

今の同方性後

特記
事項

する作業への協力を呼びかけている。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺・室・所得)I 社会教育課 社会教育係

中頃目(施策)

生涯学習推進体制の充実

事|社会教育関係面再尋の運営費や事業費の一部を補助す
:!:Iる。社会教育関係団体(市連合女性会、校区女性会・婦
歪|人会、小・中学校PTA連合会、青年団体連絡協議会)へ
霊|の特別助成。その他スポーツ少年団、市子ども会育成連

l絡協議会、ボーイ・ガーノレスカウトへ振興補助金を助成。

歳 出 予算現額(円) 決算額C円)

社会教育関係団体特別助成金 1，190，600 1，041，500 

支 社会教育振興補助金 356，400 356，400 
出
内
訳

dE』3 言十 1;547，000・ 1，397，900 

社会教育関係団体等の育成・支援事業

緩 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 1，547，000 

dロ』 計 1，547，000 

人件費概算 !末工可M人件1221|設|無|恒画 一般

活動指標またI孟蔵栗?嗣事

1 1交付団体数

21構成員数

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 官互すーっ I H28 I Iヨ題

:::::?草壁二1--二部二J 1::::::X?瓶二医
3，347人 3，378人 3，235人

匹亡口

決算額(円)

1，397，900 

1，397;900 

経常

目的の妥当性 |妥当である|社会教育団体の活動が活性化することを目的としているため妥当である。
妥 1.;.;.;.;・....…..…………斗 l
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性ト…………………一1.............................1

.対象(受益者)の妥当性| 妥当である|社会教育団体を対象としており妥当である。

目標達成度
有 }…..・・・…………........…H ・，.............................，

'効一|類似事業の存在 |存在しない|社会教育団体を対象としているため、類似の事業はない。
:性 1………?……...・H ・-…........1……………・|

上位施策への貢献度|貢献している|社会教育活動の充実に貢献している。

実施主体の適正化 適正である|社会教育団体を対象としており適正である。
効 ト里?叫ザ里?叫ザ.“正~冶ぜ、

率. 1受益者負担の適正化|適正である l本市の社会教育施策に貢献しており臥、社会教育施設の利用料減免は適正である。
性 〆 I卜い"………“一……..……..寸.寸一f一.一….円円t

課題

今の向方性後

特記
事項

コス卜効率 入| 適正である|団体の事業内容について助言を行い、協働することによつて新たな事業展開を行つており弘、適正である。.. 
社会教育に寄与する社会教育団体への補助は必要。交付に当たっては、目的や事業の検証に留意しながら、適正な執行
に努めていく。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜・局官"所(係)I 社会教育課 社会教育係 回二日

全 l公民館での講座が中心となるが、これとは別k::全市的fi.
霊|事業展開が望ましいものについて実施。具体的には、高
概|齢者学級の開催や連合女性会主催の「いきいきカレッジ」
要|への支援を行っている。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 168，000 64，000 

支 普通旅費 6，000 。
出

自動車賃上料 125，000 125，000 
内
訳

ft 計 299，000 189;000 

歳入 、 予算現額(円) 決算額(円)

財

国庫支出金

県支出金
源割

地方債内合
訳 その他

一般財源 299，000 189，000 

4E』2 計 299，000 189，000 

|人工数(人役)1人件費(同)I I交付税 I":"'-1 r:瓦一一1
人件費概算 1 0.11 577，叫 | 算入1無| 会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27. I I H28 1目標 l

400人 1 400人 1 I 400人 |達成

1 1しあわせ学級参加者 1 478人 r-384人 1 r 385人 l 度

21いきいき市民カレッジ参加者

川
一
以
一
以

6
-
4
ニ
2

9
一6
…8

町
一
一
以
…
以

四
一
辺
一
引
い

201. 72% 128.59% 74.2% 普通

3 

目的の妥当性 妥当である 1rまちづくりJにつながる「ひとづくりJのための事業であり妥当である。
妥 t...・H ・-・・“..................…...・M ・...1.............................1

|当 ↑自治体関与の妥当性|妥当である|社会教育法で地方公共団体の事務と定められており、妥当である。
性 f...:.;:..，.....……・…….:;.....1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|広く市民が参加しており、妥当である。

目標達成度 達成している
有 t..，...，........，....................."..'...1
効 1類似事業の存在 |存在しない

性判長員二雨量判長記モ;;る|長議長記誌記長是正副日;

ー実施主体の適正化 |適正である 1rまちづくり」につながる「ひとづくり」のための事業であり妥当である。
効}………"………....・..，..;，.1.............................1
ゐ率 |受益者負担の適正化|適正である|適正な負担を負っている。
¥性 L………………………1.............................1

l γ 口スト効率 適正である|経費は有効に活用しており、適正である。

.レ
「しあわせ学級」については、開催場所が、小野田地区のため、山陽地区からの参加者が少ない。併せて、参加したくなる講
座とするため、内容の充実に努める
いきいき市民カレッジも様々な分野の講師を招へいしているが、今後も受講者が継続して受講したくなるような講座を設ける

課題 ため、内容の検討を行っていく。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課開局圃室・所(係)I 社会教育課 社会教育係 匹亡日

歳 出 予算現額(同J 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

報償金 115，000 78，000 国庫支出金

支出
消耗品費 54，000 53，084 

内
印刷製本費 410，000 365，592 

財 県支出金

源内 割合 地方債'

訳 通信運搬費 92，664 92，664 訳 その他

物品賃上料 9，000 8，000 一般財源 680，664 

d回』 計 680，664 5g7，340 dロL 計 680，664 

人件費概算 l人工数(法|人tZ。||想見|無 IF同| 一般

若覇宿寝言正面語裏福覆

出席者割合
(出席者数/全対象者数)

※上段:目標中段:実績下段:達成率
H26 ... I 官デ寸 I. H28 |目標 l

.0% 1 75.0% 1 I 75.0% 1達成

75.6% 1 77.1% 1 I 75.3% 1度

100.7% I 102.8% I I 100.4% 

決算額(円)

597，340 

597，340 

経常

2 

良い

3 

目的の妥当性 l 妥当である|成人を祝い、成人の自覚を促す目的であり妥当である。
妥 トH ・H ・...…....・M ・，;.:......;:.:;...:.，.1…・・・・・・・・ ..1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|通過儀礼を教育的観点から位置づけるため社会教育課で実施。
性~.:.:..………………川…+............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|文字どおり成人に限定されており、妥当である。

有 l.~.~空幣 ;;.:1予三1t三|竺:雪.??!??.ぞ三戸日空t?， ~竺守点目1t\壬
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 [t{ft属議:二伝言語-長|言語CE;ミ|副長Xi;員長・長瓦:通説記長首長伝説:込長言語通;;員長こそi長;

実施主体の適正化 適正である|大人の自覚を促し、またコミュニティに大人として迎え入れるためのものであり適正である。

il号令税制T...日ZEE-H552211115ち2355:主主j;::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 適正である|必要最小限の支出であり適正である。

..... 
前年度の成人式では、粗暴な態度をとった参加者により式が中断するなど、課題の残る式になったため、本年度は、職員

を増員したほか、警察にも協力を要請した。その他、保護者席を設けるなどの取り組みを行い、厳正な雰囲気の中で式を行う
ことができた。

課題 今後は、高校生ボランティアに協力を要請する等の取り組みを検討したい。

、i

今の向後方性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所得)I 中央図書館

中項目(施策)

生涯学習推進体制の充実

事|読書会や児童文学講座、図書館講座、文化講演会等の
業|読書推進活動を通して学習機会の増進を図る。

概

要

読書会等読書普及事業

歳 出 予算現額(円) 決算額〈円) 蔵 入 予算現額(円)

講師謝礼 354，000 350，000 国庫支出金

支 員オ 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 354，000 

ぷロ』 計 354，000 350，000 ぷロ』 計 354，000 

人件費概算 !人工数(人間人122;81| 鷲見|無 I~竺l
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 1 百互すーっ I H28 1日謹

1 1児童文学わいわい講座参加者数
1.....設

21図書館フェスティバル参加者数 1，566人 1，634人 1，864人

良い

31ぬいぐるみの図書館おとまり会参加数
.~~~*.......+.........~~.}=..........I J..........~~~* 
176.7% 123.3% 115.0% 

目的の妥当性 妥当である|教育力の向上につながるため、妥当である。
妥、 t......・.......................……......，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|図書館法第3条、市立図書館条例第4条の規定により妥当である。
性ト………・・……............…..1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|全市民が対象であり、妥当である。

目標達成度 達成している|概ね良好である。

i i村晃子百:::::::::IHFE51:::::::::::::::
上位施策ヘの貢献度|貢献している|社会教育施設の充実に貢献している。

実施主体の適正化 |適正である|図書館の重要な業務のひとつで、あり、適正である。
効}……......………....・H ・..1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|読書普及のためである。

|性 t~:;:~~h~(..~.，...;.:.， :....'.:l...~;;;;.~~;:...l
lコスト効率 |適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.ト
図書館フェスアイパノレに参加する団体を増やし、内容の拡充を図る。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I10 I 

決算額(円)

350，000 

350，000 



平成28年度事務事業評価シートi課・局 E室・所得)I 中央図書館

天項目(政策) 中項百円極東7
家庭や地域社会の教育力の向上 生涯学習推進体制の充実

様式1号(事務事業評価)

匹I11 I 

山陽小野田市こども読書活動推進計画(第二次計画)推進事業

事 l平或記存度に策定した~許画立基ヲ正子どもの読書活
~I動を推進するための事業を行う。主な取組として、「絵本
義|でわくわく子育て講座」等や乳幼児向け(3歳~端)ブツ
要|クリストの作成を行う。

十歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 200，000 200，000 

支
出

内
訳

合'計 200，000 200，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 200，000 

dEbコ. 計 200，000 

目 車 ， E E .. 包

人件費概算 |人工数(人間人T1261|想見|無|同問| 一般

活動指標または成果指麗 H26 1 H27 

480人 1 500人

1 1["絵本でわくわく子育て講座J参加者数 156人 1 95人

32.5% I 19.0% 

21["乳幼児おはなし会J参加者数 504人 588人

31個人への児童書の貸出冊数 ....58:.1ES高....r.. i7':.f35i幅… 81， 540冊

目的の妥当性 I妥当である|読書の推進という図書館業務であり妥当である。
妥 t..・H ・........…………・・…・1・ 1 

決算額(円)

200，000 

200，000 

臨時

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|子どもの読書活動の推進に関する法律により策定した計画であり、妥当であるo

t 性ト………….........……..1.............................1
対象(受益者)の妥当性l妥当である|本計画の対象となる子どもの年齢は、概ね18歳以下であり、妥当である。

目標達成度 |達成している|児童書の貸出冊数は、目標を超えている。
有 ト.......山・...........・H ・-一……・・・・|………・…H ・H ・......1.

効 |類似事業の存在一 |存在しない

性副詞ぶ記長説|説じ不完|長手当面長編是正員長こそ;;七;

実施主体の適正化 適正である|図書館業務の一環であり、適正である。
効 t..，.......…....・H ・…・・…........…，.............................，

率 |受益者負担の適正化|適正である|子どもの読書活動の推進に関する法律に基づき、適正である。
性}…………......・H ・-……….+............................1

1コスト効率 i 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

、

課題

J 今の後方

向性

特記
事項

... 
図書館で開催していた「絵本でわくわく子育て講座」を、平成29年度から市内の幼稚園・保育園に出前に行く「絵本で子育
て出前講座」へと変更し、より多くの方に絵本の楽しみ方を知ってもらう。、

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 社会教育課 人権教育係 回二日

学校支援地域本部事業

......1平成20年度から22年度に国の100%委託事業として実
裏|施。岬度から「地域協育ネット」として、「放課後子ども教
皿|室事業Jr家庭教育支援事業Jとあわせて事業化される。
芸|配置されたコーディネイターが学校のニーズを把握、地域

lの人材パンクからボランティアを派遣する制度。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 50，000 45，000 

支、 旅費 22，880 22，880 
出

需用費 100，000 91，008 
訳内 役務費 185，000 177，360 

委託料 5，109，000 5，104，845 

dE企コ‘ 言十 5，466，880 5，441，093 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2/3 3，642，000 3，627，000 
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 1/3 1，824，880 1，814，093 

dE』コ 計 ， 5，466，880 5，441，093 

人件費概算 |人瑚人?;|人11;231|官|有|同判一般 経常

活動指標または成果干言覆

…人
目
内
ぺ
U

H
n
J

“
 

ヨ
一
人
…
人

M
1
i
h
-
n
H
u
"
p
h
u
 

r
=
-
n
U
H
η
J
 

H

一n
f
s

1
一蹴…蹴

1 1地域ボランティア登録人数

21実施校数

一L
-
校
一
枝

て

-
-
n百
九
口
口

一1
一
校
…
峨

…-r……・1・・……--IH・H・-…1 r..........i……・・1

31活動の延べ人数
同・・・・・五:.6Ö3)~....r....26"j4.7χH・H・

50，692人

目的の妥当性 妥当である 1r地域の子どもは地域で育てる」という意識の醸成をめざすものであり、妥当である。
妥 t.;..…………・・…........…1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |地域ぐるみで子どもを育てていく意識の醸成はまちづくりにも寄与するものであり、妥当である。

l 性~........…・………………1.............................1

ヨ対象(受益者)の妥当性| 妥当である|学校支援の諸活動は、地域住民のつながりを促進するものであり、妥当である。

1.. ;~目標達成度 |達成一|実施跡目標を達成しておりー動向吋
有，.:.， ~.....，.;;".;~.......，.，.....;;.....，......;I.............................1 

γ 効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二記長雨|言語以;五院議長証言語語通伝説日目;
実施主{体本の適正化 |適正である|学校支援事業の推進に係る支援は、市が主体で実施すベきであり弘、適正である。

F、効効 吋 }トトト日…………..…………..……..……..…..………..…..…..一.一一J
率 l受益者負担の適正化|適正である|学校支援事業の推進に係る支援は、市が主体で実施すベきであり、適正である。
性}ド"…………..…………..……..……..…..………..一……………山1.............................1

|コスト効率 |適正である|経費は有効に活用しており、適正である。

4易
一学校寄りの組織である「学校運営委員会」に対し、地域側に軸をおいた「地域学校協働本部Jを置くことが提唱されている。

「教育を通じての地域創生Jを目指す国の考え方を具現化するまではいかないが、地域に軸足を置いた中間支援組織の役

課題
割を公民館が果たすことで、学校だけでなく、他の地域資源の活用を通じて、地域教育力の向上を目指したい。

の今後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項、



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局 室 ・ 所 得 )I 社会教育課 社会教育係

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

事|学校外の居場所づくりをすすめるT放課後子ども総前ラ
lン事業」に基づいて平成20年度から実施。 23年度から「地

業|域協育ネットJとして、学校支援地域本部事業、家庭教育
概|支援事業とあわせて事業化されたもの。山陽地区5校区
要|の小学校で実施している。

歳出 予算現額〈円J 決算額(円)

報償費 1，395，000 1，071，000 

支 旅費 8，000 。
出

需用費 45，000 18，816 .'内

訳 役務費 248，000 218，346 

委託料 685，0001. 479，000 

4E』ヨ 計 2，381;000 1，787，162 

放課後子ども教室事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2/3 1，586，000 
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 113 795，000 

dE』3 E十 2，381，000 

匹I5 I 

決算額(円)

1，191，000 

596，162 

1，787，162 

| 九時 |人工数引人官211|宝jpt|有 II封印| 一般 | 経常

※上段t目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 |目標 l

1 1実施回数 |二

21参加者数 …--T;Z68X-…T…・・2;32.x------

31安全管理員の登録者数 83人 83人

-. 
1，784人

75人

良い

目的の妥当性 妥当である Ir地域の子ともは地域で育てるJという意識の醸成をめざすものであり、妥当である。
妥 t…………………・・……・I…・・ 1 

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|地域ぐるみで子どもを育てていく意識の醸成はまちづくりにも寄与するものであり、妥当である。
性， • F"~;.........………………H・I・H・ 1

11対象(受益者)の妥当性|妥当である|本事業は、子どもの健全育成に取り組むものであり、妥当である0

.目標達成度 γ. ." 1達成している|事業実施の回数は目標を達成している。
有 ~，..・M・4・…・…・・・…..………1.............................1

効 |類似事業の存在 | 存在する |小野田地域では、児童館で放課後の居場所づくりが行われている。
性 ι ト……………………1.............................1

一品一l:t位施策への貢献度|貢献している|主扶教育と社会教育の連揖に貢献しているn

J実施主体の適正化， I適正である|本事業の推進は、市が主体で実施すべきであり、適正である。

平ヘ受益者負担の適正化|適正である|本事業の推進に係る支援は、市が主体で実施すべきであり、適正である。

|性|!?竺 t L 1 | |  d.  Iコスト効率 |適正である|経費は有効に活用しており、適正である。.. 
'現在は、「放課後子供教室事業」と「土曜日の教育活動推進事業Jを実施してる。また、国は平成26年度に「放課後子ども総
合プラン」を策定し、児童クラブ、とともに全ての児童を対象として総合的な放課後対策を推進している。本市においても、子ど
も子育て支援事業計画や需要に沿って、事業のすすめ方を検討していく。

課題

、今の向後方性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 中央図書館

様式1号(事務事業評価)

匹仁司

学校図書館支援事業

"""="1児童生徒が良い本と出合え、読書習慣を身に付けられる
芸|ように図書館職員が市内小中学校を巡回し、推薦図書
概|の紹介や、本の読み聞かせ、本の閲覧・貸出を実施する
要|ニとで、読書環境を整え、読書活動の推進を図る。

市内小・中学校の児童・生徒

学校を巡回し、図書館の説明や図書の紹介、閲覧、貸出

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

燃料費 10，000 10，000 

支
出
内
訳

dEbコ. 言十 10，000 10;000 

綴 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財j原 10，000 10，000 

dEL コ 言十 10，000 10，000 

|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I4m: I I A 剛 I __ m'" I 
人件費概算 1 1.91 日仰叫 | 算入 |無 I1~8十種別 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績，下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I 1 H28 1目標 l

I 12，000冊 I 12，000冊 I l' 12，000冊 |達成

1 1配本冊数 I 9，297冊 I 9，058冊 I I 11，639冊 l 度

78.3% 1 78.3% 

97.0% 

2.3冊

2.3冊21一人あたり冊数

間
一
冊
一
冊

白人

-
n
d
u
n白!
 

η
t
-
η
L
F
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冊
…
冊
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一
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|目的の妥当性 |妥当である|教育カの向上に学校との連携は不可欠であり妥当である。
妥 ト………・・……・・…・・1.............................1
当I自治体関与の妥当性| 妥当である|各学校、教育委員会、学校教育課との調整が必要であり、市以外では困難であり妥当である。

|lx r元副長雨量以妥当.~:~~....1両副長ぷ長雨:員三五瓦

i 有 j??? |野町三I.~~~~.空吹色合会
効 l類似事業の存在 1存在しない

性Jエ雨量二ゐ言語長!説モ;;平説記長議長説;;説日必;
ト実施主体の適正化 |適正である|各学校との連携により、児童・生徒に読書推進の援助を行うため、適正である。

効ト……H・H・-………............1.............................1

4率 |受益者負担の適正化|適正である|市、教育委員会、学校の連携もあり適性である。
性 l……………………1.............................1

コスト効率 1適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

学校での調べ学習や読書活動を支援するため、市立図書館から学校図書館に図書を貸し出している。調べ学習に対応した
団体貸し出し用図書を充実し、迅速に資料を提供することが課題である。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.い

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 社会教育係 人権教育係

E蒙雇薮育支援チーム吾市心に、家庭教育や子育古乙扇子右肩
事|報提供、相談対応のコーディネイトを行う。 23年度から「地域協育
、業|ネットJとして事業化されたもの。就学時健康診断時に保護者を
概|対象として実施する「子育て講座J及び保護者の子育て支援の
要 lために実施する「相談対応業務Jが主な活動である。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 283，000 199，600 

支 消耗品費 7，000 2，714 
出

通信運搬費 15，000 11，398 
内
訳 保険料 13，000 12，800 

'dZヨ』 計 318，000 226，512 

家庭教育支援事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2/3 212，000 
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 1/3 106，000 

A E2 計 318;000 

回二日

決算額(円)

150，000 

76，512 

226，512 

l' ~-Å1!f.~. I入工数(人役)1人件費問 |交付税~ r:-:.L~æCI' I 
人件費概算 I 0叫 866，1叫 | 算入 | 有 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I ' ，H26 ，'， I .， 'H27 I I H28 1目標

1 12回 1 12回 1 I 12回 |達成

1 1講座回数(全小学校) I r 12回 I 12回 1 I 12回 | 度

100.00% 1 100.0% 

21参加者数 470人 547人

31支援チームの人数 14人 15人 16人

|目的の妥当性 l妥当である|社会教育の基礎となる部分として継続的な支援が望まれるものであり、妥当である。
妥}………… … … … ….1.............................1
引 自治空関与の妥当性j妥当である社会全体による家庭教育支援の必要性が高まっており、妥当である。

|対象(受益者)の妥当性l妥当である|地域人材が家庭教育に関わり、子どもの健全育成に取り組むものであり、l妥当である。

グ1目標達成度 |達成している|講座回数及び参加者数は目標を達成している。
有 F.…・・・……・…-…;…・・“・|… ・……...・M ・....1.

一効 l類似事業の存在 |存在しない

性L伝説員二伝言語長|福山.~.~~..I語長説話通Gi:五;
|実施主体の適正化 |適正である|家庭教育支援事業の推進は、市が主体で実施すベきであり札、適正である。

効 }ド.. ムぷ"………….ιιι〉一一…….. ……… .. 山.. 山..一……...….. 山….. 山….. 山……….. 山….. 山….. 山..………...;山山….;....目………….. ……冒"一….. 山....……….マ...一.. ….“斗.
率 i受益者負担の適正化|適正である|家庭教育支援事業は、市が主体で実施すべきであり、適正である。
性:'.'~.:::.:.....日…………←.:1.............................1

|コズト効率 |適正である|経費は有効に活用しており、適正である。

.い
、小学校の就学時健康診断時には、ほぽ全員の保護者が集まるため、子育て講座を実施するには効果的である。しかし、幼
稚園や保育園の年長児の保護者だけを対象としているため、その際の一度きりでは徹底しない面がある。いくつかの保育園
や幼稚園では、家庭教育支援チームのメンバーが訪問し、基本的生活習慣等についての講義をしている。年長時だけでな

課題許 く、その他の年齢における保護者も対象に含めた講義や懇談といった機会をつくっていきたい。
家庭教育支援チームの存在をさらに知ってもらい、活動の幅を少しずつ広げていきたい。

、今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

I :; 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 社会教育課 青少年係

中項目(施策)

青少年の健全育成

青少年育成協議会運営事業

，青吾平丙健全育成に闘す~諸事業を実施。主に体験活動を通
事|じて、家庭や地域が子どもに積極的に関わるよう働きかけを行つ
業|ている。また、山口県青少年健全育成県民会議の主催事業を推
概|進しており、特に家庭の日について、本市においても花火大会
要|や小学校の仮入学時に啓発活動を行っている。

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

青少年育成協議会補助金 72，000 72，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

七
L般財源 72，000 

dE』3 言十一 72，000 72，000 合計 72，000 

人件費概算 |入都宮~人間~ I宝71見|無山出一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 . I 古 CJI H28 1目標
13回 I 13回 I I 14回 |達成

1 I啓発活動・会議開催回数 13回 1 13回 II14回 l度

2 

良い

3 

目的の妥当性 妥当である!青少年の健全育成のための規範意識の醸成等を目的としており妥当
妥ー トM・M・...・M・.~.~...・・........……・・・ j.............................j

当 i自治体関与の妥当性|妥当である|家庭、学校、地域の連携を支援するもので妥当
性}…H・H・...……………“.:~.....I.............................I

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|家庭教育等における青少年の健全育成に寄与するもので妥当である。

|目標達成度 |達成している
有 }ゐ|
効 l類似事業の存在 、 l存在しない

性エ雇通量二記長雨|説日.~.~~..Iぷ福寺E452言語手み五五両;五五
実施主体の適正化 適正である|市規約に基づく協議会で、県民会議の下部組織であり適正である。

l効 t.. …… .. 山.. 山...…P

率 I受益者負担の適正化|適正である|協議会会員のボランテイアに支えられており適正である。
性 Iトド"山……….. 山……….. 山….. 山….. 山....……….. 山….. 山..……" ……… .. …… .. …...…… .. 一.ぷi

|hコスト効率 |適正である|最小限の支出に止まつており適正である。.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

I:~.I 

回三日

決算額(円)

72，000 

72，000 

経常



平成28年度事務事業評価シート|課局室・所(係)1 学校教育課

大項目(政策)

家庭や地域社会の教育力の向上

心の支援室

様式1号(事務事業評価)

小項目(基本事業)

31青少年相談と非行防止活動の推進

ふれあい相談実施事業

匹I1 I 

さまざまな要因により登校できない児童生徒に対して、学 対象 不登校児童生徒

事業
校現場では相談室や保健室登校を促し、学校への復帰
支援を行っているが、学校自体に登校することができない 手段 ふれあい相談室を小野田地区・山陽地区に各1箇所設置

概 児童生徒が増えている現状がある。そうした児童生徒へ
要 の心のケアを行い、学校復帰を支援する目的でふれあい 意図 不登校児童生徒の学校復帰を目指す

相談室を設置している。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

人件費 20，155，000 20，154，248 

支
出
内
訳

会」計 20，155;000 20，154，248 

蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 20，155，000 20，154，248 

ぷE』ヨ 計 20，155，000 20，154，248 

人件費概算 l人工不入役ア甲町iI 宝ji昆|生l~匂| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 • 1 H26 1 H27 1 I -HZ8 1目標 l

1 1 1 I 1達成

1 1ふれあい相談室で学習支援・相談を行った件数 I 770件 r 771件 I I 778件 l 度

ふれあい相談室に通室した児童生徒数(通室届21 
を提出した児童生徒数)

16人 1 15人 26人

3 

経常

1目的の妥当性 向 |妥当である|児童生徒の学校復帰を支援するためであり、妥当である。
妥ト………二……………1.............................1
当 i自治体関与の妥当性|妥当である|市が学校と連携し、主体的に行う事業であり、妥当である。
性 h・M ・-ふ…川...............・H ・..1.............................1

|対象(受益者)の妥当性i妥当である|市内小中学校児童生徒であり、妥当である。

l'右 |目標達成空…… ........1
効 I類似事業の存在 |存在しない
性 ト.......... 一円・・-….o........…|
一}去佐抱策，の畏融岳ー貢一恥=モいる

|実施主体の適正化♂ i適正である|間題を抱える児童生徒を支援するため、市が主体的に取り組んでおり弘、適正であるo

:劫効 '1…i….......山.. 山….“山-“山.“.山……….. 山….. 山….. 山..……円円吹

率 l受益者負担の適正化|適正である|受益者負担は発生しない。
性ンミ…...……・…・…ー……1.............................1

|コスト効率， I適正である .. 
不登校の原因は複雑・多岐であり、ふれあい相談室活動のみでは解決しない事象もある。今後も、学校や家庭、関係機関と
連携しながらきめ細やかに対応していく。

課題

ー今の向後方性F
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

記
項
4

特
事



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)I 学校教育課 心の支援室

ー中項目(施策)

青少年の健全育成

いじめ・不登校に対する支援の充実

.....，臨床心理士や学校教員OBなどの専門的な知識や経験
室|を有するもので構成する心の支援室を設置し、いじめの

読 I~~消や不登校児童生徒への学校復帰に向けた支援を行|手段|ふれあい相談室を設置し、相談支援業務を行う
要'ノ。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

消耗品費・燃料費 173，392 164，572 国庫支出金

支 通信運搬費・保険料 85，608 85，608 財 県支出金
出

機械器具借上料 312，000 311，040 
肉

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財瀬 571，000 

合 計 571，000 561，220 .~ロbル 計 571，000 

人件費概算 !人工託子役~官|点 IE竺i 一般

活動指標または成果指標

1 1支援をした児童生徒数

21学校訪問、家庭訪問をした回数

3 

H26 

… ・日.(Ay......r......4Z"("X>……

l…・'94UI面;…・r"i053'(面r…

|目的の妥当性 |妥当である|児童生徒の学校復帰を支援するためであり、妥当である。
妥 ト・・M ・.，…山...・H・..……・・・1.............................1

f当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市が学校と連携し、主体的に行う事業であり、妥当である。
性 h……ι…….........…..1.............................1

l対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内小中学校児童生徒であり、妥当である。

ソヒl目標達成度
有 I.".;..U~....;; ，...........................I

効 l類似事業の存在 |存在しない

.性 F…. "… l 
| 土位施策への貢献度|貢献している

匹仁日

決算額{円)

561，220 

561，220 

経常

l実施主体の適正化 |適正である|問題を抱える児童生徒を支援するため、市が主体的に取り組んでおり、適正である。
効.I…一.....・H ・-円………↓|

-率1:受益者負担の適正化|適正である|受益者負担は発生しない。

I苧|ηAHL|l
一<Iコスト効率μ 、 ご | 適正である

.レ
いじめ、不登校、虐待、ひきこもりなど青少年を取り巻くさまざまな問題を、個々の状況に応じて迅速かっ適切に対応していく

、

課題 F

} 今の向方訟性

特記
事項

体制の整備が必要である。引き続き、心の支援員と学校や関係機関、保護者等が連携協力し、問題を抱える児童生徒を支
援する。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局面室・所得)I 学校教育課 心の支援室 匹I3 I 
太項目(政策)

家庭や地域社会の教育カの向上

少年安全サポーター配置事業

現在教育委員会では、心の支援員や青少年相談員を配 対象 市内小中学校
置し、支援業務を行っているが、より困難な事例に迅速に

事業 対応してし、くため、警察官OBを配置し、学校内外の更な 手段
学校教育課に少年安全サボーターを配置。定期的に学校を

概 る安心・安全な環境整備を図る。 訪問する。

要
意図

少年安全サボーターを配置することにより、学校内外の更なる
安心・安全な環境整備を図る。

歳 出 J 予算現額(円〕 決算額(円) !蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

人件費 3，615，000 3，614，267 国庫支出金

支、 財 県支出金
出，

内
源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 3，615，000 3，614，267 

aE』2 計 3，615，000 3，614，267 dE』3 計 3，615;000 3，614，267 

l人中部I人体円II官|無 II封切| 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1少年安全サポーターの学校訪問回数 220回 551回

2 

3 

1. 九 l目的の妥当性、 I妥当である|学校の安心・安全をより一層高めるため、配置は妥当である。
妥}………“・H ・M ・....・M ・...…・:.，-1.............................1

!当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市が学校と連携し、主体的に行う事業であり、妥当である。

性 k.. ………… ~.~~J.I.....~.~.::~..::....t定期間・稗・蹴門あ存在併・;避難首|際j~.\.e:ðí5:対策・萎貰ぶ-め・田・献・宮市首都
対象C受益者)の妥当性| 妥当である|

| |業務を行っており、妥当である。

一一目標達成度

i l持者五::::;;|:5551J:;::
I上位施策への貢献度|貢献している.

、効|害警警f*(f.)~写生 :..1 里子三校 lf空.W~竺雪T257.T.??サ史11"5烹プ'ìlb l?，存主主
l 率三|受益者負担の適正化|適正である
i 性 h;;........…;.;.....，;，;...:;..;..;;.:..1

lコスト効率 I 適正である ... 
、、 司 当該事業は、学校、地域、警察とのパイプ役として十分機能しているが、その成果は安全サポーターの力量に寄るところが大

1 課題

、今の向後方性、

特記
事項

きい。警察と連携を密にし、今後も優秀な人材を確保していく。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 社会教育課 青少年係

中項目(施策)

青少年の健全育成

青少年育成センター運営事業

.".，.，嘉則により設置されているセンターで、春蚕手雇盃育成

主|事業、相談、補導、環境浄化等を所掌事務とする。
概 1157人の補導員による補導を活動の中心とする。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 1，983，000 1，738，000 

支 旅費 6，000 。
出

需用費 221，000 219，750 内、

訳 役務費 152，000 62，189 

ぷE』コ 計 2，362，0001- 2，019，939 

ヤングテレホン、補導活動、環境浄化活動

歳入 予算現額f円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 2，362，000 

dE』3 計 2，362，000 

匹DD

決算額(円)

2，019，939 

2，019，939 

| 工数(人役)1人件費(円UI交付税 I.me I い I _"'''' I 
人件費概算 1 1.11 乱肌2叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成呆指標 I H26 I H27 . I I H28 1目標 l

160人 I 161人 I I 157人 |達成
1 1補導員数 I 160人 r------ii3i人 1 r ----"157人 l 度

100.0% I 100.0% 
400回 1 400回

21延べ補導実施回数 ~ 425回 1 421回

106.3% I 105.3% 

31ヤングテレホン相談回数 671回 870回 1，133回

目的の妥当性 妥当である|青少年健全育成につながる事業で、あり妥当である。

iB五円安希子::[::211EEl-!!55211fl汚長353;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 |達成している|専門補導員を除く37班体制で補導計画に基づき実施、目標を達成している。
、有 fトト"山………….. 山…川…….. 山}一.. …山…….日山山-“山.. 
効jυ:γ1類似事業の存在 |存在しない
性 •• fトトド"……...山"……… .. 山....…….. …....………"…....……..….. ………、一.“….“……-“……….“山…….. 一.. 山.“.“……….. ….“….“十.

上位施策への貢献度|貢献してしい、泊る|青少年相談と非行防止活動の推進に貢献ロ

実施主体の適正化 |適正である|健全育成事業は所掌事務
効f，.;，;...:......~;.;.:;...;...~..........;...1

率 I受益者負担の適正化|適正である
性 F.;....………・・"・."・-……・….1………………1・

ーコスト効率 |適正である|必要最小限の支出であり適正である。.. 
ヤング、アレホンに関して、相談内容の幅が広がり、相談者との接触が必要な件数が増加しており、庁内連携をより一層、図つ

課題

今の後方

向性

特記
，事項

ていく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室省所得)I 社会教育課

.，.".，いじめ等の理由で不登校の児童・生徒及びその家族から
芸|の相談、学習支援等を行うことにより、学校復帰を図る。
概|社会福祉法人小野田陽光園に業務委託。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

青少年健全育成業務委託料 1，940，000 1，940，000 

支 i

出

内
訳

dEb3 h 言十 1，940，000 1，940，000 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財頒

dEbミ. 言十

青少年係

予算現額(円)

1，940，000 

1，940，000 

人件費概算 !人工数(人間人件惣~ I習昆|無|也記 一般

苦言語指標または或栗指標 I H26 H27 

1 1フリーノレーム利用者数 21人 26人

21来室面談、電話相談、訪問面談活動等の実績 2，101回 2，116回

3 

芸I目的の妥当性 1妥当である|不登校児童生徒の居場所づくり、学習支援としての対応であり妥当。. . .  
当， I自治体関与の妥当性|妥当である|不登校児童・生徒の居場所づくり、学習支援としての対応であり妥当。

性 |対象(雇益者}の妥当証|妥当である l

目標達成度
有 ト…・・・・ ，..;.....;.......:..;.......1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

土|副長二伝説|副主;;平副長房副副長編;

効押さ???1| 空主芳三I.:.:.~習性土庁F~;j:ê開設翌士号明白押壬
率 l受益者負担の適正化|適正である
ジ性 l….~;...;.~:…一一…………ーI ・M・-…・……・…・…1・・

ぺ|コストm効率 三|適正である|必要最小限の支出にとどまっており適正。

ャ ‘ 

課題

今の方後

向性

特記 t

事項

...... 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

匹I19 I 

決算額(円)

1，940，000 

1，940，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 社会教育課 文化財係

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

.，.;，.，指定・未指定文化財の適切な保存・活用を図るため、文
芸|化財の保護措置をとるほか、所有者等への管理委託・標
概|柱看板等を設置する。

要

文化財の指定・保存

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

旅費 -'¥ 3，000 2，600 国庫支出金

支 需用費、原材料費 126，000 54，346 財 県支出金
出

役務費 151，000 26，611 
内

源割
地方債内合

訳 委託料 215，000 214，900 訳 その他

補助金 195，000 195，000 一般財源 690，000 

dロ~ 計 690，000 493，457 合 計 690，000 

人件費概算 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 1修復等を実施した回数
............[存…......r...・------i存…・…

21文化財管理に対する委託料、補助金の交付
同・・・・・・・・・Ti存・…・…r..….iZ{J年…・

3 

目的の妥当性 妥当である|文化財の維持管理は、文化財を保護、継承するためにかかせない。

il説明言明:2225ZEJE--5511希子5主主主主主二二
十 |対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 F.~....;.....，....;..~................， ......I

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f~.;.・..・・・.......…・.................， .....1卜トト"………..………..…..…...………..…..….“..………..…..…...………..….“…...………..…..…...………..….日…...….日.

弘1上位施策への貢献度|貢献して刀しい、泊る|文化財の保護.継承に貢献している。

|実施主体の適正化 |適正である|文化財事業は所掌事務
効 ト・・・・"・.'………………|… | 
J率 :1:受益者負担の適正化|適正である|文化財の維持管理は、地元や所有者が基本的にしており、適正である。
性 l..・.....・-……u.......・M ・-…..;.1.............................1

課題

今の方後

向性

特記
事項

コスト効率 t 適正である|文化財の維持管理は、地元や所有者が基本的にしており、適正である。

.レ
勘場屋敷の文化財指定に向けて、審議会への諮問を検討していく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I21 I 

決算額(円)

493，457 

493;4571 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会教育課 文化財係 回コヨ
中項目(施策)

文化財の保護・継承

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

「ふるさと文化遺産Jの登録

事|評価が厳選される指定文化財以外にも、地域の財産として親し
|まれ大切にされている文化的財産は多くあり、一定の価値づけを

業|行うことで、市民が誇りをもって広く紹介し活用を図ることが可能
概|となる。本制度を通して、そうした価値づけを行い、市民のアイデ
要|ンティティ確立とあわせ、観光振興に寄与していく。 文化的財産の価値づけ、保護、活用、愛護意識の醸成

歳出 予算現額(同) 決算額(円) I 

手数料 113，000 01 

支
出

内
訳

.g. ヨ 計 113，000 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 113，000 。
dロL 言十 。113，000 。

j人件費概算 |人工数常|人TiZ61|官lI有|同問l一般 経常

100.0% I 100.0% 

活動指標または成果指標

ふるさと文化遺産への登録、説明板設置
(カテゴリー単位で行う)

• • • • • • • • • • 
7
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・
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3 

目的の妥当性 妥当である|ふるさと文化遺産を活用することで、文化財の愛護意識向上や郷土愛の醸成につながるロ

e I説明言説[::222551211モ説示さ55555:ぞ55255:
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度 |概ね達成している|登録には至らなかったが、素案を作成し、文化財審議会の意見を元に修正作業を行っている。
有 l;.~.;..・山H・H・...…………1..........・........……i

効，;，1類似事業の存在 |存在しない

性エ副長持議長|福山花|元副長編伝説白山;

効静子i作円.I....~~.:~~....l説明烹忠明烹
率 1受益者負担の適正化|適正である
性 l;..;;;.;......;....;;;.....;;...............1

一
コスト効率 適正である|必要な経費は説明板の設置程度であり、適正である。.. 
市民のアイデ、ンァイアイ確立や観光振興に寄与するために、観光課を始め関係機関と連携して活用を図っていく。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課"局室副所得)I 社会教育課 文化財係

太項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

事|市内には数多くの文化財(未指定含む)が残されている。
業|これらの調査・研究を進めながら、保存に向けた協議や活
概|用を図っていく。

要

文化財の調査・研究

文化財審議会ほか

、 歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

委員報酬 32，000 8，000 国庫支出会

支 文化財愛護協会負担金 6，000 6，000 財 県支出金
出

埋蔵文化財連絡協議会負担金 3，000 3，000 
内

j原害IJ
地方債

内合
訳 史跡整備連絡協議会負担金 10，000 10，000 訳、 その他

一般財源 51，000 

合 J計 51，000 27，000 dE』2 計 51，000 

人件費概算 |人エ門H人{牛弛II官|有 II会副 一般

活動指標または成果指標

1 1文化財審議会回数

21山口県文化財愛護協会の研修会への参加

山口県市町埋蔵文化財連絡協議会の研修会へ
31 の参加、他市町担当者との意見交換

H26 

1回 2回

l回 1 1回

l回 l回

l00.0% I 100.0% 
l回 1 1回

l回 1 1回

100.0% 100.0% 

1回

100.0% 

t目的の妥当性 1 妥当である|にこの事業を通じて、文化財保護行政を改善することができる。
妥 }卜い二二….“……….“…….. 山….. 山.“.一?一…….川山....………….. …… .. …..……… .. 山….. ….“.………..………...1.............................， 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|文化財保護法により自治体の任務となっている。
性}………一……………1.............................，

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

有 I.~.~号明 l空?と三三|
効 I類似事業の存在 |存在しない

性エ{i'L1l!!i雨量判長瓦モ;;司王i副長雨漏こぞお;

実施主体の適正化 |適正である l文化財事業は所掌事務
効 トー…・…・}…..……H ・H ・..卜….........…・…・・・・・J.. 

率|受益者負担の適正化|適正である
性 lい.ム川山…、一一….. …… .. …....一…….. 山….. …....…… .. …"円川....山….. 

|伺コスト効率 I適正である|必要最低限の経費であり適正.. 

匹I23 I 

決算額(円)

27，0001 

27，0001 

経常

勘場屋敷の文化財指定に向けて、審議会への諮問を検討してして。併せて、その保存方法と活用についても研究を行って

課題

今の方後 、

向性

特記
事項

いく必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 社会教育課 文化財係 INol 24 I 
大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

文化財の保護意識の啓発事業

事|ふるさとの歴史でもある文化財について、市民自身がその
:::1認識を持つことと併せ、棄損、焼失等によって失われるこ
議|とのないよう、全国一斉文化財防火デ一日/26)に合わせ
要|実施する啓発活動。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 蔵 入 予算現額(円)

手数料 12，000 。 国庫支出金

支出

内

員オ 県支出金
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 12，000 

dEEヨh 計 12，000 。 合 計 12，000 

人件費概算 l 人工数(官~人件13Ll I習いII会計問| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26' .1 夜「寸 I H28' 1目標 l

l回 1 1回 1 I 1回 !達成

1 1防火訓練実施 1回 1 1回 1 I 1回 1'度

100.0% I 100.0% 

21参加人数 21人 27人

3 

決算額(円)

経常

目的の妥当性 l 妥当である|この事業を通じて、所有者・市民それぞれに文化財保護を啓発することが出来たo

i IH--税制:255125桝目的E犯ささ.... 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度 l達成してしも|防火訓練を実施、マスコミに取り上げてもらうことで文化財保護を啓発できたo

有 ト・・・んη..............・H ・....…・・…..1.............…・・…・・…l…・・…
、刻、|類似事業の存在 |存在しない

性|エi議員二伝説|言語c~.~.~~..1元伝説証言;必i;員長山花;
実施主体の適正化 適正である|文化財事業は所掌事務

il勇経#持誌日去お ::::: : 
'コスト効率 適正である|文化財所有者と消防署の協力を得て、必要最小限の経費で実施している。

課題

今の向性後方一

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 社会教育課 文化財係

太項目〔政策〕 中項百T施策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興 文化財の保護・継承

伝統文化の継承

事|唯一、市の無形文化財に指定されてU屯古式有事は、
::: I r古式行事保存会」が毎年厚狭秋まつりに合わせて披露

毒|している。「古式行事保存会」に対し補助を行うことにより、
要|伝統行事を継承し、文化財として保護していく。

無形文化財

古式行事保存会への補助

文化財の保護、継承への寄与

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

古式行事保存会補助金 450，000 450，000 国庫支出金

支 文化財保存修理補助金 24，000 24，000 財 県支出金
出

内

j原 害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 474，000 

dE』3 計 474;000 4;74，000 4回』 計 . 474，000 

人件費概算
は工数(よ役n人件費(円)I r言証税Î-~-I じ瓦二瓦1
| 0刈 i，443'，5801 I算入|有 II 会計種~IJ I 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活覇彊覆言r.:l孟]lJt果指標 H26 I H27-nml I H28 1 I弓標 i

1 1活動回数(本番)
i~...........f...........~~...........1 I沼!?

100.0% I 200.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|保存会への補助を行うことで、伝統文化の継承につながっているo

匹仁司

決算額(円)

474，000 

474，000 

経常

i li--H説明r~~~~:~ぞ[~~計五日経55;班長52511gRz-5551三55:::::::::
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である

i 目標達成度 達成している|厚狭秋まつりに出演
有 t....・H ・...・M ・.............................，..... 

I勃 I類似事業の存在 1存在しない

世/主雨量二ぷ説房副CZ;;ぶ|元伝説民主;掃局長こそ;:z;
実施主体の適正化 |概ね適正である

効 f.......;..'...i.......'........，，，...，...;......1
芸名 !受益者負担の適正化|概ね適正である
性f.，;...“……………….1......…・…............，

1， .....1コスト効率 |概ね適正である|地元自治会の負担金や寄付金からも必要経費を賄っており、おおむね適正である

課題

今の方後

向性

特記
事項

.ト
年々出演者の確保が難しくなっており、古式行事の存在を積極的に広めて、ふるさとの伝統文化で、あるという意識を両める必
要がある。全市的に認知されるような取組みとして、平成27年度は、復活住吉まつりに出演。
老朽化に伴って道具の更新が必要となるが、多額の経費が想定される。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 社会教育課 文化財係

大項目(政策) 中項目(施策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興 文化財の保護・継承

厚狭公民館・厚狭図書館移転に伴う文化財移設事業

.".，.，厚狭図書館や厚狭公民館には、市内で出土した石棺な
芸|どが保存展示してある。複合施設への移転に伴い、それ
概lらの文化財も移設する必要がある。 ー

ト子供の墓(厚狭図書館)・山野井古墳出土石棺(厚狭公
要|民館)・寝太郎堰碑(厚狭公民館)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 659，000 401，576 

支
出
内
訳

話ロ』 計、 659;000 401;576 

歳 入 予算現額(円〕

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債内合
訳 その他

一般財源 659，000 

i dEEZ h 計 r 659，000 

人件費概算 |人工数(矧人件記hil想見|有 1I会時計 一般

※上段・目標中段:実績下段:達成率

若覇福寝言記孟或栗子宮覆 H26 1 市互7一寸 I H28 1自標

..………..……..…..1.上1...しし..……...……………..……….“……….“……..……………..………..………..……..…...……………..………..……….“……..…..........…...1 l...……………..………..……..… 3 
1 1文化財の移設 3件 l度

2 

普通

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 t....，......................，.・M ・...・M ・-叶 1

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市文化財保護条例
性 ド.ι…………… …........…・1.............................1

匹I28 I 

決算額(円)

401，576 

401，576 

臨時

対象〔受益者)の妥当性| 妥当である|市が所有または管理する土地にある文化財であるため、適切に保存する必要がある

目標達成度 達成している
有 1..........，........."......................，
効 |類似事業の存在 、 |存在しない
性 1.;..........，.'.':........."......;...........:1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|市が所有または管理する土地にある文化財であるため、適切に保存する必要がある

il持労員長.r..祥三百::1::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 適正である

.レ
課題

今の向後方性 事業の終了 改時期善

lJ雪



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮首所得)1 歴史民俗資料館

大項目(政策) 中項目(施策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興 文化財の保護・継承

""'="1 市民がふQ註山陽小野田市の歴史を学瓦事正じて;施

芸|設を適切に管理する。館収蔵の文化財を活用し、郷土の
概l歴史について学習できる常設展示を行う。

要

歴史民俗資料館管理運営事業

I Nol 1 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報酬・旅費 2，644，000 2，643，830 国庫支出金

支 需用費 2，299，408 2，279，770 
出

役務費 58，705 51，524 
内

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 委託料 920，592 920，592 訳 その他 図録等売払金 11，000 30，300 

負担金、補助及び交付金 18，000 18，000 一般財源 5，929，705 5，883，416 

dEh ヨ 計 5，940，705 5，913;716 dE』2 計 5，940，705 5，913，716 

人件費概算 人全|人f詰2911官 lI無|匝副一般 経常

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 

6，000人 1 6，000人

1 1入館者数(平成29年度から企画展開催時を除く)I 4，762人 I 5，605人
79.4% I 93.4% 

21常設展示替えした回数

3 

目的の妥当性 |妥当である|文化財の保護・継承につながる事業であり妥当である。
妥卜........・H ・M ・...........…"・M ・M ・...1・ | 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市歴史民俗資料館条例により定められた事業であり妥当である。
性:L.......…"“・.......…………1.............................1

対象(受益者1の妥当性| 妥当である|市が運営する施設であり、対象の制限は無いので妥当である。

目標達成度 |概ね達成している|概ね達成しているが、目標達成に向けて工夫が必要である。
有 t........…・・・・…H ・M ・............・・・・，.............................，

効 |類似事業の存在 |存在しない|類似事業はないので事業を進めることは有効である。
性 lトトトト“山……….. … .. ………… .. …… .. …… .. … .. ……… .. 山….. 山….“山'"………….. 山….“山….“….“.………….“….“. “一一...“.日………….. …… .. …....………… .. …… .. …....…+. 

上位施策への貢献度|貢献している|館の運営を通して、文化財の保護.継承に貢献しているので有効である。

ー実施主体の適正化 |適正である|市が運営する施設であり、他の施設には出来ない事業なので適正である。
効ト...・H ・'"……………..1.............................1
率 |受益者負担の適正化| 適正である|山陽小野田市歴史民俗資料館条例第5条により観覧料は徴収していないので適正である。
性}………… … … … …1............・H ・.............，

コスト効率ノ 、 | 適正である|館所蔵資料を用い最低限の費用で事業を行っているので、コスト削減の余地がなく適正である。

4 課題

今の後方

向性

特記
事項

.レ
築30年以上が経過した施設の老朽化が課題であるため、適正な管理に努め、館運営に支障が出ないようにする。 I
企画展を開催していぼい期間に来館者数が少ないことが課題であるため、常設展示の展示替えを行うなど工夫し、来館者|
数の増を目指す。

， 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

中電百I施茸)

文化財の保護・継承

様式1号(事務事業評価)

匹I2 I 平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 歴史民俗資料館

歴史民俗資料館管理運営事業(企画展)

.育設雇示ξは別に、様々 なテーマに沿った企画展を開催する。ま
事|た、歴史に関する講演会を開催し、より多くの市民に郷土の歴史に
業|奥味を持ってもらえるように努める。 28年度、企画展は、「発掘された
概|山口巡回展」、「群雄割拠J、「うつわに描かれた文様J、講演会は「厚
要|狭毛利家文書の読みどころJr大正初期の皿山と硫酸瓶Jを、また報|

l告「正法寺文書からみえるもの」を開催。 1意図|魅力ある企画をすることで、歴史民俗資料館のファンを増やす

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 22，000 7，000 

支 普通旅費 11，000 10，400 
出

消耗品費 60，000 60，000 
内
訳 印刷製本費 84，000 84，000 

通信運搬費 76，295 76，295 

-:4E』コ 計 253，295 237，695 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債内合
訳 その他

一般財j原 253，295 237，695 

:合。計 253，295 237，695 

|入閣官~人間l川智，--;;， ，会話~IJ ， 一般 臨時

H26 

6回

活動指標または成呆指標 H27 

6回

1 1企画展・講演会開催回数 6回 6回

肌
一
以
…
以

O
一O

川

9

1
-
4
一a，

wm
一
人
…
人

r
A
-
O
ニb

∞
一
∞
…
却21企画展・講演会の来場者数

80.1% I 94.8% 

3 

目的の妥当性 妥当である|文化財の保護・継承につながる事業であり妥当である。
妥 t....・...………….....・...…..:，.............................，
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|山陽小野田市歴史民俗資料館条例により定められた事業であり妥当である。
性ト......“.....……......・M ・....…・1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市が運営する施設であり、対象の制限は無いので妥当である。

目標達成度 |概ね達成している|概ね目標を達成しているので有効な事業である。
有 I~.....・H・…..................…，.1.............................1

効 |類似事業の存在 |存在しない|類似事業はないので事業を進めることは有効である。
、性}………………………・.1.............................1

上位施策への貢献度j貢献している|企画展・講演会を通して、文化財の保護・継承に貢献しているので有効である。

|実施主体の適正化 j適正である|市が運営する施設であり、他の施設には出来ない事業なので適正である。
効 、いJト...戸戸.ι………L一一……..………..…..…...………..…..…....山……..…..山……..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..叩~..….
率 1受益者負担の適正化| 適正である|山陽ノ小Jト、野回市歴史民俗資料館条例第5条により観覧料は徴収していないので適正である。
性 }ト卜一………..…一..一.寸一....……..…..……・…・…"・H ・H ・+............................1

|コスト効率 | 適正である |館所蔵または借用資料を用い最低限の費用で事業を行っているので、コスト削減の余地がなく適正である。.ト
企画展によってはより専門性を深めた内容もあるが、来場者数を増やすことが課題であるため、歴史に詳しくない人でもわ

かりやすいテーマの選定、魅力のある内容にすることにより、次回も来たいと思ってもらえるように努める。

、課題
平成28年度は、旧山陽町地区の古文書を用いた企画展を開催し、山陽地区にもこれまで、以上の広報活動をした。今後、

企画展等についてより広く知ってもらうため、中央図書館や厚狭図書館等と連携し、事業を進める。

日今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室皿所(係)I 社会教育課 文化財係

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

「ノ、マセンダ、ンJ保存・文化財指定

E平成23年末に地元市民により発見され、木の周囲5.2mlま日本
事|ーと推測される。文化財審議会での協議、専門家2名の鑑定を
業|経て、平成25年6月市指定文化財に認定された。今後も樹木が
概|病気で枯れないために、継続的に保護措置をとる必要がある。
要|市民が郷土の歴史に関心を持ち、誇りに思えるような展示をする

.ことで、文化財などの保護への関心を深める。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

文化財整備補助金 33，000 32，400 

支 文化財管理補助金 27，000 27，000 
出
内
訳

dロ』 計 60，000 59，400 

文化財の保護、継承への寄与

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財源内 割含

県支出金

地方債

訳 その他

一般財源 60，000 

、JaE』コ 計 60，000 

人件費概算 |人工数(官;いて忠~ I宝jF|有|同匂| 一般

活動指標または成呆指標 H26. 1 H27 

2第E車尻fi'目…………….目………..………..……..…...1........
1 1説明板等設置 2箇所

2件 1 1件 1I 1件

21樹木の保護措置 2件 I 1件 II 1件

100.0% 100.0% 100.0% 良い

3 

、 目的の妥当性 妥当である 文化財の保護、継承への寄与という目的に沿.っている。

回三日

決算額(円)

59，400 

59，400 

経常

妥 ...........................................・ -・・・・・・・・・・..................-・・・・・...............................................................................................................................................................

当
性

有効性

効車性J 

課題

今の向後方性

特記
事項

自治体関与の妥当性} 妥当である 文化財の保護、継承には自治体の関与が欠かせない。
..、.......................................... ............................. ...................................................................................................................................ー.................................
対象(受益者)の妥当性 妥当である

目標達成度 達成している
................ー・・・・・・・・・・.................-・・..........................-・・・・・・・・・・・・・・・・...ー................................................................................................................................................

類似事業の存在 存在しない
............................，............... -・・・・・・・・・・・・・・・・・・..........-・・・・................................................................................................................................................................

上位施策への貢献度 貢献している 文fじ財の保護・鑑承に貢献しているg

実施主体の適正化 適正である 文化財事業は所掌事務
............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................................................................................ー................. 

受益者負担の適正化 適正である
・4・・..........;..~.............，・・・・・・・・ 0・..... -・・・・・・・・・・・・............・ー・・..................................................................................................................................................................... 
コスト効率 適正である 経費は有効に活用されており、適正である。... 
樹木が病気で枯れないために、継続的に保護措置をとる必要がある。また、竜主山公園は市の重要な観光資源として活用さ
れており、その中に、このハマセンダンも組み込んで、活用を図っていく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I 社会教育課 文化財係

事|明治16年の会社創業時に建造された竪窯は、援水剤の
:!:I効力が無くなり、煉瓦の表面が崩れるなど劣化が進んで
ま|いる。太平洋セメントが平成28年度から平成30年度まで
芸|の3か年で補修を実施するのに対し、補助金を交付するこ

Iとで、文化財や観光資源として保護する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

文化財保存修理補助金 407，000 407，000 

1 支出

内
訳

合計 407，000 .' 407，000 

「旧小野田セメント製造株式会社竪窯」補修補助

歳入 、 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源.害IJ

地方債
内合
訳 その他

一般財源 407，000 

tE』ヨ 言十 407，000 

人件費概算 i 人工数{人?:|人件官~ I官 lI有|同問| 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1補修工事進捗率

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 t..・M ・-…・…....・M ・-…........….I.............................t

回三口

決算額(円)

407，000 

407，000 

臨時

、当. 1自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市文化財保護条例・山陽小野田市文化財保存修理補助金交付要綱
}性ト………..........………・|… | 

ト |対象(受益者)の妥当性| 妥当である|国指定建造物である

目標達成度 達成している

lil斜里村正....1"..淳史:二
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|所有者が主体的に行う事業に補助金を交付する
効 t...........................;......:..........t

率 i受益者負担の適正化|適正である
性 ~.;...:;..ò....:;;.:.;';.......:..;;;;....;...1

.1コスト効率 | 適正である

..... 
今回の補修は、劣化の進んだ箇所を取り除き、洗浄後援水弗jを塗布するものであり、小修理で対応したが、全体的に劣化が

課題

今の向後方性

特記
事項

進んでおり、将来的には大規模な修繕が必要となることが予想される。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室B所得)I 社会教育課 文化財係

大項目{政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

-占 E市指定天然記念物I示マセジダン」の見学通路には、旧
芸|大浜神社の玉垣や灯篭が未だ残されており、倒壊のおそ
概|れがある。これら構造物の撤去処分に係る経費について
要|補助金を支出し、見学者の安全確保を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額f円)

文化財保存修理補助金 696，000 695，088 

支
出
内
訳

dE』ヨ 計 696，000 695，088 

「ノ、マセンダン」周辺環境整備

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 696，000 

AEbヨ.. 計 696，000 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I-l=- I I A~H"' t:I" I 
| 0叫 866'，i48I I算入 | 有 II会計種別| 一般

若語藷槙または成果指標

1 1危険性の除去

2 

3 

H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
百互すーっ I H28 I目標 1

達成
度

目的の妥当性 |妥当である|市指定文化財に指定されており、保存整備の目的に適っている
妥ト・M・M・.....・H・M・..……山H・M・1.............................1

匹I29 I 

決算額(円)

695，088 

695，088 

臨時

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市文化財保護条例、山陽小野田市文化財保存修理補助金交付要綱
性 L…………………...・...1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市指定天然記念物である

達成している

i l房子宮廷::::::::::[::555l::
土位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である
。効 ~;.......:..;.."..........:.......;...ó...ó...1

、率、|受益者負担の適正化l適正である
性~...，......;;..，....，..，，， ..;.................I

|コスト効率 I適正である

課題

今の向後方性

特記
事項

事業の終了

.レ

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I文化・スポーツ政策室| 匹亡日
大項目(政策) 中電百τ施策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興 芸術文化の振興

市民館管理運営事業(文化ホーノレ)

市民館文化ホーノレ事|市民館文化ホールは、市民文化の振興を図るため、利用
業|者が快適に利用できるように適切な管理運営が必要であ
国|る。当施設は、建築後42年が経過し、施設整備とも老朽
室|化が目立っており、年次的な修繕や保守点検による維持

l管理が必要である。

手段|適切な利用促進と老朽施設設備の保守、修繕での対応

芸術文化を育む環境づくり

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

光熱水費など 6，721，750 5，484，651 国庫支出金

支出 ; 通信運搬費など 429，000 452，848 

内
管理委託料など 6，767，690 6，185，833 

財 県支出金
源割

地方債
内合

訳 下水道使用料など 332，400 158，937 訳 その他 使用料 3，583，000 

庁用器具費など 167，000 61，892 ー般財源 10，834，840 

合 計 14，417，840 12，344;161 4ロ』 計 14，417，840 

人件費概算 |人工数(人役:いT5281| 官~ I生|恒画 一般

若覇福諌言正面成果指標

1 I文化ホール利用者数

2 

3 

.目的の妥当性 |妥当である

H26 I H27 

I 43，900人....・......
43，902人 I38，281人

87.0% 

ii引I [持片持鴇?渋持2持H税弓労-許持説-許説諒矧矧到子主主引引引引T...五2奈誌5去訪三ヨ汚gぢ夜広引引E5王王汀引:]~長肩税釘12汚授j芝芝与号持舟:日日f百z舟券持安持計矧然与骨汚佐所1jE仔:z子2今示丙匝長忠i主I日ヨiヨ言静誤-壬日日:日日日2ヨヨ日渋汚;;EヨS::3三jヨ三?5主互ζζζ;;;;:二......二......二......二......二......二................二......二......二......二.........
.... ... .. 

: 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 |概ね達成している
有} ハ J ー|
効 l類似事業の存在 |存在しない
性 l..::...;..: 、 l

，上位施策への貢献度|貢献している

効 i烈号雪熟~1Jm翌性さザ吠1*CT.>竺竺CT.>:翌存空竺 |日翌E史?空努~....1貯翌腎空?竺:空警衿竹雪雪ó?f雪黙門望:EÆI空吻吹J:m吹m.!:::L:"C
z率事 |受益者負担の適正化| 適正でで、ある
性 L.;:.;，...;';.........;......;..'...............I

コスト効率 i 概ね適正である|必要最小限の経費であり適正である。

..... 

決算額(円)

3，190，438 

9，153，723 

12，344，161 

経常

平成27年度~28年度に実施した耐震診断の結果から、耐震強度が不足していることが明らかとなった。そのため、施設の安
全性を確保することが最重要課題となり、耐震補強工事を実施する必要がある。

課題

今の後方 改善
事業の進め方等に改善が必要 29年度中に改善に着手

向性
時期

平成29年度耐震補強工事実施設計平成30年度耐震補強工事予定



平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室鋼所(係)1文化・スポーツ政策室|

様式1号(事務事業評価)

匹I2 I 
文項目(政策) 中項目{施策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興 芸術文化の振興

市民館管理運営事業(耐震診断・評価)

士 E市民館文化ホーノレは築後42年、体育ホーノレは築後45年
芸|を経過、当該施設は耐震基準を満たしていないため、平
概|成問度に耐震診断を実施し、平成28年度に耐震診断
要|評価を実施するものである。(平成27年度繰越事業)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

耐震診断委託料 5，850，000 4，891，320 
支 手数料 735，000 400，000 
出
内
訳

dロ』 計 6，585，000 5 ，291 ，~20 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金 3，742，000 
財 県支出金
源割

地方債
内会
訳 その他

一般財源 2，843，000 
dロ』 計 6，585，000 

人件費概算 |人工数(人間人~ず|無 1 1会開1I1 一般

若覇詣覆または成果指標 H26 

50% 

1 I耐震診断業務進捗度 50% 

2 

3 

決算額(円)

3，742，000 

1，549，320 
5，291，320 

臨時

E目的の妥当性 概ね妥当である|多くの市民が利用する施設であり、安心安全な施設環境を提供する必要がある。

i 15母子明言主f"言:~~~::]~安全労翌日五三今23汚;:::::: ::: 
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 |達成している
有 1..:.........................，.....;.;........，

〆効 ι|類似事業の存在 |存在しない
〆性 1，..，.......;....:...........:.:;:..........:1

上位施策への貢献度|貢献している|文化・スポーツを推進するためり環境づくりである。

効|き.性{;t;:0):停:~~:.，..J 空主芳三|開三村開?ff?.r??.b望号ヨ壬
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 }・・…・…・・………・…i

コスト効率 適正である|指名競争入札による契約であり、適正。

.レ
平成27年度~28年度に実施した耐震診断の結果から、耐震強度が不足していることが明らかとなった。そのため、施設の安|
全性を確保することが最重要課題となり、耐震補強工事を実施する必要がある。

え課題

| 今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

平成29年度耐震補強工事実施設計平成30-31年度耐震補強工事予定



様式1号(事務事業評価)

回二ヨ平成28年度事務事業評価シート|課E局・室・所(係)I 文化振興課

_1文化会館は、平成6年4月に開館以来、芸術文化の中核

霊|施設として多くの方の利用をいただいている。特に、大
町|ホーノレの施設・舞台環境は、専門家からも高い評価を受

室|けている。しかし、施設全体の老朽化が進んでおり、適切
lな管理運営が必要となっているo I意図|市民への質の高い舞台環境、施設環境及びサービスの提供

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

光熱水費 11，843，000 9，113，075 

支 音響照明業務委託料 4，938，000 4，937，7601 
出。

施設管理委託料 5，461，000 5，416，2001 
訳内

設備保守委託料 4，025，000 4，018，6471 

その他 7，971，000 9，617，350 

合 言十 34，238，000 33;103，032 

文化会館管理運営事業(経常分)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円LJ
国庫支出金

財;胃割
県支出金

内合
地方債

訳 その他 使用料など 8，030，000 8，373，227 

一般財j原 t 26，208，000 24，729，805 

.g. 計 34;238，000 33，103，032 

人件費概算 !人工数引人{提出|官~ I 無|巴竺~ 一般 経常

2回

活動指標または成果指標

1 1貸館件数
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υ"Fhυ21文化会館利用者数

31運営委員会開催数

101.1% 1 102.8% 

2回 I 2回

2回

100.0% 100.0% 100.0% 

目的の妥当性 |妥当である|使用件数及び利用者数からも住民ニーズはある。
妥 : トH ・H ・..…・・…...・M ・…….....1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市文化会館条例による

、性 }品川H ・H ・，...................……;.1.............................1

対象f受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らしで、適切

|目標達成度 |概ね達成している

i l雨明子::::::::::[:::5:fz::|王子..........
上位施策への貢献度|貢献している

概ね適正であるl現在は市直営であるが、将来は指定管理者制度の導入の検討を要する。圏実施主体の適正化
効 t...・H・-……………….，.............................，
率 l受益者負担の適正化|適正である|使用料を徴収している。
性卜……………………..1.............................1

コスト効率 |適正である|必要最低限の経費負担である。コスト削減に努めている。

.レ
経年劣化による老朽化が生じている。大きな予算を必要とする改修が必要である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 文化振興課

ii拡|「日臨前鵬椴一庭舵芝
活用され、近隣住民や子どもの憩いの場にもなっている。
設置から20年以上が経過し、経年劣化により腐食するな
ど傷みが激しく、危険な状態である。そのため、基礎部分
はそのまま流用し、木製部分を張り替える。

前庭木製台修繕

匹亡ヨ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 1，620，000 1，550，880 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1，620，000 

iEbヨh 計 1，620，000 1，550，880 合 計 1，620，000 

人件費概算 !人工数(笥人件認は 1-宝~I 生|匝竺l 一般

活動指標または成票霜膏

1 I改修木製台の数

2 

3 

目的の妥当性 l概ね妥当である|老朽化により景観上によくなく、事故の危険性もあった。
妥 、い………:~..……....・...・・4・・ l 
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|市所有の設備であり市が関与すべきである。
性 |…H ・H ・-白山H ・M ・………イ | 

|対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切

目標達成度 |達成している
'有 l.......;........;...;.;;..........，，，.....:...1

~...I類似事業の存空 I....!:..!どない
|よ位施策への貢献度|概ね貢献している

|実施主体の適正化 l概ね適正である引|現在は市直営であるが、将来は指定管理者制度の導入の検討を要するo

効 }トト"山….. 山.. …. 

率 |受益者負担の適正化|概ね適正である引|館では使用料を徴収しているo

性 l...………….. …… .. 一....………"……....………….. …… .. …....……… .. 山….. 山....……….. …… .. …....……… .. …… .. 山..…・1.............................1

課題

今の方後

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|入札による

，.. 
木製台の長寿命化のためにはメンァナンスが必要o (塗料の上塗り)

事業の終了
改善
時期

1，550，880 

1，550，880 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局 M室・所得)I 文化振興課

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

事|音響トラブル(音が出ない、ノイズ等)が頻発しており、そ
:!:Iれらを回避するため措置。
まIH26音響調整卓、ホーノレ系アンプ取替え

霊|H27運営系アンプ取替え
IH28ワイヤレスマイク設備

歳 出 予算現額(円)

備品購入費 1，869，000 

J 支出

内
訳

合 計 1，869;000 

決算額(円)

1，123，200 

1;123，200 

L 人件費概算 !人工数(ttl人{

文化会館

歳入

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

£E2 5. 計

予算現額(円)

1，869，000 

1，869，000 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標ま正は成果指標 | 市互すーっ I H28、 |目標

1 I取替えアンプ数 ;::::::iJ3i1 
21マイク周波数

3 

目的の妥当性 妥当である|大ホールの主要設備である。
《妥 十M ・M ・....・M ・...……・・・て...，......'..1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市所有の設備であり市が関与すべきである。
性ト…………...・H ・-……・・…・|…・.......................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切

目標達成度 達成している

I e l持労務::::IE京区二二:
上位施策への貢献度|概ね貢献している

100.0% 1良い

匹I3 I 

決算額(円)

1，123，200 

1，123，200 

臨時

|実施主{体本の適正化 |概ね適正である剖|現在は市直営であるが、将来は指定管理者制度の導入の検討を要する。
効 }トト“………..……..……..

，率 l受益者負担の適正化| 適正である|大ホ一/ルレ利用には利用料をf徴数している。

|住 t;.;~~~一J?|||コスト効率 l適正である|入札による

.レ
館には、ほかにも大きな予算を要する改修するべきところが多々ある。

課題

の今向後方性

特記
事項

事業の終了
改善

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)1 文化振興課

_1中央監視要置は電気・空調・給排水・消防機器等の監

芸|視、発停、計測などを集中管理する重要な装置であり、そ
概|の端末装置が老朽化により不具合が生じている。重要

中央監視装置等更新

回二己

要|度、緊急度の高い端末装置から順次更新するr--'_"-'-.. ..--..----. _....-.-..... - l'意図|質の高い舞台環境、施設環境及びサービスの提供

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(同) 決算額(円)

修繕料 2，327，000 2，138，400 国庫支出金

支 財 県支出会
出
内
訳

¥ 

源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 2，327，000 2，138，400 

.g. 計 2，327，0001 2;138，400 dE』コ 計 2，327，000 2，138，400 

は工語訳註)1人件費(円)1 ~蚕有事1-_ 1 厄一一一I l 
| 日 I.." 866'，i48I I算入|無 II会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

j舌動指標または成果指標 ぅ I H26 I H27 I I H28 l日揮

1 I更新端末装置数(全体附 I..............~.............f 語 I J...........~~..........1 管
100.0% I I 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|館全体の空調、防火施設、照明等の主要設備である。

i l当時安易型::[:記長::::?555翌日日?銃三552;二二二
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切

l'目標達成度 1達成している
有ト | 
効 !類似事業の存在 I存在しない
性 I 、|

上位施策への貢献度|概ね貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である|現在は市直営であるが、将来は指定管理者制度の導入の検討を要する。
効}……………....・H ・・...+............................1.
ヤ率 |受益者負担の適正化|適正である↓館利用には利用料を徴している。

I性ト……山……………↓ |ト
.コスト効率 |適正である l入札による

..... 
館には、ほかにも大きな予算を要する改修するべきところが多々ある。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

LE雪



様式1号(事務事業評価)

匹亡己平成28年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 文化振興課

."..，市内の児童・生徒が芸術文化に触れる機会を充実させる
宝|ため、山口県主催事業である本事業を共同主催で実施。

議|現在は、市内の小学校を対象に年2回 (2校)で実施して|手段|市内小学校(2箇所)で演劇やコンサート等を学校で実施する
要|いる。小学校12校を6年間で一巡する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

青少年劇場公演負担金 219，000 154，980 

支 巡回芸術劇場負担金 155，000 110，000 
出

消耗品費 11，000 8，000 
内
訳

合 1 計 385，000、 272，980 

小項目(基本事業)

芸術文化を育む環境づくり

青少年劇場・巡回芸術劇場公演事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財源 385，000 272，9801 

4ロb 計 385;000 272，9801 

人件費概算 ド和台~人{牛1281 悶T|ム|住空リ 一般 経常

若覇福需主正面蔵栗福謀 間
一
掴

1 1公演回数 2回 2回

100.0% I 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。
妥 t..・・H ・H ・…・……....・M ・..…・山1........・M・.................t
当 |自治 体関与の妥当性|妥当である|対象が市内の公立小中学校である。，ペ

、世 h'・....・・・・・...............................・I・...・H ・.....................1
九|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

I目標達成度 |達成している
'有:トペ | 
効 l類似事業の存在 |存在しない

、性ト.......………...・M ・ | 
ー上位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |概ね適正である

:il里村将棋院:#22受信者場:侵害52-5225:::::
コスト効率 適正である|県主催事業 .. 

，今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 文化振興課

事(扇〕函扇副主豊百厄嘉示ーノレ音蚕語直記事業Jを裏面し
:!:Iた経験を生かし、市独自でH26年度からのアウトリーチ事
ま|業として継続実施する。市内中学校2ヶ所と市内2ヶ所で、
妻|アーティストによる出前コンサートを実施する。(中学校は

13年間で市内6校を一巡する)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円〕

公演業務委託料 450，000 。
支 手数料 70，000 42，120 

出内 報償金 。 445，483 

訳

4E』2 計 520，000 487，603 

回三コ

アウトリーチ事業

手段|出前コンサートを4ヶ所で実施する。

芸術文化の環境づくり、創造性豊かな地域づくりにつなげる。

歳入 予算現額(円) 決算額C円)

国庫支出金

t財源割 県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 520，000 487，603 

合計 520，000 487，603 

人件費概算 l瓦帯主rセ引|官女児「無 h竺リ 一般 臨時

活動指標または成果霜覆 お
一
回

H

一4
1 1アウトリーチ実施回数 4回 3回

100.0% 1 75.0% 

2 

3 

i旧自的の妥当性 i 妥当である|総合計画の趣旨に沿う弘o 

妥 トい..……..山..山..“川川}…..山…..山.，“…….“山..“山山…、一一…..山..…?………..….

| 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|対象が市内の公立小中学校である。
-，申町一………………………………叶・ ， 

i対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切か。

1 ..1目標達成度 |達成している.
有 ↓ 一日 l 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~""""""""_""'~""...;...，...，，.....I

11 ド位施策(の貢献度|貢献している

I~ぷ1実施主体の適正化 |概ね適正である

il--Hi--:持:~:~:I~主主主|弱者訟をきZEE-52225二:::::
コスト効率 ι 概ね適正である

..... 
実施場所が学校だ、けになっているが、他の場所で一般市民対象で行うことも検討したい。

課題

| 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課・局室町所(係)I 文化振興課

様式1号(事務事業評価)

匹I7 I 

子ども文化ふれあい事業

事|子どもたちは本物の芸術文化に触瓦志穂会が少なく、こ
!:Iれまで、児童生徒を対象にした、芸術文化鑑賞の機会が

剖あまりなかったので、将来を担う子どもたちに文化会館で
要|の生の鑑賞機会を市内小学生を対象に提供する。

意図|市内児童への鑑賞機会を提供、文化的な感動を体感させる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

自動車借上料 600，000 610，200 

支

|バ 出内

|訳 t

dE』ヨ 計 600，000 610，200 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 600，000 610，200 

4E』2 計 600，000 610，200 

人件費概算 |人工数(人間人件間~ 1官|無|恒副 一般 経常

31アンケートによる満足度 92.20% 95.20% 

活動指標または成票詣謀
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1 1公演実施回数

21入場者数
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90% 

108.61% 

80% 80% 

93.00% 

116.30% 

105.7% 

115.3% 119.00% 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿うロ
妥 t..........・M・.......…..........…...，…・ 1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の主催事業である。
性トM ・M ・...・H ・-ム・H・H ・…….1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

， I目標達成度 |達成している
有ト:;.'"，:...:..，..........，............，..1
効1類似事業の存在 |存在しない
性 f.. イ

l上位施策への貢献度|貢献している

"，. I実施主体の適正化戸|概ね適正である

1腹手:手持者FERE-5251弱者五ぞき11ヨ5521J5二
コスト効率 適正である|入札による。 2回公演として、夜は一般を対象として入場料を徴している。.. 

I 現在は昼を児童対象とし、夜を一般対象としており、演目選定が難しい。

課題

、今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記

事項



平成28年度事務事業評価シート|課喝・室・所得)I 文化振興課

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

様式1号(事務事業評価)¥ 

回二日

士 E山口県交響楽団は、年数度、当会館を手IJ肩Lで諌菅吾妻
芸|施している。市の音楽振興とともに市民が生の音楽に触
概|れる機会を増やし芸術文化に親しむ環境づくりを推進す
要|るため、山口県交響楽団の演奏会を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 30，000 10，443 

支 印刷製本費 85，000 81，000 
出

著作権等使用料 20，000 14，099 
内
訳 公演業務委託料 230，000 230，000 

その他 20，000 24，288 

dロ』 言十 385，000 359，830 

人件費概算

活動指標または成栗福榛

1 1公演実施回数

山口県交響楽団演奏会

山口県交響楽団のコンサートを実施。

意図|市民が生のオーケストラ音楽を鑑賞する機会を創出する。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
訳内合

その他 入場料 350，000 379，000 

一般財源 35，000 -19，170 

dロ』 計ー 385，000 359，830 

H26 

1回

一般 経常

l回 l回

制
一
人
…
人
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n
b
山
内
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口白

川
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-
A斗

"
n，b

H
U
一
ヴ
4

…qυ21参加者数、入場者数

44.0% I 32.4% 

3 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。
妥 t，.・M・M・….....・H・..ー..................，.............................，

当 i自j治台{体本関与の妥当性|概ね妥当である叶l市の主催事業である。
性 }トトトト.“山…….“……….“……….“….“….“.目……….“….“.“…山.. 

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である l同目的(意図)の達成に照らして、適切。

目標達成度 概ね達成してしも|入場者数が増加した。
有 t...，................................，........，

効 |類似事業の存在 |存在しない
性}、 l

| ~J上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|主催事業である。
効ド-………………}……|……… l 
率 !受益者負担の適正化|適正である|入場料を徴している。
性…ト…………………・……・1.............................1

1コスト効率 | 適正である|黒字の事業である。

.い
演奏会だけではなく、一般を対象に楽器の体験コーナーなどを実施している。

課題

r 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室個所(係)I 文化振興課

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

様式1号(事務事業評価)

匹Eヨ

日
士 l市丙で福本物の芸術文イ己蚕演を鑑賞する機会が少なく、
夏|特に日本の伝統芸能分野の公演機会は少ないロこうした
四|芸術文化に親しみ育む環境を醸成するため実施する。

雲 I~子ども文化ふれあい事業で昼公演を行い、一般対象に
i夜公演を行う)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 30，000 17，150 

支 公演業務委託料 1，008，000 875，000 
出』

舞台業務委託料 108，000 81，000 
内
訳 広告料 150，000 86，400 

その他 288，000 150，143 

合計 1，584，000 1，209，693 

小項目(基本事業)

芸術文化を育む環境づくり

文化ふれあい事業

歳 入 予事事麗I円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 入場料 870，000 694，000 

一般財源 714，000 515，693 

dE-Z 計 1，584，000 1，209，693 

人件費概算p |人工数(人?;い宮町|想見|無 IE竺| 一般 経常

1回

活動指標または成果指標 、H26

1回
H27 

1回

1 1公演実施回数 l回

肌
一
人
一
人

3

コo
m
O

印
山
一

1
宝

山

nU

1
よ

-
η
t
U
1よ

肌
一
人
…
人

1
士
o
-
8

M
-
4
Z
D
 

h
u
-
ヴ

t
山

n
L21入場者数

34.6% 1 13.4% 

87.60% 31アンケートによる満足度

90% 90% 

69% 

76.7% 

90% 

94.70% 

105.2% 97.8% 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。
妥 t..・M・...・H・H・............…・…・・・叶 1 

当 i自治体関与の妥当性|妥当である|市の主催事業である。
性トH ・H ・-……-……………1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

目標達成度 検討が必要
有 t:.....:，...，..............:寸
効 l類似事業の存在 |存在しない
性 1 、、 4

上位施策への貢献度|概ね貢献している

1実施主体の適正化 |適正である|主催事業である。
効 1....…}….......…………l ↓
率 l受益者負担の適正化|適正である|入場料を徴している。
性ト…H ・H ・-……………・1.............................1・

|コスト効率 " 1概ね適正である|文化協会との両主催とした。

..... 
現在は昼を児童対象とし、夜を一般対象としており、演目選定が難しい。また、日本の伝統芸能の有料公演は集客が難し

課題

し、。

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局副室・所得)I 文化振興課 匹I18 I 

NHK公開番組(未定)

事 I~H!の公開番組を申請し、採1元吉瓦瓦官事業を文化会
業|館で行う。実施及び番組内容の内定(2卯月頃)後、協

相置!定書の締結、 PR、出場者の募集、観覧者の募集等の業|手段 INHK公開番組の申請を行い、採択された場合に実施する。
霊|務を行う。平成27年度は「のど自慢」を実施。 H28年度は

lクラシック演奏会を申請中。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

報償費 。 。 国庫支出金

支 需用費 30，000 。財 県支出金
出

役務費 。 。
内

源割
地方債

内合
訳 委託料 230，000 。訳 その他

、使用料 。 。 一般財源 260，000 

-g. ヨ 計 260;000 。 dE』Z 計 260，000 

人件費概算 |入エ数(人役~人件費{可|す|無|匝画 一般

活動指標または成果指標

1 I入場者数

2 

3 

I目的の妥当性
妥一}
当 |自治体関与の妥当性
性}

対象(受益者)の妥当性

目標達成度
有}
効 |類似事業の存在

性l
上位施策への貢献度

、i実施主体の適正化
刻~

|J;2 1受益者負担の適正化
|訴訟 .::.....~.'...1.............................1

H26 

.ト
H28年度は不採択。費用対効果が向く、本市のPRにもなるため、継続して申請を行う。

課題

今の方後

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

決算額(円)

。
。

経常



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室"所(係)I 文化振興課

様式1号(事務事業評価)

回二日

一l平成16年に開館、平成20年度から指定管理看爾度を導
芸|入。民間活力を活かした施設の有効活用や効率的運営
~Iを期待される。施設利用者が導入前より増加しているが、
喜|開館後10年が経過し、溶解炉をはじめ、施設補修が必要
Hこなってきた。今後、館運営に支障とならぬよう対応する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 200，000 257，040 

支 保険料 25，000 25，547 

出肉 指定管理委託料 28，595，000 28，594，607 

訳 。
、 dE』ヨ. 計 28;820，000 28，877，194 

歳入 予算現額(円) 決算額(円7
国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 28，820，000 28，877，194 

aロ!>. 計 28;820，000 、28，877，194

|人工数(人役)1人件費(町J I交付税 Idm:. I I .d.;u:!'a ':';1 I _ "'"' I 
人件費概算 | ω| 山 ι叫 | 算入 | 無 I I~計種~'JI 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I 1. H28 1目標 l

I 28，594，607円I28，594，607円I128，594，607円|達成

1 1運営に要する予算額 r-ZS-;5'94'，'607円l2'ii;S9(Ei07円I128:594.607円l度

114.0% 1 106.0% 

21利用者数

wm-
人
一
人

口
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目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う
妥 r…....・H・...・・山H・M ・...・H・......・H ・，.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市きららガラス未来館条例による
性 f:";・H ・...............…"・H ・M ・-…1.............................1

l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切

J目標達成度 |概ね達成している
有 4トトトド“……….“山.“山…….. 山.. 山.. 山…….. 一.. … .. 一.

効 |類似事業の存在 |存在しない
|性ム f.........;;............:...........:;;........1J 

I上位施策への貢献度|貢献している

黙さf.;$:(J)翌EFJR22|空空???!?で貫主
受益者負担の適正化i適正である

コスト効率 l概ね適正である

...... 

課題
. 

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

c里



平成28年度事務事業評価シート|課E局・室・所得)I 文化振興課

様式1号(事務事業評価)

INol 20 1 

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

事|当館は、開館後10年が経過し、ガヲ云作品を製作するた
:::1めの設備である溶解炉、グローリーホーノレ、徐冷炉はガラ
=1ス工房の心臓部といえるものであり、すでに耐用年数(概
劉ね5'"'-'7年程度)も過ぎ更新の時期となっているが、当面

1は劣化部品等の交換等の小規模修繕を実施し現施設の

歳;出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 1，080，000 724，680 

支
出

訳内

4E』コ 計 1，080，000 724，680 

きららガラス未来館維持整備事業(溶解炉)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 1，080，000 724，680 
ぷロ』 計 1，080，000 724，680 

|よ工数ほ設)1人件費(円)1 1交付税、1_ 1 じ孟孟司
| 0.11 肌 叫 | 算入 |無 II会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 ... H26 1.. H27 1 I mRzs |目標 l

1 1件 1 1件 1 I 1件 |達成

1 1修繕箇所 1 1件 1 1件 1 I 1件 l 度
100.0% I 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|ガラス作品を製作するための設備である。
妥 r…・....・-…・・・……・・……・・叶 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市所有の設備であり市が関与すべきである。
性~..・H・....・M・.....・H・.......・H・……1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

目標達成度 達成している
有 t.，........... .•....... . ."..~.........i..........1 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ~......u."..... ，.........~.， ...:......;;.:.....1

ー上位施策への貢献度|概ね貢献している

.実施主体の適正化 |適正である
効ト……………・ャ……1.............................1
率 I受益者負担の適正化|適正である|設備利用は利用料金を徴している。
性 f…………………:…J・1.............................1

課題

今の方後

、向性

特記
ん事項

コスト効率 1適正である l設備の延命化である。.. 
溶解炉の修繕で、延命を図っているが、いずれは溶解炉の新規入替えが必要となる。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宣明(係)| 文化振興課 」 回三日
ホ項目{基本事業)

芸術文化を育む環境づくり

.....，当館は、開館後10年が経過し、施設等に修繕が必要に
芸!なっている。当館は海に隣接する位置にあり、外壁の劣化
概|が著しく、ひび割れが発生してきでおり放置できない状態
要lになっていることから、計画的に修繕する。

歳 出 予算現額(円) 決算額{円)

修繕料 1，080，000 820，800 

支
出

-内
訳

.g. コ 計 r 1，080，000 820，800 

きららガラス未来館維持整備事業(外壁)

施設の維持管理

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債内合
訳 その他

一般財源 1，080，000 820，8001 

合 計 1，080，000 820，8001 

|人工数(人役)I人件費(円)1 1交付税 1_ 1 1ムーlロ"I 
| 0.11 577，叫 | 算入 | 無 I I会計種目l 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I ，H26 I H27 I I H28 |目標 l

I 0 I 1件 111件 |ー達成
1 I修繕箇所 I 1件 I r 1件 l 度

100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|老朽化に伴う劣化でありやむを得ない。

| 言|自治体関.与の言語性|妥当である|市所有の設備であり市が関与べぷ返る;

性 iトトト"……….. …… .. 

対象(受益者〉の妥当性l妥当である|同目的(意図)の達成に照照、らして、適切。

i旧目標達成度 l達成している
有 l...;;，.;.........;.....................'...，.1
効|類似事業の存在 |存在しない
性ト......o...........…… | 

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効}…........…......・H・....・H・-……1.............................1
率 !受益者負担の適正化 i適正である|設備利用には料金を徴している。
性ト...・..............…・..........…山1.............................1

|コスド効率 I概ね適正である|設備の延命化である。

、課題、

今の後方

向性

特記
事項

.. 

言自どおり事業を進めることが適当
改善
時期



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室鋼所得)I 文化振興課

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

様式1号(事務事業評価)

匹E訂

ながと近松文化講座「文楽講座」

事|あま15観る機会のない古典芸能「文楽Jを解説と実演(人
1::1形、語りの義太夫、三味線等)を交えて講座形式で実施
歪|する。長門市文化振興財団と共同開催のため、事業費
霊|のうち本市負担は、需用費と舞台音響照明業務委託料の

lみ。実施日平成29年1月29日(日)市民館文化ホーノレ

歳 i 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 。
支 食料費 。 5，738 
出

通信運搬費 。 5，330 
肉
訳 舞台業務委託料 。 34，560 。

.g. ヨ 言十 。 46，157 

歳ベ入 予算現額(円) 決算額(円)

国産支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 。 46，157 

ぷロ』 計 。 46，157 

人件費概算
I瓦工数I瓦夜刃瓦再葺{円)J I交付税 1 __ 1 I.L>..."-，-"".""，， I 
| 0.11 577，叫 | 算人 | 無 I I会計種別| 一般

臨時

若扇福寝言7ゴま蔵栗指標 H26 H27 

1 1公演実施回数

21入場者数

31アンケートによる満足度

似
畑
山

W
苅

n
U
即
円
百

円
『

ν
"
n
x
u

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。

i除円安許日決宗主防長活再定ZFFH:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切

目標達成度 概ね達成している
有 t...............................，.............1
効 1類似事業の存在 |存在しない
性~'.:....， .....................................I

上位施策への貢献度ι|貢献している

I I実施主体の適正化 |概ね適正である

i l希子房長柄引伝説|尋問J5211持i毛布;:::
コスト効率 概ね適正である|長門市文化振興財団と共同開催

.レ
課題

今の向後方性 事業の終了
改善
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|謀・局室・所(係)I文化・スポーツ政策室|

様式1号(事務事l業評価)

l 回二日
中項目(施策)

芸術文化の振興

市民館管理維持整備事業(印刷機更新)

事|当該機器は、平成20.年度にリースにより導入したもので、
1::1市民館のほか市民館利用団体等が利用しており使用料
事|も徴収している。昨年度から年4回の保守を行なっている|手段|更新

|ものの部品の経年劣化による故障が多く、部品交換や修
要|繕による経費を考慮、してこのたび更新を図った。 1意図|芸術文化を育む環境づくり

歳 出 予算現額L円) 決算額(円) 歳 入

備品購入費 648，0.0.0. 469，80.0. 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源、

4ロ』 計 648，0.0.0. 469;80.0. ぷロ』 計

予算現額(円)

648，0.0.0. 

648，0.0.0 

人件費概算
件費(円)I I交付税 1.-I I..i， 戸;， I 

| 0.11 肌叫 | 飢 |無 II会計種別| 一般

活動指標または成果指標

1 I印刷機更新

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

百互す一=:J C:::B主主一」目標 1

1台 |達成
度、

普通

利便性・利用頻度の向上につながり、妥当である。

決算額(円)

469，80.0. 

469，80.0 

臨時

妥 ...・・・・・・・・・・・・・・・...........-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.........・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....................................................................................................
当
性

有

効性

率効

性

課題

屯今の後方

向性

特記
事項

自治体関与の妥当性

対象(受益者)の妥当性

目標達成度
-・・・・・d・・・・・・・...............................

類似事業の存在
-・・・・・・・・・・・・...............................

上位施策への貢献度

実施主体の適正化

受益者負担の適正化
....， .. ，...........................~屯........... 

コスト効率

妥当である 公共施設のため、市が管理すべきであり、妥当である。
-・・................................................................................................................................................................................................ 
妥当である

達成している
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...-・....................................................................................................................................................................

存在しない
............................. -・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・................................................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....................................圃
貢献している

適正である 維持管理は市として負担すべきであり、妥当である。
-・・・・・・・・・・・・................
適正である 利用者から使用料を徴収しており、適正である。

-・・・・・・......................-・...............................................・・・・・・・・・・・・・・・・................................................................・・・・・・ー.............................刷

適正である 施設の維持管理に必要であり、適正である。.. 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 文化振興課

ーヒ。アノマラソシ大会は演奏者を公募広三末二面子つスタ
主|インウェイピアノを連続して演奏し、トータノレの演奏時聞を
議|記録する。文化会館の開館から継続実施している事業で
要|あり平成28年度は第22回目の開催となる。

銀 出 予算現額(円) 決算額(円)

報奨金 10.8，0.0.0. 10.8，0.0.0. 

支 賞賜金 390.，0.0.0. 350.，319 
出

消耗品 75，0.0.0. 61，510. 
内
訳 舞台業務委託料 82，0.0.0. 81，0.0.0. 

その他 145，0.0.0. 121，30.8 

合計 < 80.0.，0.0.0. 722，137 

ピアノマラソン大会

歳 λ 
国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 入場料

一般財源

dロL 計

匹E己

予算現額(円) 決算額(円)

70.5，0.0.0. 726，0.0.0. 

95，0.0.0. -3，863 

80.0.，0.0.0. 722，137 

人件費撤算 い訓告|人気口~ I宝女児|無|同匂| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 . . I H27 . I I H28 !目標 1

I 3日 I 3日 I I 3日 |達成

1閥催日数 | 3日 I 3日 I I 3日 l 度六

21参加者数 I.........!~õ会 f.........~~絞 I J........l~絞
117.5% 89.8% 

3 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。
|妥 t........・M・..……-……....・M・ .T...::.:.:.:.::...~..:..=....I

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|市の主催事業であり、伝統のある催しである。
性ト…………ぬ………......:...1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切か。

目標達成度 達成している
有 t..~ ，....，........，.........，..，..~....， ......1

効 l類似事業の存在。 I存在しない
性 lトトト"…一.“.ふ一一一…..…一.“.

l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である|市主催事業
効}…...・H ・..……・…....・H ・...….1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である l参加料を徴している。
性~.....・H・-…H・H・M・...… ...........1.............................1.

コスト効率 適正である|黒字の事業である。

.レ

96.8% 1良い

参加者が増加している。現状の体制(開催日数、スタッフ数)では、対応が困難になってくる。

課題

今の後方

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期
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司
一

事
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号式様

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 文化振興課

事|平成18年記蘭催された「第21回国民文傾・キまぐち
:!: 12006/少年少女合唱祭」で得られた成果を引き継ぎ、そ
議|の翌年から毎年実施している事業。県内の児童合唱のグ
要lノレープによる演奏と交流を実施する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 120，000 70，000 

支 手数料 15，000 19，440 
出

印刷業務委託料 150，000 129，600 
内
訳 舞台業務季託料 160，000 172，800 

その引也 89，000 63，345 

合、計 534，000 455，185 

少年少女合唱祭

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 入場料 125，000 152，000 

一般財瀬 409，000 303，185 

合 計 534，000 455，185 

人件費概算 |人工数官|人472231|叡且|無|邑到 一般 経常

;吉覇指標ま正直読栗指標

1 1開催日数

H26 

1日

l日 1日

問
一
人
一
人

m
一
側
…
肌

問
一
人
一
人

1山
一

6
山

4

引
』

-
A
t
叫
に

u

h
u
一
ヴ
d
m
A
吐21参加者数・入場者数

60.9% I 105.2% 

3 

目的の妥当性 l妥当である|総合計画の趣旨に沿う。
妥ト……………...............十・...........................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|市の主催事業である。
性~...;;;.・.....・M・...・M・.....…-…..1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

目標達成度 概ね達成している

il者広場存在....'.'..r..民主::::::::::二二
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である|市主催事業。
効 f..…………………・H ・H ・...1.............................，
率..1受益者負担の適正化|適正である|入場料を徴している。
性 l……山H ・H ・...……H ・H ・H ・I・-……・・ l 

コスト効率 概ね適正である

...... 
回を重ねて安定した催しとなっているが、目新しさに不足している。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

，向性
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 文化振興課

様式1号(事務事業評価)

匹I10 I 

市民文化祭

事|市民の自発的な芸術文化の活動の活性而正更なる文
業|化振興を図るためには不可欠なものである。市民の芸術
概|文化活動をさらに活性化させるため、日頃の成果を発表
裏|する機会として、山陽小野田市民文化祭を実施する。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

賞賜金 36，000 27，000 

支 消耗品 50，000 59，294 
"出

印刷製本費 106，000 80，676 
内
訳 手数料 76，000 76，000 

その他 77，000 60，588 

dロ'- 計 345，000 303，558 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 345，000 303，558 

d回'- 計 345;000 303，558 

人件費概算 r工数以?;i 入~宝~I 無 I f会開IJI 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成栗福標

1 1開催部門数

日
J

H
口同
J

守

'j『
回
一
円

l
h
ロ
H
I

E
部
一
部

・
「
-
噌
i
n
T
i

2-閏
J

"
ロH
J

内
吋

JEEロド
l
"
ロド
l

回
一
部
…
部

Br--円
4

川

t
i

I 11部門 lzz 
10部門 l 度

1，500人

1，106人

良い

21参加者数

wm
一
人
一
人

rA-nυ

…1
ム

n
u
-
n
u
u
Q
U
 

O
一5

山

2

略
一
人
…
人

n
u
-
n
U
F
弓

4

1-o
一9

u
-
5
E
2
 

:
 86.5% 85.4% 

3 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。

i 医科ち京今日宗主主[~:~:~民主活寺子ぞ62;::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

目標達成度 概ね達成している
有 t.，....，..........，......，..............:.，....1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 F...， ...;;.:.....................;..........~I

上位施策への貢献度1貢献している

効 lき:1Jffi史?史評!?.!??ptTfR1q空雪.2TTF烹-c:'db{)o

率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性， ~..."...…………......……..1. 

コスト効率 概ね適正である|文化協会との共催事業である。.. 
参加者が減少傾向である。

課題'

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・ 局 E 室・所(係)I 文化振興課

中項目(施策)

~I芸術文化に顕著な功績があった個人・団体を顕彰するこ
芸|とで、芸術文化の活性化を図ることの手段のーっとして、
概|児童生徒書道展を実施する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 60，000 60，000 

支 消耗品費 53，000 50，090 

出内

訳

.g. ヨ 計 113，000 110，090 

芸術文化の振興

児童生徒書道展

芸術文化を育む環境づくり

歳 人

国庫支出金

財源内 割合

県支出金

地方債

訳 その他

一般財源

合 計

回三ヨ

予算現額(円) 決算額(円)

113，000 110，090 

113，000 nO，090 

は工薮京在汗瓦蒋葺{円7] I交付税|鑑 IIム畠 I _"ru I 
人件費概算 I 0叫 8削叫 | 算入 | 山 II計十種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 、 I . . H26 I H27 I I H28 1目標 1

1 1，000人 1 1，000人 1 I 1，000人 |達成
1 1対象者(4-15歳)参加者数 「…1，143A…1…工.o95X.....l r…・ï:ï"i7)~......1 度

114.3% I 109.5% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。
妥 t..・H ・...…・・......・-…・……・・…，.............................，.

当 1自治体関与の妥当性|概ね妥当であるl市と文化協会との両主催事業である。
性ト.....・M ・....・H ・……………1.............................1-

対象(受益者〕の妥当性|妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

l目標達成度 、・ |概ね達成している
、有 1........;..... :...，:............;...........1 

、効 |類似事業の存在 1存在しない
性ト"……….. …....…. 

|上位施策への貢献度|貢献している

|均|聖子主??空黙:.:1聖子芳三|?????主主計校
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 ~，...;.…………………十.......…・・…・・…・・・1

| Iコスト効率 I概ね適正である|文化協会との共催事業である。

課題

今の向方性後 l 

特記
i事項

.ト
書道を習っていない児童への書道に対する興味を持たせるきっかけとしての催しとなるロ

計画どおり事業を進めることが適当

良い

改善

時期



様式1号(事務事業評価)

回二日平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)， 文化振興課

警|3222252frz?需訂認識Zta対象|山陽小野岡市文化協会

義|動への参加や、質の高い芸術文化に触れる機会の充実|手段|文化協会を育成し、運営を支援する。
要|につなげるため、団体の育成・支援を行う。

歳 出 、予算現額(円) 、決算観(円).

社会教育振興補助金 990，000 990，000 
支 d

出

訳内

，'.， 

合 計 990，000 990，000 

意図|幅広い芸術文化活動や芸術文化に触れる機会を図る。

歳入 予算現額(円) 決算額f円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 990，000 990，000 

4E』ヨ 計 990，000 990，000 

，--て |人エ瑚数(人刷刷役釦削)川| 人件伺費(円LJI交付税 I _ I I ム一且一z盟一一昌白一己一E
| OωO叫 2羽8郎札88，7刈 | 算入 | 無 I I会計種別別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 ，. H26 " . H27.' I H28 l目標 l

I 200団体 I 200団体 I I 200団体 |達成

1 1文化協会加入団体数 I 188団体 I 183団体 1 I 180団体 | 度

四
一
人
…
人

U
一
叩
…
四

川
一
人
一
人

〕

-
O
E
4

A

“
-
n
u
"
n
ヨ

9
-
6
…4
 

21文化協会個人加入者数

82.3% I 86.5% 

3 

目的の妥当性 l妥当である|総合計画の趣旨に沿う。

i lFEE--g-sHIE-E:日HZ今E王寺子三五寺再空全5H522:::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図}の達成に照らして、適切。

目標達成度 |概ね達成している
有 l川、|

、効一|類似事業の存在 |存在しない
性 F..，，':，..;..，..，....一 ..1

|上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である

lil場券説明'~"I第五五|発言5255二二
Iコスト効率 .概ね適正である .. 
団体数が減少傾向である。

l謀題

?今の向性方後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

匹I13 I 平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 文化振興課

事|平扇面平に開催された山口き66需で嘉義した創作舞踊
=:Ir龍王伝説」を継承・発展させるため、平成17年に結成さ

毒|れた龍主伝説保存会の育成支援を行う。

要I I意図|市民の幅広い芸術文化活動や、芸術文化に触れる機会を図る。

一、歳 出 予算現額(。円) 決算額(円)

社会教育振興補助金 162，000 162，000 

、支

出
内
訳

dロ』 言十 162，000 162，000 

龍王伝説保存会の育成・支援、補助事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財、 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 162，000 162，000 

合 計 162，000 162，000 

人件費概算 |人工数制ぺ I想見|無 IE到 一般 経常

l回

活動指標または戒菓子i寝 7

…回
"

F内

u

m布
一
一
咽1 1会議、練習回数

21発表回数

血削
N
F
1
1

4
-
E
 

i
 

--2 

W
苅

-
l
l

A
一園

口一

2
l回

50.0% I 50.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。
妥 t…....・...……・・"・M ・M ・...…・・“，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|概ね妥当である|山陽小野困市教育文化振興基金条例による
性 トM ・M ・-一…市....・H ・-…-…日十・………・ | 

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

l目標達成度 |概ね達成してしも.

il持者予定:::::[::子:~~~~:~::r:::
上位施策への貢献度1貢献している

|実施主体の適正化. I概ね適正である

i l空手持労務'1""日当"l~~日開13BEE-zf房長主計千三二:
コスト効率 |概ね適正である|必要最小限の費用負担である。

.レ
発表の場が限られている。負担金のほとんどは衣装のクロ ーング代となる。

課題

の今方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 文化振興課

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

事|山陽小野田市立小・中学校及び市内の高等学校め芸荷
~I文化団体とその指導者を対象に、運営費及び活動経費

匹[EJ

毒|の一部を助成している。また、山口県内中学校の文化活|手段ト定条件の大会参加経費の助成及ぴ連盟への負担金。
霊|動の振興・発展を図ることを目的とした「山口県中学校文E

i化連盟Jの会費を負担し活動を支援する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

社会教育振興補助金 100，000 60，000 国庫支出金

支 山口県中学校文化連盟負担金 180，000 164，000 財 県支出金
v 出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 280，000 

合 計 280，000 224，000 4ロ』 計 280，000 

人件費概算 |人工数(官ITA]キ宏司|官女児|無|匝画 一般

活動指標ま正面語裏福覆 H26 

1 I助成件数

50.0% I 37.5% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|総合計画の趣旨に沿う。

l i民説明妥当!?521151BHijff王寺721暢当初日二二:
対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

目標達成度 概ね達成している
有 t......................，.............，........1
効 |類似事業の存在、 一|存在しない
性~.............，....................，..;;......，

上位施策への貢献度|概ね貢献している

実施主体の適正化 I I評価ができない。
効炉 ト・........………....・M ・........・H ・..，.............................1
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|市内の小中学校及び高校が対象である。
性 L……………….......…1.............................1

リ課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である

.十

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

224，000 

224，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

回三日平成28年度事務事業評価シート|課帰国室・所(係)1 文化振興課

民間連携による文化活動の場づくり事業

事|市内外の芸術家による芸術家集団「アーティストBOXJを
業|立ち上げ、ネットワークを作り、会員相互の交流と企画運
概|営により、書、絵画、葉、写真などのコラボレーシヨン展覧
要l会「アートのたまてばこ」を開催する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 15，000 2，252 

支出
食料費 。 3，720 

印刷製本費 15，000 10，716 
内
訳 通信運搬費 5，000 3，116 

dE』ヨ 計 35，000 19，804 

歳入 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

財ぃ 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 35，000 19，804 

~ 陶 言十 35，000 19，80.4 

工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1_ 1 1.6.ム書回目 1 ~ rn'" 1 
人件費概算 1 0.21 山側~ I 算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 1呂標】

I 3回 I 3回 113回 |達成

1 I会議回数 I 2回 I 2回 I r 4回 l 度

86.5% 1 77.8% 

21入場者数

四
一
以
一
以

日
一
印
…
羽

市
一
人
…
人

一h
-
n
u
"
Q
d

n
u
-
n
u
m
噌

i

6
-
n
u
…5
 

3 

目的の妥当性- 妥当である|総合計画の趣旨に沿う
妥 t..・M・.....・M・-・・1・・・M・M・....……..j.............................j
当 l自治体関与の妥当性|概ね妥当である|現状では市の関与が必要

l性|……....………....・-…十........._.................+.....:.:.....:.......:..'.
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|目的(意図)の達成に照らして、適切。

目標達成度 概ね達成している

il税務5::[五千:5l:::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である

i医場再的手引房長五r::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 概ね適正である|必要最小限の費用負担である。

.レ
催しが定着してきた。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I文化・スポーツ政策室|

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

様式1号(事務事業評価)

匹I4 I 

市民館管理運営事業(体育ホーノレ)

差|窓生顎議場忠嬬jZぷizTftg;!対象!市臨体育ホーノレ

歪|者(市民)が快適に利用できるように適切な管理運営を行|手段|適切な利用促進と老朽施設設備の保守、修繕での対応
怖|なった。当館は建築後45年が経過し、施設設備とも老朽l 1 

要|化が目立っており、年次的な修繕や保守点検による維持|意図 iスポーツ・レクリエーション施設の充実

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

光熱水費など 1，954，250 1，623，443 国庫支出金

支 管理委託料など 1，598，310 1，391，836 財 県支出金
出

下水道使用料など 132，600 61，346 
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他 使用料 998，000 

一般財j原 2，687，160 

合 言十 3，685，160 3，076，625 合 計 3;685，160 

人件費概算 ド数宗主Fzi，-官|無|回型| 一般

活覇語帯主正面画栗荘一榛

1 I体育ホーノレ利用者数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

H26 

16，477人

114.0% 

決算額(円)

800，036 

2，276，589 

3，076，625 

経常

li伝説房長引:2225Z:lEHjjff古今ERE--15場日日;::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

るl同目標達成度 |概ね達成して叩bい、泊
} 有 fトト"山…川.. 山.. “山4“切'!:'宅'!:"円円.. 山…….. 山.. 山叩円川.. 山川.. 川.円…貝

I効開業の存在 |向い性 f....::;...，.:............;....;.，...，........，1

|土位施策への貢献度|貢献している

|効|雪男性?FI|???竺
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 1.....……・………H ・H ・-……・+.………・・・…・…1

コスト効率 |適正である|必要最小限の経費であり適正である。.. 
平成27年度~28年度に実施した耐震診断の結果から、耐震強度が不足していることが明らかとなった。そのため、施設の安
全性を確保することが最重要課題となり、耐震補強工事を実施する必要があるロ

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

平成29年度耐震補強工事実施設計平成31年度耐震補強工事予定



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・居室・所得)I スポーツ振興課 匹亡口
大項目(政策) Jj¥項目l基本事葉〕

多彩な芸術文化とスポーツの振興 11スポーツ・レクリエーション施設の充実

学校・民間体育施設開放・活用事業

事|現在の市民体育館等は利用者が多く、ズポー.~雇蚕を図る上で
|は別に利用可能な施設を設ける必要がある。そうした中で学校

業|は市民にとって利便性が高く、夕方以降の利用者が増加する時
概i間帯に対応7できる。また、民間の体育施設は休日の大会等で活

要|用させていただくことで、スムーズな大会運営を行う。 1意図|生涯スポーツの推進並びに市民の安全な環境整備に努める

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円J
国庫支出金

支 財， 県支出金
出

〉内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源
ぷロ』 計 。 。 dE』2 計

人件費概算 |四叶人伺(円II叡見|無 I[三時礼一般
活動指標または成;栗耳寝: H26 

1 1開放学校数(市内小中学校)

100.0% 1 100.0% 

2閥放学校・民間施設数(市内小中学校を除く) r…・1施設…・1…・1施設・・・......

3 

目的の妥当性 妥当である|スポーツ施設の充実に資する事業であり妥当である。
妥...;.，.;;，.，..........;....;;...;........:.;.;1
当 I自治体関与の妥当性|妥当である
性~;，....;...:;;....;.....;，.， .~....;"......;;;..I

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

;有 I:~.~空明 I~とìl~とご~l
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }γ ・|

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である

率 I受益者負担の適正化|適正である
性 1..;.......;;;......;.;......;................1

|コスト効率 1適正である

.レ
公営体育施設は利用が多いため、更に働きかける必要がある。

課題

向今の後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

。

決算額(円)

。
経常



平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I スポーツ振興課

様式1号(事務事業評価)

匹E口

..，.， 1民間の活Jiとノウハウを活用し、市民に対するサービスの
事|維持向上、及び経費の節減を目的として、平成21年度か
概lら指定管理者による管理を実施。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額{円)

補償、補填及び賠償金 10，000 5，425 

I 支内出
需用費 2，000，000 1，959，660 

役務費 253，000 252，780 

訳 委託料 45，258，000 45，257，142 

合 言十 47，521，0001， 47，475;007 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金、

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財瀬 47，521，000 47，475，007 

4ロ』 計 47，521，000 47，475，007 

|人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1_ 1 1.6.ー諸白 1 _"'''' 1 
入件費概算 I 0叫 ;;~'， ~481 I 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 ， H26 1 H27 1 I ，H28 も 1呂標 l

I 7300件 I 7500件 I I 7700件 |達成
1 1体育施設利用件数 r.....7934~伴…1 …訂出伴…'1 (".....7百83.祥…'1度

92.2% I 126.5% 

102.6% 

200000人

237831人21体育施設利用者数
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目的の妥当性 |妥当である|スポーツ施設の充実に資する事業であり妥当である。
妥 ト……りH・H・-………・・・1.............................，
当 i旧自治体関与の妥当性|妥当である|体育施設条例第12条に定められており、妥当である。
性 iトトト"……….“…….. …一.“.

対象(受益者)の妥当性|妥当である|体育施設利用者が対象であり妥当である。

者|日目標遥成度 |達成している

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト………....・......，............;'.1
fl上位施策への貢献度|貢献している

|ムパ !?Fサ竺空}~.......1里史行I.~~!.::.!~I!.空.今ご.r.!?f
|率間質問日|適正である性ト… 1.............................1 

|コスト効率 1適正である|施設は年々老朽化しておりこれ以上のコスト削減の余地はない。.. 
今の後方

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I スポーツ振興課 回三日

市民プーノレ日除けテント修繕

...，.，平蔵云7キ8月25日の台風により、市民プーノレのプーノレ
主|サイドに設置してある日除けテントが破損した。
毒|次年度の開業に間に合わせるべく、破損した箇所を改修
要|するもの。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 亨軍事覇I円) F決算額(円)

修繕料 1，167，480 1，166，400 国庫支出金

支 財 1 県支出金
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他 1，167，480 1，166，400 

一般財源
~、 .g. 計 1;167，480 1;166，400 JEbコ. 計 1，167，480 1，166，400 

人件費概算
費(円)I I交付税 I__ I I .A.~H""C" I 

| 川 I 288，7刈 |注入 | 無 II会計種別| 一般
臨時

al訪福標言副主成果指標

1 I事業実施

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 -ー...・・・・・ー...ー.... ・・・・a・a・・・・・・・・・・・・・・・・ー................................ 
当 自治体関与の妥当性 妥当である
性 .....J ..................................、..... ............................. 

対象〈受益者)の妥当性 妥当である

目標達成度 達成している
有 -・・..........................

l 効 t 類似事業の存在 存在しない
性 -・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・ー....ー・ー・..............-・・・・・・・・・・..................

上位施策への貢献度 貢献している

実施主体の適正化 適正である

率効性

・・・、」・・..町，........................町・・・、・・・・・・・・・・............................. 
受益者負担の適正化 適正である

............................. 
コスト効率 適正である

課題

今の後方

向性

特記 | 
事項 |地域公益事業

H26 
※上段:目標中段:実績下段:達成率
.H27 I I H28 . I目標 l

達成
度

スポーツ施設の充実に資する事業であり妥当である。
.............................................................................................・・・・・・・・・・・・ー...........................................................

体育施設条例第1条に基づき設置された施設であり、妥当である。
..................................................................................................................................................................... 
体育施設利用者が対象であり妥当である。

..................................................................................................................................................................... 

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・.................................................................................................................................

指定管理者制度を導入している施設である。

体育施設条例に基づき使用料を徴収している。
..........・・・・・・・・・・.................................................................................................................................................，

現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

.レ

事業の終了
改善

. 時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局 M室・所(係)I スポーツ振興課 匹仁日
小項目(基本事業)

11スポーツ・レクリェーション施設の充実

武道館柔剣道場屋根防水工事

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳・入 予算現額(円)

工事請負費 21，009，240 21，009，240 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 i その他 3，596，974 

一般財源 17，412，266 
.d. 計 21，009，240 21，009，240 J:l 

d回L E十 . 21，009，240 

人件費概算
|人工数(人役H人件費(円)I I交付税 1_ 1 1.6.乱話一|
| 0叫 川明~ I算入|無 II会計種別| 一般

若動指標または成果指標 H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 1 I H28 1目標 l

1 1工事実施

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|スポーツ施設の充実に資する事業であり妥当である。
妥 f…・・・山....・..…M・M・....・M ・..・・・・・，.............................，

達成
度

当 l自治体関与の妥当性、|妥当である|体育施設条例第1条に基づき設置された施設であり、妥当である。
性 1…………………………..1.............................1

対象C受益者)の妥当性|妥当である|体育施設利用者が対象であり妥当である。

目標達成度 達成している

il希望者明:::[::民主::二二二
土位施策への貢献度|貢献している

| 効:|実施主?の適正化 |適正である|指定管理者制度を導入しごし:子施であ壬

率 i受益者負担の適正化|適正である l体育施設条例に基づき使用料を徴収しているo

性ぺ}……………………1.............................1
コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。... 

、
咽

課題

今の後方
事業の終了

改善

向性、 時期

RZ]電問問策寸金業

決算額(円)

3，596，974 

17，412，266 

21，009，240 

臨時

ー;



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事 務 事 業 評 価 シ ー ト |問骨所得)1 スポーツ振興課 1 1 回二日

中項目(施策) I 小項目(基本事業)

1 11スポーツ・レクリェーション施設の充実

':11~育扇面の多くに備品の損傷・老朽化が見受けられる。
霊|それらが、危険を伴うこともあり、各種団体からの要望も
副年々強くなっている。 3カ年計画で卓球台を更新するもの

要|である。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

備品購入費 670，842 591，624 

支出内

訳

~ヨh 計 670，842 591，624 

人件費概算

活動指標または成果指標( H26 

1 I卓球台更新

2 

3 

卓球台購入事業

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 地域公益事業

一般財源

dロ』 計

H27 

|目的の妥当性 |妥当である lスポーツ施設の充実に資する事業であり妥当である。
妥ト......……....・H ・..……H ・M ・....ト・ 4 

予算現額(円) 決算額{円)

670，842 591，624 

670，842 591，624 

一般 臨時

良い

当 l量自i治体聞与の妥当性| 妥当である|体育施設条例第1条に基づき設置された施設の備品整備であり弘、妥当である。
性 }トトトト"…………..……..…………..……..……..…....…………..……..…..“………….“山………..山….“……..山.“.“…………一…….“"……..一.目一.パ…J

対象(受益者7の妥当性|妥当である|体育施設利用者が対象であり妥当である。

.目J目目標違成度ピ |達成している
有、}、 J
効子 1類似事業の存在 |存在しない
性~""，;;:，・4

上位施策への貢献度I貢献している

! 効 |実施主体の適主化 |適正である|市の施設の備品であり適正である。

~事|受益者負担の適正化|適正である|体育施設条例に基づき使用料を徴収している。
性 ι I………………・戸…..1.............................1

|コスト効率乙、 |適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

課題

r 今の向方性後 v

特記 |抽~/.\.特宣告
事項 r""明白耳可~=

... 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I スポーツ振興課

様式1号(事務事業評価)

匹仁司

事|本事業では勝敗や記録を主な目的とじて行う競技を推
業|進、発展すベく、事業を行う。なお、競技スポーツはアマ
概|チュアスポーツとプロフエツシヨナノレスポーツに大別される
要lが、本事業ではアマチユアスポーツを主体として行う。

J 歳、出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 73，200 。
支 消耗品費 463，320 463，320 
出、

委託料 2，476，000 2，476，000 
訳内 負担金補助及び交付金 1，481，000 1，179，990 

~ ヨ 計 4，493，520 4，119，31Q 

歳入 予算現額(円) 決算額f円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 4，493，520 4，119，310 

辺E』ヨ 計 4，493，520 4，119，310 

人件費概算 !人工数吋~人空毘~ ，想見|無|匝画 一般 経常

50000人
誠
一
以

叩
一
則

活動指標または成果指標 H26 7
一因

。ι一
円
U

H
一羽

1 1各種大会開催数 383回 405回

98.2% 

人
…
人
…
vm

n
U
"
ρ
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"
官ぶ

n
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V
H
nノ
u
"
h

n
H
U
"
噌

E
ム

"nHu

n
u
n
q
u
n
n
ヨ

F
D
U
4
-

普通

21各種大会参加者数
.......お[出A …r'“おiI6X......

3 

目的の妥当性 妥当である|競技スポーツの推進に係る事業であり、妥当である

i l-gR房長持::[::255Z:::
対象f受益者)の妥当性|妥当である|市民が対象であり、妥当である

目標達成度 |概ね達成してしも
有1....，....，;...，.，.................;..........;1
効 I類似事業の存在 |存在しない

性 [tftt員長二雨量説|説山花|二五二万;JJl二二二二説記長i;説こそ;ミ
実施主体の適正化 適正である|各種大会運営は市体育協会に委託している。

効 r…………………寸
率、 j受益者負F担の適正化|適正である
性 ~......:..…..'........・H・H・......、…イ・・・・・・・H・H・...…-一一'1

'|コスト効率、 、 | 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

.レ
競技人口の増加を図る必要がある。

、課題

t 今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

豊」



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所得)I スポーツ振興課

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

様式1号(事務事業評価)

匹亡ヨ

事|生涯スポーツの普及として、ニュースポーツ(スポーツ推
:!:I進委員の協力を得ながら普及を目指す)、総合型地域ス
毒|ポーツクラブ(昨年設立した団体及び現在検討中の団体
要|へ研修会の案内などの支援)を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 20，800 。
支 使用料及び賃借料 83，000 。
出

保険料 1，000 1，000 
内
訳

'@ヨh 計 104，800 1，0001 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

内合 地方債

訳 その他

一般財源 104，800 1，000 

dE』Z 計 104，800 1，000 

人件費概算 !木工数〔告|λ{宮;引 |官|無 1L::空|一般 経常

j舌副指標またI孟融某指標 H26 

30 30 

1 1市民ハイキング参加者数 •• •. •. •. •• •• 
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・
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21総合型地域スポーツクラブ団体数

100.0% 1 100.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|生涯スポーツの推進に係る事業であり、妥当である
妥 トM ・M ・-………・山・ I 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である

性 i副長;主主L雨量員長|妥当三五五|五五議長ふみ:妥当主ぷ

目標達成度 概ね達成しているil持労使........f..節子三'1'
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である
効↑"....，
-率 l受益者負担の適正化|適正である
性トー……………………|………........…・…・1"・H ・...

lコスト効率 |適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

.レ
市民ハイキングは、同様の事業を他国体や総合型地域スポーツクフブ、で、も行っており市で今後も継続して行うかを検討する。

課題

今の後方、
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

匹亡己平成28年度事務事業評価シート|課開局幽室・所(係)I スポーツ振興課

中項目(叶位、

ー，生涯スポーツの普及を目的として、競技団体やスポーツ

芸|推進委員等によりスポーツ教室を開催する。
概|また、競技によっては、秋の市民体育大会への出場を促

|す。要目

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 I 1，306，000 1，306，000 

支 消耗品費 87，000 35，386 
|出

保険料 550，400 540，300 
内
訳

ぷE』3 計 1，943，400 1，881，686 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 参加料 1，812，000 1，812，000 

一般財j原 131，400 69，686 

~ 計 1，943，400 1，881，686 

人件費概算 |人工数(人間人件記hil叡見|無|匝一社 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I H27 I r H28 |目標 l

1....二二......諜...

l叩06回 I 110回 II 110回

119回 I 117回

活動指標または成果指標

1 1教室数

21開催回数 113回.
臼:五…1かなり
ニニζ~ 良い
500人

31参加人数

112.3% I 106.4% 
350人 1 350人

450人 1 561人 人
…
問

叩
…
目

5

…L
 

128.6% 160.3% 

目的の妥当性 妥当である|生涯スポーツの推進に係る事業であり、妥当である

経常

妥 }・...・M ・.......….......…・…・・…『

当 |自治体関与の妥当性|妥当である

性『元副長選j雨量当証|説高江主長以長以弘主語

目標達成度 I達成している

51禅寺子校二:|:::日JJ::::::
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である

i l今村持者if~t...日吉::E1151j受11号訴1115;:::
コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

.レ
この事業を維持し、スポーツ人口の増加を図る必要がある。

課題

、

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室町所(係)I スポーツ振興課

..;""市内体育施設で、小学生を対豪厄議云吾大会を開催し、
芸|市内No.lを決定する。併せてトップアスリートを招聴し、交
概|流イベントを開催する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 60，000 。
支 消耗品費 200，000 119，904 
出

保険料 2，642 2，642 
内
訳

:dE』Z 計 262，642 122，546 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債内合
訳 その他

一般財源

4ロ』 計

予算現額(円)

262，642 

262，642 

人件費概算 |瓦蘭明人件ftL||習|無 II会時計 一般

ー;計 I........ -i~i~........j 事
!?舌動指標または戒栗宿覆 H26 

1 I参加者数

2 

3 

妥 ~~目F円131里J門烹雪幣空 | 雪?雪三芝雪空 |主空7JIA*，土亡二二ゴ''/0)ご
当 I自治f体本闘与の妥当性 l妥当である

39.0% 

一|泌;員長長雨量当証|員三ぷ|雨漏不言語五言語芸品広言語344
目標達成度 1概ね達成してしも

有 }リ|
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~.......'......:.............，...".....o; ...;1

I上位施策への貢献度 l貢献している

|実施主体の適正化 l'適正である
効 l……山………;...，.......1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性..~…..........・H・...…………;.1....……"………….. …… .. …....………… .. …… .. ….“.… 

コスト効率 ド 1適正である[現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はないo

.レ
実施種目により参加人数に偏りがある。事前のPR等工夫が必要である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

笠l

回二百

決算額(円)

122，546 

122，546 

経常



様式1号(事務事業評価)

匹亡己平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 スポーツ振興課

中項目{施策)

31 スポーツ・レクリエーションの振興

スポーツ団体・指導者等育成・支援事業

事|スポーツ団体、指導者等へ研修会の案内を行い参加を
1::1促す。また、優秀団体、優秀指導者等を表彰することによ

義|り、更なる飛躍を目指す。

要

歳 P 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 600，000 596，000 

支 消耗品費 22，220 22，220 
出

負担金補助及び交付金 1，076，000 1，075，500 
内
訳

dEbZ h 計 1，698，220 1，693，720 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 1，698，220 1，693，720 
dロ!.. 計 1，698，220 1，693，720 

AL件費概算 |人工数(淵人件記~I 想見|無|国画 一般 経常

活動指標ま正は戒果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 市互ナ一寸 I H281目標

1:::二:

z;絞交 f.........i~設 |川J........i~~絞交

1 1年間研修会等開催回数

21年間研修会等参加者数

78.0% 通普63.3% 56.7% 

3 

妥 }目円明門(J(]O)今引.烹警

当 |自治体関与の妥当性|妥当である
I 性 ~………-…-………・…....1…・・……………1・

対象(受益者)の妥当性|妥当である|スポーツ推進委員、各団体指導者等が対象であり、妥当である

目標達成度 1・ |概ね達成している
有，，1.....:，.;，.....:.;'..............，.....，.....1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量ζゐ説|説日;:~.l
.実施主体の適正化 |適正である

効ド | 
率 l受益者負担の適正11:;1適正である
性 トH ・H ・-……・・"・.....…・・・・・…・..1・・………・・……i

lコスト効率〆 l 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。.ト
課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I スポーツ振興課

中項目(昨冊、

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入! 予算現額(円)

使用料及び賃借料 9，000 。 国庫支出金

支 負担金補助及び交付金 52，000 20，000 財 県支出金
|出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 61，000 
dEbヨh 計 61，000 20，000 dロ』 言十 61，000 

人件費概算 い工数τtt| 人件そご~ ~官|無 I~竺リ 一般

活動指標または成栗福槙

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 有吉一寸 I H28 1目標 l

1 I参加者数 :二
2 

普通

3 

目的の妥当性 妥当である Irスポーツを支える人財の育成Jに係る事業であり、妥当である

i除何努与引主ヨE二二
対象(受益者)の妥当性|妥当である|スポーツ推進委員が対象で、あり、妥当である

|目標達成度 |概ね達成している
有 F......;....~...~....，~;..................， ;I

効 |類似事業の存在 I存在しない
性 L… l

上位施策への貢献度|貢献している

対|雪施主性の適正化 |適正である

率 I受益者負担の適正化|適正である
性 }トトトH…………..…………..…….日……..…....…………..山………..山…..…….一…h一..……….日…..……..

|hコスト効率 |適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

二課題

今の向性夜方、(

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I13 I 

決算額(円)

20，000 

20，000 

経常



平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室鋼所(係)I文化・スポーツ政策室|

様式1号(事務事業評価)

匹仁口

生涯スポーツ推進事業(総合型地域スポーツクラブ、設置推進事業)

.".，..1蕗吾重通域スポーァヲヲアを市内の未設置校区へ拡充さ
主|せるため、既存の2クラブの役員に新クラブ設立に向けた

副委員となっていただき、重点地区(未設置校区)での説明
要|会やアドバイスを行っていただく。

手段|重点地区に赴き、委員と協力して説明会やアドバイスを行う

意図|新規クラブ設立を推進し、地域の活性化を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 120，000 42，000 国庫支出金

支、 財 県支出金
出

i 内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財源 120，000 42，000 

dEbZ • 計， 120，000 42，000 」ロ』 計 120，000 42，000 

人件費概算 |人工数常|人町宮~ I 官見|無 I~竺l 一般 臨時

活覇指標または成果指標 H26 H27 

1 1設立推進員会議及び重点地区説明会

21新クラブ、設立数

3 

目的の妥当性: 妥当である
妥 t"・M・-….............…-…...・M ・.j.............................j
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|山陽小野岡市スポーツによるまちづくり推進計画にも位置づけられており、妥当である。
性 ト……・・……・・....・H ・-……・1.............................1

|対象{受益者)の妥当性| 妥当である|全市民を対象としており、妥当である。

目標達成度 |達成している
有}…...・H ・.....・M ・....・4
効|類似事業の存在 ， I存在しない
性ト...ふ .:.....1 

|よ位施策への貢献度|貢献している

効|き.空きf*0)空空:.~.......I 空点空~....I.~~認さ空宇.空竺.Fffffうタ.T15竺?ヨ:り芝生
率 |受益者負担の適正化|適正である
性}、 F 、 l

コスト効率 l 適正である

.レ
既存の2クフブ(すげえちゃ局泊、出合いちょうクフブ)のほかに、平成31年4月に新規クフブ設立を目指して、クフフキ未設置
校区について、設立に向けたアドバイスや説明を引き続き行なっていく必要がある。また、総合型地域スポーツクラブ、の周知・

ぞ課題

今の後方

向性

特記

事項

広報を行い、クラブ、設立のメリットを多くの市民に知ってもらい、設立の機運醸成を図っていく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



平成28年度事務事業評価シート|課骨 M室・所(係)I文化・スポーツ政策室|

様式1号(事務事業評価)

匹E到
小項目(基本事業)

スポーツによるまちづくりの推進

レノファ山口とのパートナーシップ事業

-，山口県唯一のプロスポーツチームで、あるレノファ山口を活
芸|用して、選手等による保育園への訪問などの交流事業を
担~I実施する。選手やスタッフ等と市民が交流する場を作るこ
霊|とにより、市民の一体感の醸成、地域活性化やスポーツに

1よるまちづくりを推進する。

市民ほか

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

スポーツ教室事業委託料 600，000 600，000 

支
出
内
訳

合計 600，000 600，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合 地方債

訳 その他

一般財源 600，000 600，000 

d回』 ‘ 計 600，000 600，000 

人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 I_ I I ，.6.:.J.i"，a" I ，"'''' I 
人件費概算 1 0.41 日肌7刈 | 算入 | 無 II会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I '. . H27 I I H28 1目標 l

1 5回 I 9回 I I 12回 |達成

11交流行事の実施回数 I 6回 r 9回 1 r 10回 l 度

21交流事業に参加した人数

肌
一
人
一
人

m
一側…

m

肱
m

一一

nu-

叩

η
d
u
-
"
 

96.0% 205.0% 良い

3 

目的の妥当性 妥当である|スポーツによるまちづくりを推進する事業であり、妥当である。

i日:神奈主主r"予三EEls-5伝子分暑さぞ5515仔ち5525;::::::::
対象(受益者)の妥当性l妥当である|全市民を対象としている。

目標達成度 達成している

i希子所在::::::::|:::号552:::lFEfZ21222ヨヨ5拐ささぞ??;:持者注目;:::::::::
!上位施策への貢献度|貢献している

効黒空主ø;(})空黙...I....~~.~ぞ~....l
率 '1:受益者負担の適正化|適正である
性 ~.....;.........................;.;;.........I

日、 コスト効率 適正である

..... 
ん交流行事の回数を増加することや、行事の周知・広報の工夫を行うなど、参加者を増加させるための取組が必要である。

課題

〆今の後方、
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

I :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I文化・スポーツ政策室| 匹巨司

東京オリンヒ。ック・パラリンピックキャンプ地誘致事業

.....12020年に開催される東京オリンヒ。ツク・パラリンヒ。ツクに向

芸|けて、キャンプ地誘致活動を推進する。これにより市民の
祖|スポーツへの関心・意欲の高まり、スポーツによる交流の!手段|キャンプ地誘致に向けた取り組みを県や各市町と連携して行う
霊|促進や交流人口の拡大、地域PRなどに寄与し、スポーツ

lによるまちづくりを推進する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

やまぐち世界大会等キャ
500，000 

ト訳主出向

ンプ地誘致活動負担金
280，000 

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他 ふるさと支極基金 500，000 

一般財源

合計 500，000 280，000 d回』 計 500，000 

人件費概算 l入識は?;l人?1241| 想 見 | 無 II会計種別| 一般

活量百指諌言正面成栗;指標 H26 H27 

1 1ガイドブ、ツク・PR用DVD作成、県HP作成

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|当事業は、スポーツによるまちづくりに寄与するものであり、妥当である。

i 114持労設[::2525Z:lF導者三;王将553;2255j;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である

目標達成度 達成している
川有 t.:，...，;，...........，..;..，:.................1 
効 I類似事業の存在 I存在しない

ltAt上向策二の説長|貢献している

実施主体の適正化 |適正である
い効 ~;.......;，.;.......;......:.;.， ....;:........I 

率 |受益者負担の適正化 l適正である
性 1.;:.;.;.;.;.;;.;.;.;，.;.;.;...;;.;.，..;;.;.;1

コスト効率 適正である|県と市とでそれぞれ負担しており、適正である。.. 

決算額(円)

280，000 

280，000 

臨時

本市はサッカーとパフサイクリングPでキャンプ地誘致を進めているが、特にパフサイクリングでの誘致の可能性が商いことか，、，

，課題

今の向方後性

特記
事項

ら、独自のアプローチを実践しチームの誘致に努めていく必要がある。

事業の進め方等に改善が必要
改善

29年度中に改善に着手
時期



様式1号(事務事業評価)

匹!16@! 平成28年度事務事業評価シート|課帰・室伺(係)I文化・スポーツ政策室|
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事
業
概
要

歳 出 予算現額(円J決算額(円)

スポーツ教室事業委託料 500，000 500，000 

|支
出
内
訳

合計 500，000 ‘500，0001 

人件費概算

活動指標または成果指標

1 1合宿回数

21交流行事の実施回数

3 

パラサイクリング、連盟とのパートナーシップ事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
調割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 500，000 500，000 
1E』2 言十 500，000 500，000 

H26 

一般 臨時

目的の妥当性 妥当である|スポーツによるまちづくりを推進する事業であり、妥当である。
妥 t十u山………….. 山………….. 山……..山…….“山….. 山.“.山………….. 山…….“山…….. 山….. 山.. ………… .. 山…….. 山…….“山….. 山.帥.. 山………….. 山…….. 山…….. 山….. 山.. ………… .. 山…….. 山…….. 山山.. 川.“……..川山….“山…….. 山….. 山.. ……….凶山….. 山….. 山.. 叶 1 

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|地域交流行事の調整が必要なため、自治体の関与が不可欠。
、性'トH ・H ・-…ーH ・H ・..…………1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|全市民を対象としている。

I _ I目標達成度 |達成している
相島H ・M ・....o...................................1

l効 |類似事業の存在 |存在しない

性|王雨量二伝説|長面白;;計五ニヲi;iA長兆五日ぷ;みぷ言語語以;
二千]実施主体の適正化 |適正である

王子持:511::|:::持員安主貯鮫日:EE主主設EE奇去訪:三三汚?f当汚汚:5長汚g示長主夜五引}E三EE汀汀::::]]:::]]::]]:l1FllF.子子烹努刊-子需持努:望ぞ主鰐毛ぞぞ与55廷:主千五任5:;;;;;;:::今さ当持柑棺:主持持持毛持持持持持持者顎鰐持開部桔!E号主主渓i与E5主説諒1;55日汚:11芸三1i主去日日:5三汚日日f2汚日日.主お汚忠主涜日5三:
Iコスト効率 |適正である

..... 
事業の周知・広報や参加者が増加するための工夫、関係団体との連携を図り、事業の拡大が必要である。

課題

今の方後 改善
計画どおり事業を進めることが適当

向性
時期

特記

事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I スポーツ振興課 回二百
大項目(政策〕 小項目l基本事葉〕

多彩な芸術文化とスポーツの振興 スポーツによるまちづくりの推進

事|県立おのだサッカー交流公園の管理運営、及び本市と宇
業|部市及び美祢市聞で、の連絡調整等運営協，会に関する事
概|務を行う。

要 スポーツによるまちづくりの推進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

負担金補助及び交付金 20，434，000 18，434，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 20，434，000 

合計 20，434;000 18，434;000 ~ ヨ 言十 20，434，000 

人件費概算 i人工数(常lMftz;ill想見|無|也記 一般

活動指標または成果指標

1 1年間交流公園利用件数

21年間交流公園利用者数

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 古デ寸 I ，H28 1目標 1

1250件 I 1300件 I I 1500件 |達成
…・1Zi--伴…T....."iso"i砕・・.....1 r…五詰iftf"….1度

117.5% 

95000人

138670人

115.5% 

130000人

147862人

146.0% I 113.7% 

l目的の妥当性 | 妥当である|スポーツによるまちづくりに資する事業である。
妥f..・H ・-……………“・H ・H ・.1.............................1

決算額(円)

18，434，000 

18，434，000 

経常

当 l自治体関与の妥当性| 妥当である |い山陽小野聞市、字部市、美祢市の悶3市で県立おのだサy州カ一交流公図逮営協会を組織し県蜘カ当ら指定管理を受けて引い、喝る。
性， ~トトい"…………..…….日………….“……..山…..…...…….“…山d“……..….“...川凶山…..山…..….“...…………"……...………….目….目.……i 円

対象(受益者)の妥当性| 妥当である u県県民が対象であり妥当である。

目標達成度 I概ね達成してしも

日有 } 、 J 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二ぷ言語長|長記;;ぶ|二五二%おお;伝説こそは

実施主体の適正化 |適正である|県立おのだサッカー交流公園運営協会が指定管理者である。
、効 ι}…………・， '……・|……|
)率 |受益者負担の適正化|適正である|山口県久ポーツ交流まちづくり拠点施設条例により使用料を徴収している。
性ト……p…・...山…・"“……|…・ l 

iコスト効率 一一 I適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

課題

今の向方性後

特記
事項

.レ
平成29年1月に県立おのだサッカー交流公圏内にクフブ、ハウス機能を有した一般開放型のスポーツ交流施設を建設したo

これによりレノファ山口の練習活動拠点となり、今後レノファ山口を活用し更にスポーツによるまちづくりを進めていく必要があ
る。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)1 スポーツ振興課

様式1号(事務事業評価)

回二日

ふれあいスポーツ推進事業(高校サッカーフェスティバル開催事業)

，小野田工業高校の全国大会出場を記念して昭和57年言万E嘉I面天蚕を
事|開催。第l回~第9回は小野田工業高校の主催で開催。平成2年、小野田
業|市制50周年記念事業として第10回大会を体育協会主催、市共催で開催
却Jl:1し、以降毎年開催。現在市の「スポーツによるまちづくり推進計画J、及び戦
韮|略プロジェクト同一ツまちづくりプロジェクトJで重要な事業として位置づ

1けており、平成27年度で35回を迎えた歴史ある大会である。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)
、J

消耗品費 916，380 916，380 

支 印刷製本費 267，840 267，840 

出内 負担金、補助及び交付金 1，183，000 758，640 

訳

4E』3 言十 2，367，220 1，942，860 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 2，367，220 1，942，860 

ぷロ』 計 2，367，220 1，942，860 

人件費概算 l 人工数(官~人τ271| 想見|無|戸一司 一般 経常

21参加者数
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H26 活動指標または成果指標

1 I参加校数

98.3% 1 100.2% 

3 

目的の妥当性 妥当である|スポーツによるまちづくりに資する事業であり、妥当である。

i院長持労骨子::[:設定:::::
対象〔受益者)の妥当性| 妥当である

1達成している
有 r・h・..……....，......................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 | ω|

ィ I上位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|市体育協会に委託して実施している。
効、}………………………1.............................1
察 i受益者負担の適正化|適正である|参加校は体育協会に参加費を支払っている。

i 性}…....・H ・..……一……"…1.............................1
コスト効率 |適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。... 
この大会を継続しまちづくりに繋げる工夫が必要である。

課題

、

今の向方性後、 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|謀帰国室・所得)I スポーツ振興課

様式1号(事務事業評価)

匹亡日

事|平成23年度開催の山口国体の翌年度から始まった県補
品|助事業「我がまちスポーツ推進事業」の後継事業「地域ス
!:Iポーツ人口拡大推進事業Jを活用して、本市と下関市で
霊|小学生を対象としたサッカーフェスティパ川開催し、広

l域的な交流を図る。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 461，000 306，808 

支 テント等設営委託料 500，000 176，040 
出

使用料及び賃借料 120，000 53，720 
内
訳 報償費 120，000 。

その他 20，360 13，776 

合 言十 1，221，360 、550，344

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 230，000 230，000 
澗割

地方債
内合
訳 その他 参加費 90，000 90，000 

一般財源 901，360 230，344 

合 計 1，221，360 550，344 

人間鵬 |入ヱ数以?;lMttJ|官|無 II会計翻IJI 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I _ H27 I I H28 1目標 l

I 24チーム I 48チーム I I 48チーム |達成
1 1参加チーム数 r---Z-4チーム r---40チーム I r:36チーム l 度

93.1% I 58.6% 

21参加者数
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目的の妥当性 妥当である|スポーツによるまちづくりに資する事業であり、妥当である。
妥 t…....・M・・ 1 
当 l自治体関与の妥当性|妥当である

性|証言;雇通j福当証言当.~;;:5..l~両:副主言語以おみ二王二五五伝説え
|目標達成度 l概ね達成している

有}… l
効 I類似事業の存在 |存在しない
性性 いい..…….日……-白…..戸.

iよ位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である
効 ト・…...・H ・-……………・・…・・1.............................1
率率. I受益者負担の適正化|適正である l参加チ-ムより参加費を徴収している。
性 }トトトト"…………..……..…………..……..……..…....……….“山..て-_円円-_山………..山……..山…..山...一………..……Jι一…..山....…………..山…..…....…………"…….....……..一什で

I:::Jコスト効率 | 適正でで、ある l現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

平成29年度で補助事業が終了するが、来年度以降継続するかを下関市と協議する必要がある。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.レ

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートl課・局室町所(係)I スポーツ振興課 匹1 11 1 

中項目(ー一、

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 120，000 72，000 国庫支出金

支 保険料 9，450 8，000 財 県支出金
出

市民ふれあいスポーツ大会委託料 167，000 143，555 
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 296，450 223，555 

、~ヨh 言十 296，450 223，555 d回』 計 296，450 223，555 

|人工数(人役)1人件費(円)1 I交付税 I.1m: I I .Ls..，.L:<"" D.， I "'''' I 
人件費概算 1 0.251 肌~I 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 _ I H26 I H27 I I H28 1目標 l

I 5競技 I 5競技 I I 5競技 |達成
1 1参加校数 I 5競技 r-------fj競技 1 r -----5競技 l 度

|100.0% I 100.0% 

350人 I 350人

21参加者数 中止 1 342人

97.7% 

3 

目的の妥当性 妥当である|スポーツによるまちづくりに資する事業であり、妥当である。

i l房付与5妥当I:2215Z:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民が対象であり妥当である。

目標達成度 |概ね達成してゆ目
{者: h:;;，...~;~."....;....;..，;........;~， ......1 

効- 1類似事業の存在 |存在しない
性 1.....;......;.;.....;，.....;.................1

上位施策への貢献度|貢献している

効 l雪幣聖今サ庁??空空史:.~.......I 空主史士空於三 I.~!.史T主.史?士.史今ぞ)1t三?二ど竺さ竺雪曾?烹空空全色.j1iff!1.“.
率 i受益者負担の適正化|適正である
性ト………H ・H ・…・-……..1…・…………・↑・

: |コスト効率 | 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

..... 
この大会を継続して、参加者を全市に拡大するための検討が必要である。

.課題

、今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

I :i 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱宮個所(係)I スポーツ振興課

大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

."."合併前から山陽地区体育振興協議会を中心として、毎年
芸1;月に厚腸地区で実施されていた大会を全市的な大会と
概|して位置づけ、市民マラソン大会実行委員会へ委託して
要|開催している。 平成27年度は荒天により中止。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

報酬 120，000 44，000 国庫支出金

支 消耗品費 61，715 。財 県支出金
出

保険料 61，800 43，552 
内

;頂割
地方債内合

訳 市民マラソン大会委託料 114，000 96，420 訳 その他

一般財源 357，515 

」Ebヨh 計 357，515 183，972 dEL Z 計 357，515 

人件費概算 i 人工数咋~人件記~I 官~I無|恒副 一般

活動指標または成果指標

1 1種目数

21参加者数

3 

H26 

100.0% 

500人 1 500人

387人 | 中止

77.4% 

妥 l円a1.J0)*三竺 |対立三|うでごごとJ::Q*i?ゴ11.??竺????子力持
当 |自治体関与の妥当性|妥当である

lttt雨量;単語雨量~'~'I 込.~;;6..1雨漏漏ら妥当主半面;
目標達成度 1 1.荒天により中止

有 } … ・H ・M ・.... ・M ・...~. ・... … … … ・:1ト卜ト"……….. … .. ……….“… .. … .. ……… .. ….“….“……… .. ….“….“……… .. ….“….“……… .. ….“… .. ……… .. … .. ….日……….“….日….. 一…….“….. ….“….“. 

句効 l類似事業の存在 | 存在しない
性 1.............;;................:.:....:..."..1

I上位施策への貢献度|貢献している

効 |害熟?空き:i1*0)黒停空生 | 空再E三史ぞ~....J.:.!史里町男ゴ三.fTfプ雪努空11'雪顎里空空今♂.J片J Iとf竺雪号存.汚空.とピ-Cv'ど¥
E率葬 |畏益者負担の適正化 l適正である

1 .性 |…-… ・7・・・・・ ・ I....;;;;.~~;....I 
|コスト効率 、 1適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

課題

J今の向後方性F 

特記
事項

..... 
参加者を増加させるための工夫が必要である。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

回コヨ

決算額(円)

183，972 

183，972 

経常



〆

様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I スポーツ振興課 1 . I Nol 17 I 
大項目(政策)

多彩な芸術文化とスポーツの振興

スポーツ振興諸行事支援事業

_1スポ-万こよる地域振興と交流促進のため市内で存われ
霊|る諸行事(全国規模のスポーツイベント、大会)に対し経
概|雪?一部を補助する。全国ゴルフ大会山陽大会の支援を|手段|諸行事主催者にイベント経費の一部を補助する
要FfTつ。

歳，出 予事事面(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

全国ゴルフ大会山陽大会補助金 100，000 100，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100，000 
d回』 計 100，000 100，000 dEbヨ. 計 100，000 

人件費概算 |人工数(入信|人可制|想見|無|匝副 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 I事業実施

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|スポーツによる地域振興と交流促進を図る事業であり妥当である。
妥 t.'.'.."......…………・…・・，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野岡市補助金交付規則により補助する。
性ト…そH ・H ・..…一…………十 l 

対象L受益者)の妥当性| 妥当である|全国規模のスポーツイベントを実施する市民団体であり妥当である。

1目標達成度、 I達成している
有ト 、 | 

効 |類似事業の存在 |存在しない

性|エ長話量二伝説|議日~~..I;ぷニヲi;ぷ233ii量子謀説;

効存性行空自~，~.....I空主投I.~~:.烹竺門会芳三;.t;;Qo
率 |受益者負担の適正化|適正である
性1:;.;;....;.;;...;..;.• ;;......;......;.......1 

コスト効率. I適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。.. 
課題

7の今後方

向性

特記
事項

事業の終了
改善
時期

決算額(円)

100，000 
100;000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局 室 ・ 所 得 )I スポーツ振興課 匹E日
大項目(政策) 司王項目〈基本事葉7

多彩な芸術文化とスポーツの振興 スポーツによるまちづくりの推進

スポーツ交流施設整備事業

事|本市は、レノフア山口のホームタウンであり、文化・スポーツによる
|まちづくりを更に推進するため、本市がレノファ山口の練習拠点

業|地となるべく、スポーツ交流施設(クラブ.ハウス)の整備を行う。こ
概|のことによりスポーツ振興や市民の一体感の醸成、交流人口の
要|増加、地域活性化、本市のPR，定住促進を図る。

県立サッカー交流公園利用者、レノファ山口、市民

手段|スポーツ交流施設の建設

I:LII田;:u;....r.:Lrl/ri=oJ..u.官1卜:及びレノファ山口の

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 露E 入 予算現額(円) 決算額(円)I 
需用費 260，000 115，602 国庫支出金

支 委託料 168，000 51，516 財 県支出金
。出

備品購入費 1，080，000 911，304 
内

瀬 割
地方債

内合
訳 工事請負費 116，359，600 116，359，200 訳 その他 15，116，631 15，116，631 

その他 485，000 108，033 一般財源 103，235，969 102，429，024 

dロ』 計 118，352，600 117，545，655 合 計 118，352;600 117，545，655 

人件費概算 |人工数(人引人f755L|!?|無|同問| 一般 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 I H27 I 1'. H28 1目標

1 1 I 完了 |達成

1 Iスポーツ交流施設建設
T ....... ...， r 完了 l度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である lスポーツによるまちづくりに資する事業であり、妥当である
妥 t，.・H ・........………・・・........…I…

当 |自治体関与の妥当性|妥当である

五性 t完元泌泌瓦ぶ込;福=逼泌j五説長斗 長函当毛弓渇ぶぷ=ド戸主ぷごコエZみぷ辺みおじ;;ヲ万引;沼戸日品五泌訟面函玩i込弱量芸ωぷ返玩ぷi正:長込詰三潟記ぷ
有 i目?幣界里 .....1 空.骨号恐吹ど日日どrごご士土vど史刈vピ?台叶，，三三対:竺三対空~..I.:.烹:ïp:pj(; 2担29竺?史1史叩!巳巳1;どfヨf空?黙骨性任悦.ど忠と忠主
効 i類似事業の存在 |存在しない
性 f..:........:..".，:......:，.......;;......，，1

上位施策への貢献度|貢献している

効 j実施主体の適正化 I適正である l

率.I受益者負担の適正化|適正である lレノファ山口が専用使用する諸室については貸付料を負担してもらう。
性 J……"山……"・H ・H ・H ・H ・....1.............................，

"コスト効率 |適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

'課題

今の後方

向性

特記
事項

...... 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト | 課伺宮F所(係)I スポーツ振興課 回豆司
中項目(日目、 小項目(基本事業)

スポーツによるまちづくりの推進

レノファ山口まちづくり調査事業

レノファ山口の練習環境
示市古示ポーツ1i:.J:語ちヲくりに取り組瓦で雨、そのーう正して

事|レノファ山口と連携した事業を実施している。この度、レノファ山口がJ
業12に昇格し，]1を目指すにあたり、ホームタウンである本市において、
概|スポーツによるまちづくりを一層進めるとともに、交流人口の増加によ
要|る活性化を図るため、]1ライセンス基準に適合した練習環境の整備ι

手段|本市での整備の可否及びその効果の調査、検討

.を検討するための調査を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 200，000 。 国庫支出金

支 調査委託料 300，000 。財 県支出金
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 500，000 

合、 計 500，000 。 dロ~ 計 500，000 

人件費概算 !人エ可1人件訓|宝引無|陸封 一般 臨時

活重万福寝言正直戒果?崩事 H26 H27 

1 1調査及び整備内容の検討

2 

3 

目的の妥当性 概ね妥当である|スポーツによるまちづくりに向けた調査であり、概ね妥当である。

! t~:~~~#.~弓妥当:lFEi2513111155555jiS伝説251;ち2552;::
対象(受益者〕の妥当性| 妥当である

有.時男子;二…|黙と:.~.~~.Jとたど??27.T竺??.野史Y!ZTr竺竺空!??r.1ZTf:
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 fエ雨量二伝言語|説じ~.~.~~.lc.~.;.;尚治仁左えにJi;五五兆五長最高右足ぷ
実施主体の適正化 |適正である 1

効ト，.....;...........;，........，.，......1
率 i受益者負担の適正化|適正である
性 1:.....;;...:...;'...;.....;...................1

コスト効率 適正である

課題

、 v

今の後方

向性

L21 

事業の終了

.レ

改善
時期

。
。
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